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一、国や県・市のコロナ対策の拡充に伴う補正予算等の成立に向け、４月急施臨

時会が４月24日に行われました。３月末に行われたコロナ対策のための市の緊

急対策費の専決処分（補正予算）の認定案も併せて審査されました。

一、提案された議案は補正予算３件、条例改正案１件、専決処分が１件の５件。

一、本会議での提案説明ののち、質疑を行い、４つの常任委員会での審査を経て、

直ちに採決を行い、5議案すべてを全会一致で可決しました。

一、審査に先立つ議会運営委員会理事会で、公明党委員から、３密を避けること

が求められている事態のもとで質問することは非常識だ、との意見が出され、

民主も同調。日本共産党は市民の意見をしっかりと市政に反映させるためにも

質疑は必要と主張し、質問を行いました。

一、本会議の質問時間が一人10分に制限され、江上博之議員が質問しました。
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４月急施臨時会について

４月臨時会の日程(予定)

日 内容

24日

本会議
提案説明
議案質疑（江上議員）

委員会

総務環境委員会
財政福祉委員会
教育子ども委員会
経済水道委員会
質疑・意思決定

本会議
委員長報告
採決

市長提出議案

議案
各会派の態度

結果 備 考

共 自 民 減 公 無

2020年度名古屋市一般会計補
正予算（第1号）

○ 〇 〇 〇 〇 ○ 可決
補正額142億9,636万2千円。市大病院の陰圧室設置や人工呼吸器、休業補償520
万円、事業継続資金の利子補給や利率引き下げ、リアルタイムＰＣＲ検査機器
整備助成、児童手当受給世帯への給付金、特別支援学校スクールバスの増車

2020年度名古屋市国民健康保
険特別会計補正予算（第1号）

○ 〇 〇 〇 〇 ○ 可決
補正額216万円。新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病
手当金の支給

2020年度名古屋市基金特別会
計補正予算（第1号）

○ 〇 〇 〇 〇 ○ 可決 補正額1億7,700万円。財政調整基金。通所介護施設への休業補償の財源

名古屋市国民健康保険条例の
一部改正

○ 〇 〇 〇 〇 ○ 可決
新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対し、労務に服することがで
きない期間、給与収入の2／3相当の傷病手当金を支給。

専決処分（2019年度名古屋市
一般会計補正予算（第8号））

○ 〇 〇 〇 〇 ○ 承認
補正額5億5,917万4千円。国のコロナ緊急対応策第２弾に伴う補正。障がい者
施設や介護施設、児童施設等への消毒対策の強化など

〇＝賛成 ●＝反対 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党 無：無所属の会

主な議案に対する会派別態度(４月急施臨時会）
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２０２０年度予算の補正予算案 歳出（単位：千円）

事項 金額 財源 説明

一般会計

公立大学法人名古屋市立大学への
施設整備費等補助金

90,000 国庫 90,000
新型コロナウイルス感染患者の受け入れのため、市大病
院救急病床前室等の陰圧化及び人工呼吸器等の購入に対
する補助

新型コロナウイルス感染症対策協
力金

7,136,000
国庫 3,568,000
県支出金 3,568,000

県の休業要請や営業時間短縮要請に応じた施設に対して、
1事業者あたり50万円を交付

ナゴヤ新型コロナウイルス感染症
対策事業継続資金

3,771,147
国庫 207,150
諸収入 3,563,997

融資見込5，074億円、当初3年間実質無利子、無担保、信
用保証料減免、利率を金融機関と連携し引き下げる新た
な融資制度を創設

適所介護事業所等における休業等
対応助成

177,000 一般財源 177,000
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策としての本
市からの要請に基づき、休業又は事業を縮小した適所介
護事業所等に対する助成

リアルタイムPCR検査機器等の整
備補助

153,000 国庫 153,000
リアルタイムPCR検査機器等を整備する医療機関等に対す
る補助

子育て世帯への臨時特別給付金 2,840,000 国庫 2,840,000
児童手当（本則給付）を受給する世帯に対し、児童1人あ
たり1万円を支給

特別支援学校スクールバスの増車 129,215 国庫 129,215
新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減させるよ
うバス1台あたりの乗車人数の少人数化を図るため、スクー
ルバスを増車

計 14,296,362
特定財源 14,119,362
一般財源 177,000

財源は国庫69億8736万円、県費35億6800万円、
財調から1億7700万円など

特別会計

国民健康保険 傷病手当金の支給 2,160 県費 2,160
新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対し、
労務に服することができない期間、給与収入の2／3相当
の傷病手当金を支給

基金 財源の繰出 177,000 基金積戻金 177,000 財政調整基金。通所介護施設への休業補償の財源

計 179,160 特定財源 179,160

総計 14,475,522
特定財源 14,298,522
一般財源 177,000

債務負担行為（単位：千円）

会計 事項 期間 年度 限度額 説明

一般会計

ナゴヤ新型コロナウイルス感染症
対策事業継続資金の利子補給

３～５ 14,685,000 貸付から3年間利子補給するため

ナゴヤ新型コロナウイルス感染症
対策事業継続資金の貸付利率の引
き下げ

３～１２ 1,816,000 貸付利率の引き下げが10年間にわたるため

2019年度予算一般会計補正予算案（専決処分） 歳出 （単位：千円）

事項 金額 財源 説明

障害福祉サービス事業所等へ
の衛生用品購入費補助等

17,800 国庫 17,800
国の緊急対応策第２弾に伴う補正＝障害福祉サービス事業所等へ消毒用エタ
ノールを配付するとともに、障害福祉サービス事業所及び生活保護施設等に
対して消毒用エタノール等の購入費を補助

介護施設等への衛生環境改善
経費補助

5,200
国庫 200
県支出金 5,000

国の緊急対応策第２弾に伴う補正＝介護施設及び障害福祉サービス事業所等
の施設内の消毒に係る経費を補助

就労系障害福祉サービス事業
所への在宅就労導入経費補助

5,000 国庫 5,000
国の緊急対応策第2弾に伴う補正＝就労系障害福祉サービス事業所が在宅就
労を導入するためのシステム等に係る経費を補助

児童福祉施設等への衛生用品
購入費補助等

531,174 国庫 531,174
国の緊急対応策第2弾に伴う補正＝保育所及び留守家庭児童育成会等へマス
クや消毒用エタノール等を配付するとともに、購入費等を補助

計 559,174 特定財源 559,174 財源は国庫5億5,417万円と県費500万円

繰越明許費 （単位：千円）

事業名 金額

児童福祉施設等への衛生用品購入費補助等 531,174

補正予算案の概要



休業要請と損失補償は一体に

【江上議員】新型コロナウイルス感染が広がっていま

す。世界的な広がり、特に、大都市で猛烈な広がりと

なっています。それだけに、市民に不安も広がってい

ます。新型コロナウイルス感染の広がりを抑える、市

民の命と暮らし・営業を守ることに今、全力を尽くす

ときです。「接触機会の８割削減を早急にめざし」市

民の不要不急の外出を減らすことが求められています。

そのことはどなたも思っていることではないでしょう

か。ところがそれを実現することが難しい。実現のた

めには、自粛要請だけでは無理です。「お客さんも少

ないし店を閉めたいけど、家賃や水光熱費を払わない

かんで開けとくしかない」「融資といったって、返さ

ないかん。徳政令で棒引きにでもしてくれりゃ別だけ

ど、やっぱり現金が欲しい」。こんな声に応えること

です。自粛、自粛の声で、社会活動全体が停滞し、事

業者に影響を与えています。その上に、緊急事態宣言

による休業要請です。当然、損失補償がなければ事業

所を閉じたりすることはできません。

国は、緊急事態宣言を出しながら、損失補償をしま

せん。その点で、今回の協力金は意義あるものと思い

ます。

愛知県と名古屋市は、4月17日から5月6日まで休業

要請、あるいは、営業時間短縮の要請を行い、対応し

た事業所に、1件当たり50万円を協力金として支出す

る提案です。

特に、名古屋市は、3月7日から20日まで、感染拡大

を防止するために南区と緑区の介護施設に休業要請を

行い、損失を補償するとしました。今回の補正予算で

計上されています。英断です。休業要請したのは感染

拡大を抑えるのに大きな効果をもたらしました。そし

て、その要請にこたえた事業所への休業補償は当然の

こととはいえ、重要なものです。

今回の協力金は自粛を求めることに対する

損失補償の第1歩と受け止めていいか

【江上議員】そこで、以下河村市長に質問します。第

1に、今回の協力金は、自粛を求めることに対する損

失補償の第1歩と受け止めていいでしょうか。また、

協力を求めるのが、4月17日から5月6日までですが、

今後もまだまだ感染は続くと思われます。協力金は、

今回だけでなく、今後も、考えていくべきと考えます

がいかがでしょうか。

丁寧に、公平の上にも公平にやらないと

（市長）

【市長】全国にも広がっていくことはいいことだが、

丁寧に、公平の上にも公平にやらないと。ある事業者

だけとか、面積のことが言われていますが、商売に貴

尊はありません。一時金は否定しないが、商売として

を守っていかないかん。

速やかに協力金を支払うための方法は

【江上議員】第２です。今回対象になる事業所とか店

舗は、新型コロナウイルスが話題となった２月以降収

入や売上が減少しています。今、すぐにでも現金が必

要です。協力金は、5月７日以降速やかに支出すべき

と考えます。速やかに支出するためにどのような方法

を考えているのでしょうか。口座振替などで迅速に行

うべきと考えますがいかがでしょうか。

出来る限り早く届くよう働きかけたい（市

長）

【市長】県と調整がすすめられているので、出来る限

り早く事業者に届くよう県に働きかけていきたい。

協力金の対象事業者を拡充するべきではな

いか

【江上議員】第３です。協力金の対象外の事業所も多

くあります。市民に外出の自粛を求めており、社会活
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議案質疑（4月24日）

「休業要請に協力金」は１歩前進
自粛に見合った補償にふみだせ

江上博之議員

新型コロナ対策142億円の補正



動そのものが停滞し、直接的だけでなく間接的にも影

響を受けています。

そこで、質問します。協力金の対象事業所をもっと

広げるべきと考えますがいかがでしょうか。

業種によってもダメになる不公平をどうす

るか。丁寧・慎重に（市長）

【市長】所得の11条にずらっと書いてある。それに基

づいてやっている。公平に丁寧にやらないかん。1000

平米の限定があり、大須商店街はだめでしょう。業種

によってもダメになる。その不公平をどうするのか。

よっぽど丁寧に慎重にやらないかん。

家賃や光熱水費などの固定費に対する補償

を考えるべきではないか

【江上議員】第４に、今回は、協力金ですが、事業所

のみなさんで言えば、自粛に協力するには、それに見

合う補償が必要です。最初の声にもあったように、家

賃もいる、水光熱費もいる、税金や保険料の支払いも

あります。このような固定費に対して補償を考えるべ

きですがいかがでしょうか。明快な回答を求めます。

自由主義経済を守っていくことをやってい

く（市長）

【市長】一時金を出せばそれでいいという考え方自体

が間違っている。日本の財政危機はうそで、銀行にも

のすごい金が余っている。

名古屋市10兆円、愛知県20

兆円です。そういった金を

資本注入して商売やってい

る人とその雇用を支えてい

く資金繰りを全面的にしな

いといけない。全体的な仕

組みとして自由主義経済を

守っていく。総額5000億円

は第一弾です。返済猶予を5年間、金融機関も柔軟に

応じるといっているので、仕組みそのもので商売と雇

用を守る。

休業要請と損失補填をしっかりと（要望）

【江上議員】協力金について、これから対応をしっか

りお願いします。

市長は、家賃や水光熱費などの固定費に対する補償を

求めましたが答えませんでした。そして、融資制度の

新設を回答されました。新たな融資制度は、設備資金

や運転資金のためであって現時点からこれからのもの

です。それはそれで今後に生きるものと評価します。

が、もう一つ、自粛を求め、休業要請をしっかりと行

い、赤字に対する穴埋め、損失補償をしっかりと求め

ます。（市長答弁が長すぎて時間切れ）
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一、５月臨時会が5月15日～19日に行われ、コロナ関連の専決補正予算

と新たな補正予算案２件の審議・採決と議長・副議長選挙、各委員

会への議員の所属など議会の人事が行われました。

一、本会議質問には全会派の５人が質問に立ち、さいとう愛子議員が

迅速なコロナ対策の対応などを求めました。

一、コロナ対策の臨時交付金を増額する意見書を出すことが財政福祉

委員から提起され、議運の発議で意見書を可決しました。

一、15日の議案の議決後に、議長・副議長選挙が行われました。それ

に先立ち、議員総会で議長・副議長候補による所信表明が行われ、

本会議で投票が行われました。

一、18日には、常任委員会と特別委員会の選任が行われ、19日に一部

事務組合議員の選任、監査委員の選任などが行われました。

一、19日の本会議での採決前に、減税の質問通告をめぐる大村議員

（議運理事）の言動を自民党が問題視し、議論が対立。深夜11時過

ぎに議運で大村議員の不信任動議を自公民の多数で可決しました。

一、請願１件、陳情１件が受理されました(内容は６月議会の項に)。

一、日本共産党をはじめ各会派の団役員は下記のとおり。

名古屋市政資料 №207 (2020年5月臨時会）
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５月臨時会について

◇会派構成（2020年5月19日現在）

日本共産党名古屋市会議員団（共産） ５
自由民主党名古屋市会議員団（自民） ２１
名古屋民主市会議員団（民主） １７
減税日本ナゴヤ（減税） １３

公明党名古屋市会議員団（公明） １１
無所属の会(無会) １

各会派の主な役員（2019年5月14日現在）

団長 幹事長 政審委員長
政審会長・政調会長

財務委員長 広報委員長

共産 田口一登 江上博之 岡田ゆき子 さはしあこ さいとう愛子

自民 渡辺義郎 小出昭司 斉藤たかお 北野よしはる (吉田茂)

民主 服部将也 橋本ひろき 岡本やすひろ 田中里佳 日比美咲

減税 佐藤ゆうこ 大村光子 鈴木孝之 浅井康正 河本ゆうこ

公明 金庭宜雄 さわだ晃一 近藤和博 小林祥子 田辺雄一

議長選挙の結果 副議長選挙の結果

○中里高之(自) 62票 ○山田昌弘(民) 63票

田口一登(共) ５票 岡田ゆき子(共) ５票

○：当選者。議員68名。投票総数68票

主な議案に対する会派別態度(５月臨時会）

市長提出議案 9件（承認４件（補正予算：2件 条例２件）） 補正予算：２件 条例案：1件 人事案件：２件

議案
各会派の態度

結果 備 考
共 自 民 減 公 無

専決処分（2020年度名古屋市一般
会計補正予算（第２号））

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 承認
補正額 2,325億600万円。国の緊急経済対策の特別定額給付金、市民一人あたり10万
円を支給。全額国費。

2020年度名古屋市一般会計補正予
算（第３号）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可決

補正額 130億1,776万円。新型コロナウイルス感染症への対応として、事業者の休業
協力金の拡大、大型店の休業で休業した事業者への協力金、休業せず生活に必要とし
て継続した事業への応援金、文化芸術活動支援事業、理美容事業者への休業協力金、
地域外来・検査センターの設置など

2020年度名古屋市基金特別会計補
正予算（第２号）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可決 補正額 94億1,616万円。財調から90億円、文化振興基金から1億円など

専決処分（名古屋市市税条例等の
一部を改正する条例の制定)

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 承認
地方税法等の一部改正で市税条例等を改正。4月1日に専決処分。ひとり親への個人市
民税の措置に伴う整理、企業版ふるさと納税の控除割合拡大に伴う整理など

専決処分（名古屋市介護保険条例
の一部を改正する条例の制定）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 承認 介護保険法施行令の一部改正で介護保険条例を改正。3月31日に専決処分

名古屋市新型コロナウイルス感染
症対策事業基金条例の制定

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可決 新型コロナウイルス感染症の対策に充てる基金。寄付を募集。

専決処分（名古屋市市税条例の一
部を改正する条例の制定）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 承認 地方税法等の一部改正で市税条例を改正。5月7日に専決処分。徴収猶予関係。

5月臨時会の日程(予定)

日 内容

15日

本会議
議案の提案説明
議案質疑

委員会 補正予算案の審議・意思決定

本会議 委員長報告・採決

議員総会 議長・副議長候補の所信表明

本会議
議長・副議長選挙
議会運営委員会委員の選任

18日
本会議 常任・特別委員会委員の選任

委員会 正副委員長選任

19日

委員会 事業概要説明

本会議
一部事務組合議会議員の選任
監査委員（識見・議選）選任

監査委員選任（識見枠） ● 〇 〇 〇 ○ ○ 可決 山本正雄（岐阜市）1960年生、河村市政を支えた元総務局長。東区長、環境局長など。

監査委員選任（議会選出枠） ● 〇 〇 〇 ○ ○ 可決 岩本たかひろ（自民）。共産党を除外しての自・民・公での談合人事。

監査委員選任（議会選出枠） ● 〇 〇 〇 ○ ○ 可決 木下優（公明）。共産党を除外しての自・民・公での談合人事。

〇＝賛成 ●＝反対 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党 無：無所属の会
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補正予算案の概要

一般会計補正予算(第3号）の概要 歳出（単位：千円）

事項 金額 財源 説明

新型コロナウイルス感染症
対策事業基金の設置

140,000 寄附金 140,000
新型コロナウイルス感染症対策事業を推進するため、新たな基金を
設置し、寄附を募集

新型コロナウイルス感染症
対策協力金の拡充

4,882,000
県支出金 2,441,000
一般財源 2,441,000

県が協力金の交付対象施設を拡充したこと等への対応

ナゴヤ新型コロナウイルス
感染症対策協力金

2,056,000
県支出金 1,028,000
一般財源 1,028,000

入居する複合商業施設等の休業方針で休業を余儀なくされた施設に、
一事業者あたり50万円を交付

ナゴヤ新型コロナウイルス
感染症対策事業継続応援金

4,570,000 一般財源 4,570,000
県が基本的に休止を要請しない施設で、不特定多数の市民と日常的
に接する事業を継続している施設に一事業者あたり10万円を交付

飲食宅配サービス利用促進
事業

200,000 一般財源 200,000
公募で選定した飲食宅配代行事業者を通じて、飲食宅配サービスを
利用した市民へポイントを付与

ナゴヤ文化芸術活動緊急支
援事業

100,000 繰入金 100,000
活動を自粛しているアーティスト等の支援として、ウェブサイトで
公開する映像作品を募集し、上限50万円を補助

地域医療体制の強化 541,811
繰入金 140,000
一般財源 401,811

帰国者・接触者外来を実施している医療機関に、外来受診者一人あ
たり３万５千円を補助。救急医療体制の充実のため補助単価を増額

理美容事業者への休業協力
金

280,000 一般財源 280,000
県が基本的に休止を要請しない施設のうち、自主的に休業した理美
容事業者に対し、一事業者あたり10万円を交付

地域外来・検査センターの
設置

169,000

診療収入 40,950
国庫 64,025
県支出金 27,625
一般財源 36,400

新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を行う地域外来・検査セン
ターを設置

ナゴヤ新型コロナウイルス
感染症対策子ども・子育て
事業応接金

78,950 一般財源 78,950

行政の開所要請に応じた民間児童福祉施設等及び県の預かり保育等
実施要請に応じた私立幼稚園に、一施設あたり５万円を交付
民間児童福祉施設等 72,950
私立幼稚園 6,000

一般会計 計 13,017,761
特定財源 3,981,600
一般財源 9,036,161

財源は国庫が64,025千円のみで、県から3,496,625千円、財政調整基
金から9,030,161千円など。10万円給付を活用した職員からの寄付な
どを1億4,000万円想定。

（専決処分）一般会計補正予算（第２号）の概要 歳出 （単位：千円）

事項 金額 財源 説明

特別定額給付金 232,506,000 国庫 232,506,000 国の緊急経済対策に伴い、市民一人あたり10万円を支給

計 232,506,000 特定財源 232,506,000 財源は全額国費
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請願・陳情 2020年5月臨時議会に受理されたもの

５月臨時会では下記の請願・陳情を受理。通常は7月以降の閉会中委員会で審査が行われますが、今回

の請願については緊急性があるとの理由で６月議会前に審査されました。

◆請願

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

令和２年

第７号

2020年

5月13日

台湾の世界保健機関年次総

会へのオブザーバー参加等

の支持に関する意見書提出
を求める請願

守山区民

浅井正仁 浅野有 伊神邦彦 岩本たかひろ 岡本

善博 北野よしはる 小出昭司 斉藤たかお 中川

貴元 中里高之 中田ちづこ 成田たかゆき 西川

ひさし 丹羽ひろし 服部しんのすけ 藤沢ただまさ

ふじた和秀 松井よしのり 横井利明 吉田茂 渡
辺義郎(以上自民) うえぞの晋介 岡本やすひろ

小川としゆき 加藤一登 久野美穂 田中里佳 橋

本ひろき 日比美咲 森ともお 山田昌弘（以上民

主） 木下優 田辺雄一 三輪芳裕（以上公明）

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大を受け、一世界保健機関（ＷＨＯ）はハンデミックに当たると表明し、全ての

国が積極的な対策を請じなければ、死者数が数百万人に上る可能性があると警告している。更なる感染拡大を防止し世界

の人命・健康を守るためには、国際的な連携及び情報共有が必須であり、決して地理的空自を発生させてはならない。

ＷＨＯへの正式な参加が認められていない台湾は、2009年以後８年連続でWHO年次総会にオブザーバー参加し、保健衛生

分野において国際貢献してきたが、2017年からはオブザーバー参加もできていない。

この度の新型コロナウイルスの対応をめぐっても、ＷＨＯは、台湾で新型コロナウイルスの感染者が確認されているに

もかかわらず、台湾の参加を認めていないため、感染例や予防措置の詳細について情報共有がなされていない状況である。

台湾は、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）まん延の経験を基に、その後優れた防疫システムを構築しており、感染防

止に貢献できる医療水準も有することから、ＷＨＯ及び年次総会へのオブザーバー参加は、新型コロナウイルスの早期終

息の一助になり得ると考える。

名古屋市には、台湾の方々が多く居住しており、仕事や観光で年間推計20万人以上もの方との交流もある。さらに、令

和元年10月には台中市とパートナー都市協定を締結しており、今後も都市間交流の加速が見込まれているところである。

新型コロナウイルスの更なる感染拡大を防ぎ、世界の人命・健康を等しく守るため、貴議会には、台湾のＷＨＯ及び年

次総会へのオブザーバー参加を支持していただきたい。

ついては、国際的な連携により世界の人命・健康を守るために、貴議会が次の事項を内容とする意見書を国会及び日本

政府に提出されるようお願いする。

1 台湾の世界保健機関及び年次総会へのオブザーバー参加を支持し、これに協力すること。

◆陳情

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

令和２年

第８号

2020年

5月13日
名古屋市の教育のあり方に関する陳情 いどばた会議なごや

名古屋市の小学校、中学校及び高等学校の教育がいつも受け身の教育になっているように思う。

令和2年2月に私たちは、北欧のノルウェーの選挙事情を学ぶ機会があった。ノルウェーでは、小学校から、選挙の際の

公約について学び、中学校では、生徒たちが選挙小屋で議員候補者に質問したりして調査をし、学校に帰り発表する。高

等学校では、スクールエレクションが開かれ、参加者は一杯である。その結果、国政選挙の投票率は

78．2％である。

ついては、日本の子どもたちがもう少し身近に民主主義を体験できるような教育を行うよう、次の事項の実現をお願い

する。

１ 自主性と自己表現に重きを置く学校教育を行うこと。

２ 自分の考えを言うことができる学校教育を行うこと。

３ 選挙や地域の生活をもっと身近に感じられるように、現場に出かけ、本当の市民の生活を体験させる学校教育を行う

こと。



補正予算を審査する財政福祉委員会でコロナ対策の国からの交付金は少なく十分な対応ができないとして国

に増額の意見書の提出が提起され、議会運営委員会の発議で意見書が可決されました。

《採択された意見書》

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額を求める意見書

新型コロナウイルス感染症については、国の緊急事態宣言が愛知県を含む多くの地域で解除されたものの、いまだ一定数

の新規感染者が発生している状況にあり、再び感染が拡大するおそれもあることから、依然として予断を許さない状況にあ

る。

各地方公共団体においては、限られた財源の中で、感染拡大の防止や医療体制の確保、経済活動の維持・継続、学習環境

の整備など、地域住民の声を聞きながら様々な分野における対策を請じているところである。

そのような中、政府は、各地方公共団体に対し、新型コロナウイルスの感染拡大の防止及び感染拡大の影響を受けている

地域経済や住民生活の支援のための施策に要する費用に充当するものとして、総額i兆円の新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金を交付することを決定した。

しかしながら、政府から示された交付限度額の算定方法は、地方公共団体の財政力指数に大きく影響されるものとなって

おり、各地域における感染状況や、産業が集積する大都市部における社会・経済への大きな影響が十分考慮されていない。

また、感染症を収束させるとともに、地域経済の立て直しを図るためには、緊急事態宣言の解除後も由り組みを継続して

いく必要があるが、政府から示された金額では十分な対策を行うことは困難であり、最前線で対応に当たる地方公共団体が

必要十分な対策を行う

ことができるよう、国は最大限の財政措置を講ずるべきである。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、今後の経済

活動の回復も考慮して増額措置を講ずるとともに、各地方公共団体の交付限度額の算定に当たっては、財政力によることな

く、各地方公共団体の行う対策に必要な額が措置される制度設計を行うよう強く要望する。
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意見書・決議

意見書案に対する各会派の態度 ○＝賛成 ●＝反対 2020年5月15日本会議

件 名
原案
提出

各会派の態度
結果

共 自 民 減 公

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額を求める意見書（案） 議運 ○ ○ ○ ○ ○ 可決



５月中に支給を開始することができるよう、

市職員総動員で作業を

【さいとう議員】特別定額給付金は、対象者を狭くし

ぼった「１世帯30万円の給付」に対し、「すぐに１人

一律10万円の給付を」という世論の広がりによって実

現したものです。せっかく実現した特別定額給付金の

支給を一刻も早く開始するよう力を尽くさなければな

りません。

感染拡大防止のための外出自粛、休業要請によって、

現金収入が絶たれた市民の窮状は深刻です。自粛要請

によって、中小零細業者からは「もう耐えられない」、

学生は「親子で収入が減り、学費が払えない」と言っ

ています。ハローワーク前では、「すでに支給してい

る自治体もあるのに名古屋市は生活困窮者に冷たい」

と失業認定の手続きにきた男性の声です。

この状況にもかかわらず、本市ホームページでは特

別定額給付金の支給について「給付開始時期は令和

2年6月中を予定しています」とあり、これからひと月

も先ではあまりに遅すぎるのではないでしょうか。作

業は業者に委託としていますが、返信後の書類チェッ

ク、銀行口座の突合などは膨大な事務処理と考えます。

生計が逼迫し、ぎりぎりの生活を強いられている市民

からの悲痛な声に応え、せめて5月中に支給を開始す

ることができるよう、市職員総動員で作業に当たるく

らいの対応が必要と考えますが、現在の進行状況も合

わせて、考えをお聞きします。

５月９日からオンラインで、下旬から郵送で

発送する（副市長）

【伊東副市長】特別定額給付金事業は4月30日に「新

型コロナウイルス感染症緊急経済対策」にかかる補正

予算が成立し、同日付でスポ一ツ市民局に給付事務の

担当組織を立ち上げた。

この組織を中心として、当該給付金事業の趣旨を踏

まえ、できるだけ早期に給付が開始できるよう、連休

中も含め事業者との調整などを行い、5月9日からオン

ライン方式による受付を開始した。

郵送方式は、記載誤り等を防止し、申請から給付ま

での期間を少しでも短くできるよう、あらかじめ世帯

情報が印字された申請書を準備しており、5月下旬か

ら順次発送したい。

ＤＶ被害者へも確実に届ける手立てを

【さいとう議員】次に、配偶者や親族からの暴力を理

由に避難している方にも、確実に給付金が届くよう最

善を尽くすことが求められます。「１人10万円」は個

人への給付ですが、「受給権者はその者の属する世帯

の世帯主」とされ、申請用紙は世帯主に届くことにな

ります。配偶者や親族からの暴力を理由に、住民票の

ある居住地から一時的に避難している方にも、「10万

円」が確実に届くことが必要です。避難している当事

者も、申し出をしてもらわなければ給付は受けられま

せん。この方々があきらめてしまわないようにていね

いに周知すべきです。

本市のＨＰによる広報など、当事者がわかりやすい
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議案質議（5月15日）

特別定額給付金は速やかに必要な人
に給付を／ＰＣＲ検査の拡充を

さいとう愛子議員

特別定額給付金の
速やかな給付について



ように周知すべきと思いますが、いかがでしょうか。

国から具体的な対応方法が示されており、

広報に努め、適切に対応したい（副市長）

【伊東副市長】配偶者や親族からの暴力等を理由とし

て避難されている方など、通常の対応では申請や受給

が困難な場合の対応として、国から具体的な対応方法

が示されており、市でも広報に努めるとともに適切に

対応したい。

市民に特別定額給付金を迅速かつ適切に届けられる

よう、総力を上げて取り組んでいく。

１日でも早い支給と、受けとるべき方が

確実に受け取れるように（意見）

【さいとう議員】特別定額給付金の支給は、１日でも

早く支給することと、受けとるべき方が確実に受け取

れるようわかりやすい周知の改善を重ねて求めます。

ＰＣＲ検査は保健センターを通さずに行う

のか。検査センターを増やすのか

【さいとう議員】ＰＣＲ検査を行う、地域外来・検査

センターを1か所ふやすことについてお尋ねします。

ＰＣＲ検査については医師が依頼しても検査しても

らえないとの意見を多数聞いています。陽性患者のう

ちで、名古屋市内の感染者の27％が経路不明者であり、

新型コロナウイルス感染症は陽性であっても無症状の

人がいることから、専門家である医師が必要と判断し

て検査対象を広げ、陽性患者を見つけることが重要で

す。

今回、地域外来・検査センターを設置することによっ

て、医師が必要と判断した場合には、保健所等の判断

を必要とせず、ＰＣＲ検査を行うことになるという理

解でよいですか。

今後、地域外来・検査センターをもっと増やしてい

き、ＰＣＲ検査数を抜本的に増やすことが必要と思い

ますが、いかがですか。

かかりつけ医が必要性を認めた方が検査を受け

られるようにする。１か所で行きたい（局長）

【健康福祉局長】今回、設置を予定している「地域外

来・検査センター」は、保健センターに設置している

「帰国者・接触者相談センター」に相談しなくても、

かかりつけ医で検査の必要性を認められた方が、直接、

ＰＣＲ検査を受けられる環境を整備するものです。

現在のＰＣＲ検査は、限られた検査体制の中で、感

染された方を的確に把握し、感染の拡大を防ぐこと等

を目的として、実施しています。

今回の「地域外来・検査センター」も、新型コロナ

ウイルス感染の疑いのある方が確実にＰＣＲ検査を受

けられるよう、体制の増強を図るもので、1か所で実

施したいと考えている。

病院、福祉施設などの職員、利用者には、

ＰＣＲ検査を実施すべきではないか

【さいとう議員】擬陽性の市民を待つのではなく、陽

性者を見つけるスクリーニングは、市中感染を起こさ

ないために必要と考えます。

病院・介護施設・福祉施設など特にリスク管理を厳

格に行い、クラスターの発生を防ぐ必要があります。

そこに働く職員・患者・入所者に、ＰＣＲ検査を実施

すべきではありませんか。

必要に応じて施設や関係医療機関従事者の

ＰＣＲ検査を実施（局長）

【健康福祉局長】本市では、福祉施設において感染が

確認されたことがあるが、その施設の再開にあたって

必要に応じて施設や関係医療機関従事者のＰＣＲ検査

を実施した。こうした取り組みは引き続き実施したい。

この他、病院等へのマスクや手指消毒剤の配布など

の感染予防に資する環境整備の支援を実施している。

検査を抜本的に増やし感染の全体像を

つかむことが重要（意見）

【さいとう議員】ＰＣＲ検査

は、より軽症なうちに検査に

つなぐことができるようにな

り、「なかなか検査してもら

えない」という不安を解消し

ていくことになるかと思いま

す。ＰＣＲ検査など、検査を

抜本的に増やし感染の全体像

をつかむことで、次の感染拡

大の波が起こった時に、迅速で的確な対応ができるの

ではないでしょうか。

以後は、常任委員会での議論にゆだねて、質問を終

わります。
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ＰＣＲ検査の検査数を
飛躍的にふやすことについて



◆議長・副議長人事をはじめとした議会人事などがおこなわれました。

◆委員長、副委員長は議席数に応じて配分され、日本共産党にも副委員長１の配分があります。日本共産党議員の

委員会所属は、次のとおりです。

名古屋市政資料 №207 (2020年5月臨時会）

- 11 -

議会の人事について

議長選挙にあたっての所信表明

田口一登

田口一登でございます。新型コロナウイルス

感染症から、市民の暮らしと営業、いのちを守

るため、あらゆる手立てをつくすことが求めら

れています。本市会は、議会基本条例に則って、

充実した議案審議と闊達な討論、執行機関にたいする監視・評価、

活発な政策立案・政策提言などに努めてきましたが、新型コロナ感

染という未曽有の危機に際して、こうした議会の役割をさらに果た

すことによって危機を乗り越えることができるよう、議員の皆様と

ともに全力で取り組んでまいります。

しかしながら、新型コロナ感染は、議会活動にも様々な制約をも

たらしています。とりわけ制約されているのは、市民が議会の活動

に参加する機会の確保や市民への情報公開であります。

本市会では、緊急事態宣言期間中の委員会の一般傍聴を認めず、

本会議の傍聴も自粛を求め、請願や陳情の審査における口頭陳情や

市民３分間議会演説も実施を見送っています。議会報告会は、市長

が開催経費の予算化を拒否していることから開催できずにきていま

すが、新型コロナ感染の下では、開催すること自体を自粛しなけれ

ばなりません。

こうした一連の対応は、感染拡大防止のためにはやむをえないと

考えます。しかし、自粛一辺倒では議会に求められている役割を果

たすことができません。感染防止の対策に最善をつくしつつ、いか

にして議会の役割を果たしていくのか、とりわけ市民参加や情報公

開を進め、市民に開かれ、市民に身近で存在感のある議会を作り上

げていくのか。たとえば、インターネットを使っての議会報告会や

ＳＮＳを活用した市民意見の反映、「市会だより」の毎月発行と紙

面の充実などが考えられるでしょう。新型コロナ感染の下での議会

活動の改善に、皆様とともに知恵を出し合い、取り組んでまいりた

いと思っています。

以上、私の所信の一端を述べさせていただきました。ご賛同をよ

ろしくお願いいたします。ありがとうございました。

副議長選挙にあたっての所信表明

岡田ゆき子

岡田ゆき子です。私は、副議長として、

議長を補佐し、公平公正な議会運営に努め、

市政の監視役として議会が役割を果たすよ

う力を尽くしてまいります。新型コロナウ

イルス感染症の完全な終息が見えない中、

立候補にあたり、議会が取り組むべきことを３点お話しし、

所信表明といたしたいと思います。

第１に、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に全力を尽

くすことです。感染拡大を防止するため、個人や事業所に対

し、外出自粛・休業要請を続けています。自粛により、感染

者数はピーク時から減少がみられるようになりましたが、一

方で、休業に対する補償が後手となっており、多くの個人や

事業所が苦境に陥っています。

今後事態が長丁場となることは予想されるため、「自粛と

一体に補償を実施すること」を基本に据えた施策をすすめる

ため、議会として、知恵を絞り、皆さんと力を合わせてまい

ります。

第２は、現在、地方自治体が、ＰＣＲ検査体制でも暮らし

や営業の支援でも、国の施策をリードする役割を果たしてお

り、地方の取り組みが国の施策に反映されるという流れが生

まれています。名古屋市が国の施策を前に動かすような役割

を発揮するために、政令市議会とも連携し積極的国に提言す

るような、役割を果たしてまいります。

第３に、市民や事業所の苦難に心を寄せることが出来る議

会となることです。コロナの影響でみんなが苦しんでいると

きに、連帯して苦境を乗り切ろうという立場で、議員報酬の

削減を含め、市民目線で不要不急の事業や制度の見直しの議

論を、感染対策をしっかり図りながら、進めてまいります。

以上、私の所信の一端を述べさせていただきました。どう

かご賛同いただきますようよろしくお願いいたします。

◆日本共産党議員の委員会所属 （○：副委員長）

常任委員会 議員名

総務環境委員会 ○田口一登

財政福祉委員会 岡田ゆき子

教育子ども委員会 さいとう愛子

土木交通委員会 -

経済水道委員会 江上博之

都市消防委員会 さはしあこ

特別委員会 議員名

大都市制度・広域連携
促進特別委員会

江上博之

防災・エネルギー対策
特別委員会

岡田ゆき子

産業・歴史文化・観光
戦略特別委員会

さはしあこ

都市活力向上特別委員
会

田口一登

公社対策特別委員会 ○さいとう愛子

安心・安全まちづくり
特別委員会

-

その他 議員名

議会運営委員会
（☆は理事）

☆江上博之

市会だより編集委員 さいとう愛子

名古屋港管理組合議会 江上博之

愛知県競馬組合議会 さはしあこ

名古屋競輪組合議会 さいとう愛子

愛知県後期高齢者医療広
域連合議会

岡田ゆき子

名古屋市都市計画審議会 田口一登

町名、町界審議会 さはしあこ

名古屋市民火災共済生活
協同組合理事

-
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常任委員会 ◎委員長 ○副委員長

総務環境委員会（12） 財政福祉委員会（12） 教育子ども委員会（11） 土木交通委員会（11） 経済水道委員会（11） 都市消防委員会（11）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

○田口一登 共 天白 岡田ゆき子 共 北 さいとう愛子 共 名東 ○浅野有 自 西 江上博之 共 中川 さはしあこ 共 緑

岩本たかひろ 自 緑 ◎浅井正仁 自 中川 中田ちづこ 自 中 伊神邦彦 自 千種 小出昭司 自 中村 ○北野よしはる 自 守山

丹羽ひろし 自 名東 岡本善博 自 中川 藤沢ただまさ 自 南 成田たかゆき 自 天白 中川貴元 自 東 斉藤たかお 自 中村

ふじた和秀 自 瑞穂 中里高之 自 緑 ○吉田茂 自 港 ◎小川としゆき 民 守山 ○服部しんのすけ 自 熱田 西川ひさし 自 昭和

◎松井よしのり 自 守山 横井利明 自 南 赤松てつじ 民 中川 斎藤まこと 民 千種 渡辺義郎 自 北 ○うえぞの晋介 民 西

うかい春美 民 中村 久田邦博 民 瑞穂 ◎岡本やすひろ 民 緑 田中里佳 民 天白 久野美穂 民 中川 おくむら文悟 民 昭和

○塚本つよし 民 中 服部将也 民 北 加藤一登 民 港 沢田ひとみ 減 港 橋本ひろき 民 南 山田昌弘 民 千種

日比美咲 民 名東 ○田山宏之 減 北 ○大村光子 減 昭和 手塚将之 減 千種 ○森ともお 民 熱田 河本ゆうこ 減 守山

鹿島としあき 減 西 中川あつし 減 中川 豊田薫 減 中 ○木下優 公 中川 浅井康正 減 名東 佐藤ゆうこ 減 東

余語さやか 減 緑 増田成美 減 緑 三輪芳裕 公 天白 中村満 公 中村 ◎鈴木孝之 減 天白 ◎田辺雄一 公 千種

金庭宜雄 公 守山 ○小林祥 公 名東 吉岡正修 公 港 前田えみ子 無 瑞穂 さわだ晃一 公 西 長谷川由美子 公 北

さかい大輔 公 天白 近藤和博 公 緑 会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党

議会運営委員会（（◎：委員長 ○：副委員長 △：理事））

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

△江上博之 共 中川 西川ひさし 自 昭和 うえぞの晋介 民 西 森ともお 民 熱田 余語さやか 減 緑

浅野有 自 西 服部しんのすけ 自 熱田 ○橋本ひろき 民 南 △大村光子 減 昭和 △さわだ晃一 公 西

◎小出昭司 自 中村 吉田茂 自 港 日比美咲 民 名東 中川あつし 減 中川 長谷川由美子 公 北

会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

特別委員会 ◎委員長 ○副委員長

大都市制度・広域連携促進
特別委員会（12）

防災・エネルギー対策
特別委員会（11）

産業・歴史文化・観光戦略
特別委員会（11）

都市活力向上
特別委員会（12）

公社対策
特別委員会（11）

安心・安全なまちづくり
対策特別委員会（11）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

江上博之 共 中川 岡田ゆき子 共 北 さはしあこ 共 緑 田口一登 共 天白 ○さいとう愛子 共 名東 ○浅野有 自 西

伊神邦彦 自 千種 小出昭司 自 中村 ○浅井正仁 自 中川 岩本たかひろ 自 緑 斉藤たかお 自 中村 岡本善博 自 中川

中川貴元 自 東 中田ちづこ 自 中 藤沢ただまさ 自 南 ◎北野よしはる 自 港 ○服部しんのすけ 自 熱田 松井よしのり 自 守山

中里高之 自 緑 ○西川ひさし 自 昭和 吉田茂 自 港 丹羽ひろし 自 名東 ふじた和秀 自 瑞穂 うかい春美 民 中村

◎成田たかゆき 自 天白 ◎うえぞの晋介 民 西 赤松てつじ 民 中川 横井利明 自 南 渡辺義郎 自 北 ○塚本つよし 民 中

おくむら文悟 民 昭和 加藤一登 民 港 小川としゆき 民 守山 斎藤まこと 民 千種 岡本やすひろ 民 緑 山田昌弘 民 千種

橋本ひろき 民 南 久野美穂 民 中川 手塚将之 減 千種 服部将也 民 北 久田邦博 民 瑞穂 鹿島としあき 減 西

○日比美咲 民 名東 ○佐藤ゆうこ 減 東 田山宏之 減 北 ○森ともお 民 熱田 ◎田中里佳 民 天白 余語さやか 減 緑

浅井康正 減 名東 沢田ひとみ 減 港 ◎増田成美 減 緑 ○鈴木孝之 減 天白 大村光子 減 昭和 小林祥子 公 名東

豊田薫 減 中 金庭宜雄 公 守山 ○木下優 公 中川 中川あつし 減 中川 河本ゆうこ 減 守山 ◎三輪芳裕 公 天白

近藤和博 公 緑 さかい大輔 公 天白 さわだ晃一 公 西 田辺雄一 公 千種 中村満 公 中村 前田えみ子 無 瑞穂

○長谷川由美子 公 北 吉岡正修 公 港

会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党

一部事務組合議会（名古屋市議会選出分)

愛知県競馬組合議会議員（8） 名古屋競輪組合議会議員（8） 名古屋港管理組合議会議員（15） 愛知県後期高齢者医療広域連合謹会議員（9）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

さはしあこ 共 緑 さいとう愛子 共 名東 江上博之 共 中川 服部将也 民 北 岡田ゆき子 共 北

浅野有 自 西 中田ちづこ 自 中 岡本善博 自 中川 森ともお 民 熱田 斉藤たかお 自 中村

服部しんのすけ 自 熱田 ふじた和秀 自 瑞穂 西川ひさし 自 昭和 田山宏之 減 北 松井よしのり 自 守山

うかい春美 民 中村 うえぞの晋介 民 西 丹羽ひろし 自 名東 豊田薫 減 中 吉田茂 自 港

岡本やすひろ 民 緑 田中里佳 民 天白 藤沢ただまさ 自 南 中川あつし 減 中川 斎藤まこと 民 千種

佐藤ゆうこ 減 東 大村光子 減 昭和 横井利明 自 南 金庭宜雄 公 守山 塚本つよし 民 中

余語さやか 減 緑 沢田ひとみ 減 港 小川としゆき 民 守山 吉岡正修 公 港 浅井康正 減 名東

近藤和博 公 緑 田辺雄一 公 千種 加藤一登 民 港 河本ゆうこ 減 守山

会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党 長谷川由美子 公 北
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本会議場の議席をご案内します（2020年7月6日現在）

議席を拡大

傍聴席
出入り口

３階入り口
受付

記者席

出入り口車椅子席出入口

傍
聴
席

特
別

傍
聴
席

傍
聴
席

傍聴は本庁舎３階の受付で氏名・住所・年齢を記入

して傍聴券をもらい入場します。定員は356席（障害者

6席）です。

階段を登ることが困難な方は本庁舎３階側にもバリ

アフリー対応受付があります（だれでも利用できます）。

聴覚障害のため声が聞き取りづらい方のために一区

画(18席＋車椅子席2席)に磁気ループシステムを設置。

Ｔマーク付きの補聴器ならＴマークに切り替えると声

を聴くことができます（５名まで受信機も貸し出し）。

無ク



一、６月定例会は6月19日～7月6日の会期で行われました。

一、市長からの提出議案は、国庫補助金によるコロナ対策が

大部分の補正予算案３件と法改正に伴う市税条例改正案な

どの条例改正５件、指定管理の指定期間を１年延長する

14件、その他名古屋高速の新洲崎ＪＣ等の増設や専決処分

した条例案など３件、およびコロナ対策の追加による追加

補正予算２件と固定資産評価委員など人事案４件の計31件

と選管委員の選挙１件でした。

一、コロナ対策のため市民３分演説は中止。委員会傍聴は席

数を半減して再開、本会議傍聴も自粛を要請し、傍聴の申

し出があった場合は体温測定とマスクの着用を求められます。

一、本会議質問は、補正予算案が多岐にわたる内容なので議案質疑とせず、予算議会と同様、質疑並びに議案外

質問として個人質問となりました。江上博之議員とさはしあこ議員が質問にたち、コロナ対策関連で、今後の

市の運営姿勢や避難所や学校の３密にしない施策をなどについて市長をただしました。

一、減税日本から議員報酬を800万円にする特例条例が提出され、本会議で田口議員が質問しました。総務環境

委員会での審査に自民党委員から800万円を信条としているはずなのに、差額分を余剰金として残し、800万円

を超える部分にかかる住民税や保険料等を後年度に余剰金から支払う姿勢について３日間にわたって厳しい追

及を受けました。減税議員２人が体調不良で委員会に出席できない事態となり、議案提出者全員が委員会に召

集され意見を表明する事態まで招きました。財政福祉委員会でも報酬問題が議論され、減税議員からテイサン

趣旨に齟齬があったことを認めその部分を撤回・修正したいとの申し出がありその後さらにその発言が撤回さ

れるなど減税議員の発言が２転３転。減税の幹事長が役職を辞任する事態にまでなりました。

一、市長提出議案31議案のうち補正予算案など30件に賛成、名古屋高速の計画変更の同意案と議員提案の議員報

酬削減案に反対し、江上議員と田口議員が討論を行いました。

一、選挙管理委員会の委員及び補充員の委員は選挙でえらばれ、各会派から提出され

た候補者５人ずつから上位４名が選出されました。自民から３票が公明に、回り減

税票を上回って上位３人が自・民・公推薦候補になり、選任されました。

一、意見書は、各会派、および請願採択に伴うものなど８件が提案され、４件を可決、

日本共産党が提出した２件は否決されました。

一、5月臨時会に受理された請願は、通常は６月議会閉会後に委員会審査が行われます

が、「ＷＨＯ」に関する請願について、自民党から緊急に審議する必要があると議

会運営委員会に動議が出され、６月議会前に常任委員会での閉会中審査が行われ６

月議会で採択されました。

一、６月議会に提出された陳情・請願は２件づつの計４件でした。日本共産党は２件の請願の紹介議員となりま

した。5月臨時会で受理された陳情1件と合わせ、６月議会閉会後、９月議会開会までの閉会中委員会で審査さ

れます。

一、5月７日に議長に提出した2019年度の政務活動費収支報告書が6月30日から公開されました。

一、5月臨時会の最終日に議会運営委員会が行った減税幹事長の大村議員に対する不信任動議が賛成多数で議決

されたことに対して、5月28日に減税ナゴヤと減税市議団から根拠が明らかでないという公開質問状が出され

ました。

一、報酬800万円条例をめぐっての委員会審議の中での減税の答弁があいまいだったり二転三転したりしたこと

で減税の大村幹事長が役職を辞任、議運理事も辞任しました。鈴木孝之が幹事長に就任しました。
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６月定例会について

2019年6月議会日程

月日 曜 時間 会議 備 考

6/19 金 11:00 本会議
開会
議案の提案説明

6/24
～26

水
～金

10:00 本会議 個人質問

6/29
～
7/3

月
～
金

10:30
など

委員会
3分演説は中止
質疑・資料要求・総括質疑
7月3日に意思決定

7/6 月 13:00 本会議 委員長報告、討論、採決
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補正予算案等の概要

補正予算の概要 歳 出 （単位：千円）

会計 事 項 金 額 財 源 説 明

一般
会計

地域経済活性化促進事業 85,000
県支出金 40,000
一般財源 45,000

市内の商業団体等で構成される実行委員会が実施するプレミアム付
商品券発行事業に係るプレミアム経費の助成率を引上げ

観光消費喚起事業 320,000 国庫 320,000
市内観光施設の入場、飲食、交通機関などで使用できる3,000円相当
分のクーポン券を旅行会社やウェブサイト等で発行

屋外誘客イベントのモデル実施 50,000 国庫 50,000
観光誘客イベントを新型コロナウイルス感染症対策を適切に行うモ
デルケースとして開催

新型コロナウイルス感染症対策屋内
展示会のモデル実施

40,000 国庫 40,000
新型コロナウイルス感染症をテーマとした展示会を感染症対策を適
切に行うモデルケースとして開催

障害福祉サービス事業所等の衛生管
理体制確保支援事業

60,000 国庫 60,000
簡易陰圧装置等の設置費に対する補助及び施設に配付するマスクや
消毒液等の衛生用品の購入

通所系障害福祉サーピス等継続支援
事業

32,000 国庫 32,000
通常サービスの代替として行う訪問サービスや事業所外でサービス
を行うための経費等に対する補助

障害者就労継続支援Ｂ型事業所工賃
支援事業

63,800 国庫 63,000
生産活動事業収益が減少することに伴う工賃支払いの減少に対する
補助

民間障害章グループホームの整備補
助

33,540
国庫 22,360
地方債 8,000
一般財源 3,180

共同生活援助を行う施設の整備費に対する補助
新設1か所

通所系介護サービス等継続支援事業 66,000 国庫 66,000
通常サービスの代替として行う訪問サービスや事業所外でサービス
を行うための経費等に対する補助

介護施設等の個室化改修補助 4,632 国庫 4,632 多床室を個室化するための改修費に対する補助

介護施設の簡易陰圧装置等整備補助 148,453 県支出金 148,453
ウイルスが外部に出ないよう居室の気圧を低くする簡易陰圧装置及
び定期的に換気ができる換気設備の設置費に対する補助

住居確保給付金の支給 244,506
国庫 183,379
一般財源 61,127

やむを得ない休業等により収入が減少し離職と同程度の状況にある
方が支給対象となったことによる支給の増

新型コロナウイルス感染症医療費の
公費負担等

221,443
国庫 117,921
一般財源 103,522

新型コロナウイルス感染症患者の医療費及びPCR検査費の公費負担並
びにPCR検査用試薬等の購入

愛知県医療従事者応援金に対する負
担金

156,000 国庫 156,008
新型コロナウイルス感染症患者が入院した医療機関に対して、県が
交付する愛知県医療従事者応援金の本市患者分一部を負担

留守家庭児童健全育成事業等特別開
所助成

250,472
国庫 166,982
県支出金 83,490

学校の臨時休業に伴い、平日の午前中から開所した留守家庭児童育
成会等に対し、運営費を追加で補助

児童福祉施設等利用料の軽減 318,279

使用料 △ 93,000
国庫 377,160
県支出金 179,369
諸収入 △ 383,000
一般財源 237,758

本市からの施設の利用自粛要請に応じた方などへ利用者負担を軽減
するための補助等 認定こども園等 196,000

留守家庭児童育成会等 118,339
児童館留守家庭児童クラブ 800
障害児通所支援事業所 2,600
のびのび子育てサポート事業 540

児童福祉施設等の衛生用品購入等 170,717 国庫 170,717
トワイライトスクール・トワイライトルーム及び児童養護施設等へ
のマスクや消毒液等の購入等

児童養護施設等の個室化改修等補助 14,000 国庫 14,000 多床室を個室化するための改修費等に対する補助

障害児通所給付費 188,400
国庫 94,200
県支出金 58,600
一般財源 35,600

学校の臨時休業による障害児通所支援事業所の利用増等に伴う給付
費の増

2020年6月議会 委員会日程 （コロナ対策のため市民３分間演説は中止となりました）

月日 開会時間 総務環境 財政福祉 教育子ども 土木交通 経済水道 都市消防

6月29日 月 10時30分 質疑（総務） 質疑（財政） 質疑（子ども） 1質疑（土木） 質疑（経済） 質疑（住都）

6月30日 火 10時30分 総括質疑（総務） 質疑（健福） 質疑（教育） 総括質疑（土木） 質疑（観文） 質疑（消防）

7月1日 水 10時30分 総括質疑（総務） 総括質疑（財政） 総括質疑（経済）

7月2日 木 10時30分 総括質疑（健福） 総括質疑（観文）

7月3日 金 10時30分 意思決定
11時：意思決定
所管事務調査

（昨年度収支見込）
意思決定 意思決定 意思決定 意思決定
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歳出（単位：千円）

会計 事項 金額 財源 説 明

一般
会計

新型コロナウイルス感染症患者等
搬送資器材の購入

15,600
国庫 12,600
一般財源 3,000

新型コロナウイルス感染症患者等を救急裡送する際の感染拡
大を防止するため、陰圧装置付隔離型搬送資器材等を購入

家庭学習用モバイルルータの購入 231,930 国庫 23,930 児童生徒の家庭でのオンライン学習に必要なモバイルルータを購入

家庭オンライン学習支援サービス
の導入

777,233 国庫 777,233
中学校及び高等学校の生徒が各家庭で自学自習することができるオン
ライン学習支援サービスの導入

高等学校給付型奨学金の支給 82,104 国庫 82,104
今年の世帯年収見込額が市民税所得割非課税相当になる方を申請対象
者に追加することに伴う支給の増

児童生徒用タブレット端末の購入 4,164,075 国庫 4,164,075
児童生徒用タブレット端末を1人1台ずつ配備 小学校117校 中学校
98校

学校給食調理業務委託 135,000 国庫 135,000
授業時間数の確保のため8月に学校を開校することに伴い、調理業務
委託日数を追加 小学校 26校 中学校 111校

学絞給食事業者補填金 96,986
国庫 24,247
諸収入 72,739

3月に学校を臨時休業していた間に、給食事業者が手配していた学校
給食の食材加工や配送経費に対する補填金

計 7,969,370
特定財源7, 480,191
一般財源 489,179

保育料△9300万円、国庫73億6554万円、県費5億991万円など
飢饉会計から財政調整基金4億8917万円
公債特別会計から起債800万円

繰越明許費 （単位：千円）

事業名 金 額

小学校費（児童用タブレット端末の購入） 2,229,795

中学校費（生徒用タブレット端末の購入） 1,934,280

債務負担行為

事 項
期間
年度

限度額 千
円

説 明

瑞穂公園陸上競技場等の整備
及び瑞穂公園の運営

3～22 55,039,000
準備及び運営を22年度まで
委託するため

追加補正予算の概要 歳出（単位：千円）

会計 事項 金額 財源 説 明

一般
会計

指定避難所衛生用品等の備蓄 143,345 国庫 143,345
災害時の指定避難所における新型コロナウイルス感染症へ
の対応として、非接触式検温器、マスク、消毒液及びパー
ティション等を備蓄

障害者就労継続支援事業所生産活動
支援事業

75,000 国庫 75,000
生産括動事業収益が減少している障害者就労継続支援事業所の設備
整備や販路拡大等に要する経費に対する補助

新型コロナウイルス感染症対策民間
病院経営維持軍金貸付金

250,000 一般財源 250,000
資金繰りが悪化している第二次・救急医療を担う病院等を運営する
従業員数301人以上の医療法人に対する無利子・無担保の資金の貸
付。貸付期間10年以内

ＰＣＲ検査前処理自動化機器の購入 30,000 県支出金 30,000 衛生研究所におけるＰＣＲ検査に係る核酸抽出・分注機器の購入

ひとり親世帯臨時特別給付金の支給 2,321,100 国庫 2,321,100
児童扶養手当受給世帯等や収入・見込額が児童扶養手当受給対象と
なる世帯に5万円を支給 第2子以降1人につき3万円を加算 児童扶
養手当受給世帯等で収入が減少した世帯には5万円を加算

妊婦への分ぺん前ＰＣＲ検査等 319,625 国庫 319,625
希望する妊婦への分ぺん前のＰＣＲ検査、新型コロナウイルスへの
感染が確認された妊産婦への訪問等支援

学校再開に伴う新型コロナウイルス
感染症対策の強化等

639,000
国庫 627,500
県支出金 11,500

衛生用晶の購入及びトイレの手洗場増設等、学校ごとに必要な新型
コロナウイルス感染症対策の強化等 １校（園）あたり 小・中
学校100～200万円 高等学校、特別支援学校300万円幼稚園50万円

計 3,778,070
特定財源 3,528,070
一般財源 250,000

基金会計から財政調整基金基金を250,000



一人当たりの避難スペースの拡大を

【さはし議員】新型コロナウイルス感染症の予防には

「密集・密閉・密接を避け、人と人との物理的距離を

とる」「手洗いや消毒の徹底など清潔で衛生的な環境

を整える」そして「栄養バランスがとれた食事や十分

な睡眠などで健康を維持し免疫力を高める」ことが大

切です。これらは感染症予防だけでなく、災害関連死

を防ぐためにも大切です。体育館の床での雑魚寝や冷

めたおにぎりが当然だった避難所の生活環境を思いきっ

て改善する必要があります。

まずは、一人あたりの避難スペースです。

一般的に、避難所である学校の体育館は、まさに密

集・密閉・密接を生じやすい場所です。国の通知でも

「避難所が過密状態になることを防ぐ」「避難者が十

分なスペースを確保できるように」とし、人と人との

間隔はできるだけ２ｍ空けること、つまり一人あたり

２ｍ×２ｍ＝４㎡を確保することが望ましいとしてい

ます。ところが、現在「名古屋市指定避難所運営マニュ

アル」では、避難スペースは「一人あたり２㎡が目安」

です。先日、行われた市の職員による「新型コロナウ

イルス感染症に対応した指定避難所開設運営の実地検

証訓練」の検証を踏まえ、マニュアルを改定する予定

とお聞きました。

そこでお伺いします。避難

所での３密状態を避けるため

には、一人当たりの避難スペー

スの基準を拡大する必要があ

ります。指定避難所運営マニュ

アルの改定にあたって、現在

の２㎡から４㎡へと避難スペー

スの基準を変更する必要があ

ると考えますが、いかがです

か。

国基準や訓練結果を参考に見直す（局長）

【防災危機管理局長】避難所における3密状態を避け

るため、避難者同士が一定の距離を保つことができる

ような避難所のあり方を考える必要がある。

国の基準でも、一家族が一区画を使用し、人数に応

じて区画の広さを調整すること、家族間の距離を１ｍ

以上あけることとされており、先般、この基準を参考

に実施した検証訓練の結果などを踏まえ、指定避難所

運営マニュアルに反映していく。

学校以外にも避難所を拡大することが必要

ではないか

【さはし議員】現在、市内の指定避難所は約800カ所、

収容人員は約26万人を想定しています。一人あたりの

避難スペースを２倍にすると避難所も現在の２倍以上

必要になります。国の通知では、可能な限り多くの避

難所の開設、親せきや友人の家への避難の検討を呼び

かけています。安全確保を最優先し、可能ならば自宅

や車中泊も含めて様々な避難先を想定するようにして

います。これからは学校でも、体育館だけでなく教室

を避難所として活用することが当然になり、ホテル・

旅館、民間団体等の会議室・研修センター等の活用も

積極的に行っていくことになると思います。感染症対
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議案外質問（6月19日）

新型コロナウイルス感染症を踏まえた
避難所の見直し・確保を／少人数学級
で安全な学校に さはし あこ 議員

新型コロナウイルス感染症を
踏まえた避難所の在り方について

2020年6月11日
日経新聞



策の上でも様々な部屋を準備しておくことは有効です。

国も感染によるリスクの高い高齢者、基礎疾患を有す

る者、障害者、妊産婦及びその家族などへの配慮の必

要性を呼びかけています。様々な部屋の一部は、以前

から私が必要性を訴えている妊産婦や乳幼児のための

避難所としても確保すべきで

す。

これからの避難所は、この

ようにいろいろな形態を組み

合わせて運営することが求め

られると思いますが、本市は

具体的にどうするつもりです

か。学校以外にも避難所を拡

大することが必要だと考えて

いますか、お答えください。

指定避難所内におけるスペースの拡大し、

高齢者や妊産婦等は、避難所の専用スペー

スや別室等を確保したい（局長）

【防災危機管理局長】まずは現行の指定避難所内にお

けるスペースの拡大を図り、1人当たりのスペースを

これまで以上に確保したい。

今回のコロナ禍の状況を踏まえ、感染リスクが高い

とされる高齢者や妊産婦の方々は、避難所の専用スペー

スや別室に案内するなど、避難所内におけるソーシャ

ルディスタンスの確保をさらに進め、感染リスクを減

らせるよう務めます。

避難者への温かい食事の提供を

【さはし議員】避難所の生

活環境について、何度かＴ

ＫＢ（トイレ、キッチン、

ベッド）の改善を呼びかけ

てきました。段ボールベッ

ドの備蓄については、前向

きに取り組むとお聞きして

います。今回、伺いたいの

は、キッチン、食について

です。感染症予防には、バ

ランスの取れた温かい食事

も重要です。

新型コロナの影響で、営業時間の短縮を余儀なくさ

れた飲食店では、テイクアウトに取り組むところが増

えました。どこへでも出掛けて温かい食事を提供する

キッチンカーはイベントの中止に悲鳴をあげながらも、

必死に営業努力を続けていました。キッチンカーの会

社では組合をつくり、災害時でも物資の提供などで自

治体を応援する取り組みを広げています。昨年９月議

会でも提案しましたが、今回の経験も活かして災害時

にも、その食事提供力を発揮していただいてはどうで

しょうか。業者には一定の売り上げを保証し、被災者

には元気が出るおいしい食事を届ける。小規模分散型

の避難所にふさわしい食事支援になります。

飲食店などやキッチンカーの事業者と協定を結び、

災害時にも温かい食事を避難所に提供してもらう仕組

みをつくることをあらためて提案します。いかがでしょ

うか。

時系列に応じて適切に対応できるよう、供

給体制の充実に務めてきた（局長）

【防災危機管理局長】温かい食事の提供は、時系列に

応じて適切に対応できるよう、供給体制の充実に務め

てきた。今後も様々な物資供給事業者との協定締結な

ど、関係局と連携を図りながら、避難所における生活

環境の向上に取り組みたい。
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避難先の拡充を（要望）

【さはし議員】避難スペースについては新しい基準に

変えていくと理解しました。これまで以上にスペース

は確保するとはいうものの、学校内での確保にとどまっ

ています。本当にそれで足りるのか不安です。愛知県

下の市町村では、リスクが高くなる基礎疾患のある方

や高齢者や妊産婦などに滞在してもらうよう新たな避

難所の確保もすすめています。感染対策も含め、新た

な避難先の拡大を早急にすすめるよう要望します。

よりよい衛生環境のために地域の担い手づ

くりを

【さはし議員】次に、避難所でのよりよい衛生環境の

ための地域の担い手づくりについて、健康福祉局長に、

お伺いします。

避難所では、エコノミークラス症候群の予防ととも

にインフルエンザなど感染症の予防が健康管理の基本

です。市内でも、避難者の健康管理を支援するサポー

ターの養成が取り組まれてきました。サポーターとは、

感染症予防や避難者の健康管理についての知識や技術

を学んだボランティアです。大規模災害時、行政や医

療職がすぐ避難所にかけつけることは難しい。避難所

での集団生活は感染症が流行しやすい。そこで適切な

対策を行える知識を持ったサポーターが、地域役員と

協力して避難所での健康管理や衛生管理を自主的に行

うしくみです。既に百数十人が受講し、フォローアッ

プ研修も行われています。

避難所の運営を主体的に取り組むリーダーの育成が、

地域の防災力を高めます。新しい感染症に対しても、

医療チームと力を合わせ、正確な情報と適切な行動を

とれる人々を地域に育てることが必要です。

避難所には、施設班や救護班が設置されますが、加

えて、新型コロナの対応がさらに増えます。日頃から

住民一人ひとりの意識を高めることが、避難所全体の

衛生水準を引き上げ、感染を最小限に抑えます。その

中から、リーダーとなる方が出ていただければ、さら

に底上げになります。

自主防災会や保健環境委員の方々などや退職された

保健士や養護教諭、力になりたいと思っている地域の

方々に感染症対策の基本をしっかり学んでもらい、避

難所での清潔な環境保持と被災者の健康悪化の兆候を

見逃さない地域の担い手を育てていく考えはありませ

んか。

保健センターでは保健師が健康教育をして

おり、この中で避難時運営における対応な

どを周知啓発している（局長）

【健康福祉局長】避難所の生活で感染症などの健康被

害を防ぐためには、被災者ひとり一人が自分の健康を

守る意識と行動ができるよう平常時から意識を高めて

いくことが必要になる。保健センターでは、保健師が

健康教育として災害時の健康危機管理に関する講話等

を行っており、令和元年度は市で280回、延べ8256人

の参加があった。

この中で、自然災害が起こった場合の避難所運営に

おける感染症予防や感染症が発症した場合の対応など

についても、周知啓発を実施してきた。

今後は、新型コロナウイルス感染症対策についての

内容も適宜加えまして、引き続き地域の方々に対する

健康教育に取り組む。

健康教育の啓発に一層の努力を（要望）

【さはし議員】避難所を運営する地域住民の中でも、

感染症への対応力、公衆衛生の知識を広げることが、

災害と新型コロナの複合災害において、大きな力とな

りますので、しっかり取り組んでいただきますよう要

望します。
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少人数学級の推進こそ今やることだ

【さはし議員】学校で、新型コロナウイルスの感染か

ら守るのは災害時の避難者だけではありません。毎日

学校に通い、教室で長い時間を過ごす子どもたちの感

染リスクを抑えることは、再開後の学校が第一に考え

るべき課題です。友達に会えるのはうれしいけど「コ

ロナにうつらないようにしてほしい」「できればこわ

いから学校休みにしてほしい」。これが子どもたちの

リアルな声です。こうした不安の声にも寄り添わなけ

ればいけません。

新型コロナウイルス感染症対策専門家会議は「新し

い生活様式」として「身体的距離の確保」を呼びかけ

「人との間隔はできるだけ２メートル（最低１メート

ル）空けること」を基本としています。しかし、本市

の学級編成は４０人が基準です。「４０人学級」では、

２メートルはおろか、１メートル空けることも不可能

で「身体的距離の確保」と大きく矛盾しています。

学校は再開されましたが、過密状態の教室に子ども

も教職員も保護者も不安の声をあげています。

「身体的距離の確保」を「新しい生活様式」の重要

な一つとして社会全体で取り組む時に、教室は例外な

のですか。

長い休校で心身ともに大きなストレスを抱えている

子どもたちに、ていねいに寄り添うことも必要です。

学習の遅れと学力の格差に対しては、子ども一人ひと

りにていねいに教えることが欠かせません。小規模の

クラス編成でこそ、子どもたちに寄り添えます。

国会では、安倍首相も「少人数学級の実現に向けて

鋭意努力をしていきたい」と述べています。少人数学

級の推進が、今こそ必要です。

新型コロナウイルス感染症から子どもたちを守るた

めにも、小中全学年で少人数学級を実現することを名

古屋市の教育行政の目標としてかかげるべきではあり

ませんか。国に必要な財政措置を求めつつ、まずは、

小学校１、２年生で導入されている３０人学級を今こ

そ速やかに３年生以上に広げるべきです。答弁を求め

ます。

そのために必要なのは、教室と教員の確保です。

教育委員会は「４０人学級でも子ども同士の身体的

距離を１ｍ確保できる」としています。図１を見てく

ださい。あまりにも窮屈です。黒板の目の前まで机を
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図１ 名古屋市教育委員会「教育活動再開時の対応と授業
時数確保のための措置について」（5月18日事務連絡）より

レベル1地域 イメージ図（１クラス40人の例）

図２ 文部科学省
「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル

～学校の新しい生活様式～2020.6.16Var.2」 より
レベル2・3地域(1クラス20人の例) レベル1地域(1クラス40人の例)

用語説明 「地域の感染レベル」
「レベル1」・・生活圏内の状況が、感染観察都道府県に相当す

る感染状況である地域のうち、レベル2にあたらな
いもの

「レベル2」・・生活圏内の状況が、①「感染拡大注意都道府県」
に相当する感染状況である地域、②「感染観察都道

府県」に相当する感染状況である地域のうち、感染
経路が不明な感染者が過去に一定程度存在していた
ことなどにより当面の間注意を要する地域

「レベル3」・・生活圏内の状況が、「特定（警戒）都道府県」
に相当する感染状況である地域

学校再開における安全と
学びの保障について



置き、教卓も撤去、教室の後ろにあるロッカーからは

ランドセルの出し入れもできません。先生の居場所さ

えありません。国からは感染レベルがあがったら２ｍ

を確保するよう通知がありますが、図２のような対応

は、到底できません。医療的ケアが必要な子どもや基

礎疾患がある子どもがいることも忘れてはいけません。

せめて４０人以上のクラスだけでも、教室を分けるべ

きではありませんか。

いま本市では、４０人の過密状態の教室が何校、何

教室ありますか。早急にこの密の状態を解消するため

に、空き教室の活用はもちろん、必要な教室の確保に

積極的かつ柔軟に取り組むべきではありませんか。

文科省のマニュアルに沿って感染防止策を

している（教育長）

【教育長】文部科学省作成の「学校における新型コロ

ナウイルス感染症に関する衛生管理マ二ュアル」等に

従い、学校生活の中でマスクの着用、手洗いの徹底、

教室における身体的距離の確保等の配慮を行いながら、

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めている。

市では教員配置を工夫し、小学校1・2年生の30人学

級、中学校1年生の35人学級という少人数学級を独自

の施策として実施し、その他の学年では少人数指導や

ティームティーチングを柔軟に組み合わせて、一定の

成果をあげている。少人数学級のさらなる拡大は慎重

に判断する必要がある。

教室と教員を確保して命を守れ

【さはし議員】教員の確保は、手厚く柔軟な教育のた

めにも、感染症対策のためにも重要です。わが党は、

全国で小中学校の教員の１０万人の増員と、養護教員

をはじめ教職員、学習支援員の１０数万人を増員し、

２０人程度の授業ができるようにと提案しています。

この間、教職の定年を迎えた約２０万人のうち、教職

についていない１０万人を教員免許更新制も凍結する

などで確保することや全国の教員採用試験の受験者１

３万７千人のうち採用者数が３万７千人です。若い方々

の採用枠を思い切って広げてはどうでしょう。現在、

教員の１０万人増に、必要な予算は約１兆円です。第

二次補正予算の予備費１０兆円の一割です。子どもた

ちのためにそれくらいの予算をつけなくてどうするの

か。国の責任と負担で教員を増やすことを一緒に強く

求めたいと思います。

定年退職して教職を離れた方には「こういう時だか

らこそ力を貸してほしい」、若い世代の教員免許保持

者にも「教壇に立ってほしい」と呼びかける。この二

つの方向で教員数を思いきって増やしてはいかがです

か。

40人学級は32小学校、18中学校にあわせて

110学級。教室に余裕があればグループ分け

などでも対応。今も非常勤講師を活用して

いる（教育長）

【教育長】40入学級が存在する学校数は、本年4月時

点で、小学校32校、中学校18校。1学級あたり40人の

学級数は、小学校3，769学級のうち58学級、中学校

1，449学級のうち52学級となっている。

教育委員会では、学校再開に先立ち、使用していな

い教室がある学校では学級を2つのグループに分けた

上で授業を実施するなどの取り組みも、例として示し

た。

教員の確保は、定年退職者を始めとする正規教員以

外の教員免許保持者を、現在も常勤講師や非常勤講師

として任用している。

安倍首相さえ少人数学級を言うのに、なぜ

やらない（再質問）

【さはし議員】これからは、ＷＩＴＨコロナの時代と

言われています。長期的にコロナと共生していかなけ

ればいけません。少人数学級の拡大は、昨年２月議会

でも「少人数指導やティームティーチングを組み合わ

せ、一定の成果をあげており、慎重に判断する必要が

ある」と答弁され、感染拡大した以前と何ら変わりま

せん。私は、今の状況を踏まえてお尋ねしました。今

国会では、首相でさえ「少人数学級に向けて、努力を

重ねてきて前進している。コロナを踏まえて検討して

いきたいと思っている」と答弁しています。新型コロ

ナは、未知のウイルスで、かかったら、突然、重症化

することもあります。だからこそ、命を守ることを一

番に考えなくていけません。

少人数学級を拡大することの必要性について、新型

コロナウイルス感染症対策の観点から、いかがお考え

ですか。

文科省のマニュアルでやっている（教育長）

【教育長】持続的に児童生徒等の教育を受ける権利を

保障していくため、学校における感染およびその拡大

のリスクを可能な限り低減した上で、学校運営を継続

していく必要がある。文部科学省のマニュアルに従い、

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めている。
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子どものことを第一に考えるなら少人数学

級に（再々質問）

【さはし議員】市長に質問します。教育長は、小学校

３年生以上は、40人学級でも仕方がないとも思える答

弁でした。これで、コロナ感染を防ぎ、行き届いた教

育ができますか。

実際は、教室内には、柱もロッカーもあります。黒

板は目の前にせまっている。教卓や教壇をどかさなく

ては１ｍさえ確保できない。4,400人の子どもたちが、

身動きもままならない、こんな詰め込んだ教室で勉強

しています。コロナで「子どもを１人も死なせないマ

チ」を実現すると言われるのなら、コロナに不安がっ

ている子どもや保護者に安心していただくためにも、

新型コロナを踏まえ、少人数学級も検討していただき

たい。市長、答弁を求めます。

人数より、画一的な一斉教育をやめて楽し

い学校にすること（市長）

【市長】人数だけの問題ではない。心配なのは、画一

一斉教育。特にタブレットなんかで便利になることで、

先生方のためだけになる。子どもが学校を楽しく、自

分たちが好きなことをやっていける、そういう学校を

つくっていかなければいけない。

コロナでは、名古屋は接触感染を防いでいく。他の

自治体ではやっていないことをやっている。ケアラー

ニングとか、仲間でやっていくとか。アクティブラー

ニングという名の一斉教育をやってはなんともなりま

せんので、そういう対策をとってスクールカウンセラー、

常勤スクールカウンセラーと一緒になって、子どもが

とにかく学校が楽しくなるように、中身を重要視して

いる。

子どもや親の不安を解消するためにまず少

人数学級を（意見）

【さはし議員】市長からは、いま、人数の問題ではな

いといわれました。結局、これは、距離をおくために、

やっぱり、教室内の人数を20人程度におさえるという

ことが、今回の新型コロナにもそういった所をしっか

り進めて行かなければいけないと思っています。こど

もたちや保護者や教職員や現場にいるみなさん、本当

に、コロナのこと不安がっています。まずは、そういっ

たことに対して、少人数での学級がどうかってところ

をぜひ、市長には考えてもらいたい。わたしはそうい

う風に思っています。ですから、最後になりますけれ

ども、新型コロナを防ぐために少人数学級の拡大、こ

れをしっかり考えていただいて取り組んでいただきた

いと言うことを、申し上げて質問をおわります。
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ＰＣＲ検査数の抜本的拡大が必要ではないか

【江上議員】「コロナにかからないようにするにはど

うしたらいいのだろか」この不安が続いています。不

安は、治療薬やワクチンができるまでは続くでしょう。

１年、２年でないかもしれません。

この間の取組みで、新型コロナウイルス感染拡大は、

密閉、密集、密接の３密を避け、マスク、手洗いとう

がい、人と人との間をできれば２ｍ取った生活、テレ

ワークなどを励行すれば、ある程度防ぐことができる

ことが明らかとなり、緊急事態宣言解除後、「新しい

生活様式」として求められています。休業要請をしな

いということで、金銭的補償はありません。「補償も

なしで、仕事や商売を続けるのは無理だ」というのが

率直なところではないでしょうか。「感染拡大防止」

という公共目的のための損失補償がなければ、暮らし

や営業は続きません。これらを踏まえ、第２波、第３

波に備え、感染拡大防止と市民の命、暮らしと営業を

守る施策を、以下求めます。

１項目です。北九州市では、5月23日から6月1日ま

での検査結果で、感染者113人のうち61人は無症状

（濃厚接触者を検査）でした。無症状の方を含め、感

染状況をつかむ動きがでてきました。

では、名古屋の実態はどうか。名古屋で、ＰＣＲ検

査を受けた方は、発熱など何らかの症状がある方や、

かかりつけ医が必要だと認めた方となっています。Ｐ

ＣＲ検査数の状況は、名古屋市民233万人のうち2月8

日から6月8日までで、3,592人、人口千人当たりで、

1.54人です。海外との比較で、日本の検査数が、けた

違いに少ないと言われています。

5月11日に、愛知県知事を含む全国18道県知事が

「感染拡大を防止しながら一日も早く経済・社会活動

を正常化し、日常を取り戻すための緊急提言」を発表

しました。そこでは、コロナ感染の「有症者に対して

受動的に検査を行うのではなく、発想を転換し、・・・

適切に検査対象者を設定して検査を大規模に行い、・・・

先手を打って感染拡大を防止する」「ごく軽症も含む

すべての有症者やすべての接触者へのすみやかな検査

を行うとともに、・・・症状の有無にかかわらず医療

従事者及び入院者、並びに介護従事者及び介護施設利

用者等、医療・介護・障害福祉の機能確保に重要な関

係者については優先的に検査を行う」ことを提言しま

した。

そこで、健康福祉局長に質問します。

感染拡大第２波に備えて、ＰＣＲ検査数を今までの

基準でなく、今述べた18道県知事の提言に沿って抜本

的に拡大する必要があると考えますが、どう認識して

いますか。お答えください。

重要な視点だが、検査実施の環境整備の途上。

現時点では課題が多い（局長）

【健康福祉局長】国立感染症研究所感染症疫学センター

による要領に基づき原則、症状のある方を対象に検査
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議案質疑（6月19日）

医療・保健・公衆衛生体制の拡充・強
化など、第２波を見据えた新型コロナ
対策を 江上博之議員

医療・保健・公衆衛生体制の
拡充・強化を



を実施してきたが、5月29日に改訂された国の要領や

マ二ュアルに基づき濃厚接触者も対象としてＰＣＲ検

査を実施している。

18道県知事の国に対する提言にある「医療・介護・

障害福祉の機能確保」は、重要な視点と認識している

が、感染疑いのある方の検査をすみやかに実施するた

めの環境整備の途上であり、現時点では課題が多い。

「提言」を実施するうえでの課題は（再質問）

【江上議員】この秋から冬にかけ、第2波とともにイ

ンフルエンザも心配されおるところであります。今、

ＰＣＲ検査の抜本的拡大を求め、医療・介護・障害福

祉関係者を優先的に検査することを求めました。回答

は、「重要な視点と認識して」いるが、現時点では課

題が多いので、拡大はできないというものでした。

そこで、健康福祉局長に再度質問します。どんな課

題なのでしょうか。そして、それをどのように克服し

ていくおつもりでしょうか。

検体採取の体制などが課題（健康福祉局長）

【健康福祉局長】「医療・介護・障害福祉の機能確保」

に重要な関係者に検査を実施することは、検体採取の

体制を含め課題と考える。

今後とも、新たな知見に基づく国の要領やマニュア

ルの改正に従って、ＰＣＲ検査体制の拡充は必要と認

識している。

ＰＣＲ検査所のさらなる増設を

【江上議員】２点目に、そのための体制をどうつくる

かです。現在ＰＣＲ検査は市衛生研究所で、一日80件

まで、5月にできた名古屋市ＰＣＲ検査所で土日以外

平日一日30件まで可能となっています。現在の検査数

は、一日20～30件であり検査能力に余裕はありますが

18道県知事が求める検査数はできません。さらに、Ｐ

ＣＲ検査所を抜本的に拡大する必要があります。市長

の提案説明でも、「ＰＣＲ検査体制の拡充」を述べら

れました。もちろん、施設、検査関係者、防護服など

も必要です。

ＰＣＲ検査所の更なる増設が必要と考えますがいか

が認識していますか。

需要を賄えている。現行体制で実施したい

（健康福祉局長）

【健康福祉局長】名古屋市ＰＣＲ検査所は、比較的軽

症な方について、かかりつけ医等の診断により直接依

頼することができるＰＣＲ検査であり、関係団体の協

力で実施している。現在は１日の需要を賄えているの

で、現在の体制で実施したい。

ＰＣＲ検査は、ＰＣＲ検査所の他、衛生研究所でも

実施しており、市内医療機関等に対するＰＣＲ検査機

器の設置補助で市全体の検査数拡充を図っている。

新たな知見に基づく国の要領やマニュアルの改正に

従って、ＰＣＲ検査体制の拡充は必要と認識している。

ＰＣＲ検査拡充に全力を（要望）

【江上議員】今回無症状の濃厚接触者にも実施する、

これは前進でありますが、やはり危険度が高いと思わ

れる医療や介護や障害福祉関係者へのＰＣＲ検査に明

確な回答はありませんでした。「市民の安心を実現す

るために、ＰＣＲ検査体制の拡充に全力を尽くす」、

こういうことを言われているわけですから、この線に

沿って引き続きお願いしたいと思います。
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愛知県の第２波への対応となる再規制強化の判断基準

基準項目
注意(警戒)領域
(イエローゾーン)

危険領域
(レッドゾーン)

①新規感染者敷
（過去7日間の平均）

10人 20人

②陽性率（過去7日間）
陽性者数／検査者数注） 5.0％ 10.0％

③入院患者数
（過去7日間の平均）
（確保病床500床）

150人 250人

注）陽性確認の検査を除いた人数。



保健所（保健センター）の対応に対する市

長の評価は

【江上議員】ＰＣＲ検査の抜本的拡大には、保健所・

保健センター、衛生研究所の検査体制の充実が必要で

す。今年２月以降、名古屋においては介護施設の集団

感染などがあり感染拡大が心配されましたが、市民の

皆さんの協力、そして、何より、相談や感染症対策に

携わった保健所・保健センター、衛生研究所のみなさ

ん、医療に携わったみなさん関係者の奮闘で拡大を防

ぐことができています。

この間、帰国者・接触者相談センターの電話先は、

各行政区保健センターの感染症対策等担当にかかって

います。相談件数1月27日から5月いっぱいで、57,

533件で、現在6万件を超えています。様々の相談に保

健師をはじめ職員のみなさんが対応され、その他の職

員も応援、行政区をまたいでの応援、感染者が出れば、

感染可能期間を「発症の2日前まで」（感染源特定の

ためには発症日2週間前から）の接触者の聞き取り、

観察者の聞き取りと続きました。

一人にかかる時間もかかります。市長の提案説明で、

「国に先駆け、おそらく日本で唯一、感染可能期間を

『発症の2日前から』と広範に設定したうえで、健康

観察の対象者を特定し、ピーク時には1日約1000人も

の方のきめ細やかな健康観察を行うことで、・・・感

染拡大防止に大きな効果があったものと自負しており

ます」と述べています。衛生研究所も全力を尽くして

います。

こういう努力で感染拡大を抑えることができていま

すが、1行政区1保健所から1保健所16支所（保健セン

ター）へとなり、定員削減があり、1996年と2020年と

比較すると、保健所関係で23％、衛生研究所と生活衛

生センター合わせて48％の削減となっています。

それでもここまでできているのは、感染症対策に対

する名古屋の独自努力があります。医師の保健センター

長をできるだけ確保し、感染症対策など人とかかわる

分野は組織を維持し、各保健センターで感染対策を地

域ごとに行うことができたのが力になっているのでは

ないでしょうか。

そこで河村市長に質問します。

感染拡大を抑えているのは、16行政区各保健センター

それぞれに感染症対策の組織が維持されていることが

大きいのではないでしょうか。どのように認識してい

ますか。お答えください。

保健所の皆さん、サンキューベリマッチ

（市長）

【市長】市役所の職員をここで褒めてもいかんですけ

れども、現実的に保健所の700人を超える皆さん、大

変に地味な努力、いわゆる健康観察で国の基準を実質

的に上回っているんです。感染二日前、それと対象者

も大きくして、最大で３月２日に1000名の健康観察を

していただいた、それがこの封じ込めに力になったの

ではないか。報道は何人陽性者が出て何人亡くなった

かという話ばかりなのでなかなか分からんですけど、

実は非常に丁寧な、伝統的ですけど、やわらかい隔離

政策をとって、地道に行政として仕事をやっていくこ

とが非常に重要なんでないかということがわかったと

思います。国立感染症研究所もレポートを出してくれ

て、マスコミも連載してくれて、名古屋の対策が非常

に広げるのを抑えるのに役立つということをしていた

だきました。それは本当にひとえに保健所の皆さんの

サンキューベリマッチというか、市民の皆さんに成り

代わりまして、ありがとう、と言っていきたいと思い

ます。

体制を変えて保健センターということで一本化し、

所長が１人、浅井さんが非常にリーダーシップをとっ

てくれて、それから統一的といいますか指令が降りる

ようになって、非常に上手くいったと聞いております。

権限はそのまま維持してやってきましたので、一応現

状においては成功してきたと認識しております。

保健所（センター）・衛生研の組織、人員

の増員が必要ではないか（再質問）

【江上議員】市民のみなさんからは、「相談の電話が

かかりにくい」「熱があるといってもなかなか検査を

受けさせてくれない」と不満が続出しました。組織も

ぎりぎりの対応となっていました。さらに継続すると

思われる感染拡大防止、さらに、災害時の密になる避

難生活での衛生管理も大きな問題となっています。

そこで河村市長に質問します。体制強化で、保健・

公衆衛生分野の充実のために保健所・保健センター、

衛生研究所の組織、人員の充実・増員が必要と考えま

すがいかが認識していますか。

今後組織をどうするか、再度検討したい

（市長）

【市長】振り返りますと、守山に衛生研究所を早くや

ろうということで前倒しでオープンし、検査の体制が
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市でもできるようにしたのが最初でした。そこに生活

衛生センターと遺伝子解析センターも一緒になり、い

ろんな技術を皆さんで磨いていこう、共有しようとい

うふうに始まった。確かに、今回は保健所の皆さんの

努力によって、名古屋の皆さんにええサービスができ

たと思うけど、この後組織をどうしたらええかという

ことは、ちゃんと、再度検討したい、考えにゃいかん

と思っとります。

本当に健康観察というのはほとんどＴＶに出ません

から、初期対応の行政とすると、電話をかけて、「あ

んた二日前に、だれだれさんと一緒にカラオケやっと

らせんかったか」という話です。そういうふうにずうっ

と丁寧にフォローしていくという活動が非常に重要だ

ということをやれたのは、保健所の皆さんのおかげで

す。医療関係者の皆さんもあります。市民の努力とい

うのが一番ですけど。そういうことで、せっかくです

ので、保健所の皆さんにはサンキューベリマッチ、あ

りがとう、とお礼言っときます。

組織のありかた再検討を（要望）

【江上議員】保健所体制について、感染症対策の組織

を維持したということが大きい、そして職員の皆さん

の大きな努力があった、ということも評価されました。

そして今後については、「再度検討し、考えないかん」

と、組織の在り方について今後再度考えていくという

ことも言われました。この姿勢で引き続き臨んでいた

だきたい。市長にはぜひお願いしたいと思います。

コロナ禍による失業・収入減の市民に住民

税減免を

【江上議員】２項目目です。「非正規最悪97万人減、

うち71万人は女性」前年同月比でこのような数字が、

5月29日総務省の4月労働力調査で明らかとなりました。

失業者の住まい確保もままなりません。コロナ倒産も

6月1日現在の帝国データバンク調べで200件を超え、

事業所の廃業も増えています。いくつかの施策が行わ

れてきましたが、今、税金の支払い請求が市民に届き、

払えなくて困っている、という声がでています。

そこで、財政局長に、市民税の減免の改善について

質問します。

新型コロナ対策で、市民税の徴収猶予の「特例制度」

ができましたが、やはり、税そのものの減免がさらに

必要です。総所得200万円以下、給与所得者で言えば

年収311万円以下の方が、今年２分の１以下になると

いう条件です。この制度は、コロナ禍の前からある制

度です。コロナ対策でも対象にするという程度でいい

のでしょうか。これだけ、失業や収入減が出ているの

ですから、もっと対象の上限額を引き上げることが必

要ではないでしょうか。

国民健康保険では、収入でなく合計所得1000万円以

下で、各段階ごとに減免率を変えてですが減免するこ

名古屋市政資料№207 （2020年6月定例会）

- 26 -

「新しい生活様式」に伴う
給与所得者等への支援について

コロナで収入が減少する世帯への国保料の減免

要件 減免額

主たる生計維持者が事業廃止または失業 対象保険料額の全
部

主たる生計維持者の令和元
年中の合計所得金額

300万円以下

400万円以下 対象保険料額の8割

550万円以下 対象保険料額の6割

750万円以下 対象保険料額の4割

1000万円以下 対象保険料額の2割

対象世帯
1.事業収入等の減少額が令和元年中の事業収入等の10分の3以上。
2.令和元年中の総所得金額の合計額が1000万円以下。
3.その他の令和元年中の所得の合計額が400万円以下。



とになりました。合計所得300万円以下は、保険料ゼ

ロです。市民税の減免制度の上限額を引き上げ、対象

者を増やすことを求めます。いかがお考えでしょうか。

お答えください。

低所得者には手厚い減免措置がある（財政局長）

【財政局長】一定期間、収入が概ね20％以上減少した

方は、無担保・延滞金無しで、最大1年間、全ての税

目について納付を猶予できる特例が創設された。

中小事業者等の事業用家屋及び償却資産に係る令和

3年度分の固定資産税・都市計画税では、一定期間に

おける売上げの減少に応じ税額が2分の1に軽減ないし

免除となる特例が創設されたので、これらの制度をしっ

かりと適用したい。

個人市民税は、扶養親族等の数に応じ所得が一定金

額以下は非課税で、減免は真に担税力が低い方を対象

に、条例により、適用するものとされている。

「所得が大幅に減少すると見込まれる方に対する減

免」における「前年の所得金額200万円以下」という

要件は、給与収入にすると年収約311万円以下に当た

り、国税庁の民間給与実態統計調査結果における1人

当たりの平均給与440万7千円の約7割の水準まで対象

となる制度となっている。

また、所得割非課税限度額を一定額上回る方に対し、

一律、所得割額の2分の1を減免するなど、主に所得の

低い方を対象として非常に手厚い減免措置を講じてお

り、減免の適用人数も他の政令都市を大きく上回って

いる。

徴収猶予より減免が大切。減免対象者を増

やせ（要望）

【江上議員】徴収猶予があると言われましたが、1年

後には払わなければなりません。1年後、収入が戻る

可能性はむつかしいのではないでしょうか。やはり、

今、減免が大切です。所得が低い方への施策はもちろ

ん大切ですが、今回求めたのは給与所得者で年間

311万円以上の方で、対象にならない、ここが問題な

んです。コロナというとんでもない事態です。今まで

の制度でなく減免の上限額を引き上げ、対象者を増や

すことを要望します。

事業者等への「協力金」「応援金」の継続

の検討を

【江上議員】事業者について、「感染拡大防止に協力」

「不特定の市民との感染リスクを負いながらの営業に

応援」ということで協力金や応援金がでています。今

なお限られた人しか出ていません。国の「雇用調整金」

や「持続化給付金」も欠陥だらけで、今の失業、破産、

廃業、という事態になっています。これをなんとか止

めなければなりません。名古屋市では、南区、緑区の

介護施設に休業に対する損失補償を行い優れた実績を

持っています。

「新しい生活様式」を国も市も求めているのですか

ら、それに見合う損失補償が必要ですが、少なくとも、

今まで給付を行う「協力金」「応援金」の速やかな給

付はもちろんですが、さらに1回限りでなくこれから

も給付することを求めますが、いかが認識しています

か。

協力金・応援金は緊急の一時的な措置（経

済局長）

【経済局長】新型コロナウイルス感染症対策協力金は、

愛知県の休業要請に応じて、協力いただいた事業者等

に対し、愛知県と市が連携して交付するもので、6月

18日現在、約17，000件の申請があり、約10，700件の

交付を決定した。

新型コロナウイルス感染症対策事業継続応援金は、

愛知県により「基本的に休止を要請しない施設」に位

置付けられ、個人消費者と対面して商品・サービスを

提供する事業所を継続した事業者に対し、本市が独自

に交付するものです。

その他、多くの中小企業者に大きな影響をもたらし

ていることから、事業の継続を支援していくことが重

要と考え、「ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策事

業継続資金」を創設した。6月16日現在で名古屋市信

用保証協会への申込件数は約10，000件、総額では2，000

億円を超えるなど、多くの方々にご利用いただいてい

る。

協力金や応援金は、緊急の一時的な措置と考えてい

る。

事業者の売上減少に対する損失補償を国に

求める考えはあるか（再質問）

【江上議員】協力金や応援金の更なる支援を求めまし

たが、「緊急的一時的な措置」という回答でした。

コロナによって、人件費が安いからと外国に頼るの

でなく国内産業、地元企業の重要性がはっきりし、地

元企業が存続できるようにするのが行政の仕事です。

「新しい生活様式」によって自粛が求められているこ

とから、事業者で言えば売り上げが減少しており、さ
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らなる支援が必要です。

そこで、経済局長に質問します。何より、事業者に

対する損失補償が必要です。損失補償の必要について、

国に求めていますか。あるいは、求めるお考えがある

かお聞きします。

適切な施策が実施される（経済局長）

【経済局長】中小企業経営者に対する売上減少を理由

とした損失補償について、国に要望していない。国で

は、第1次補正予算や第２次補正予算で、中小企業者

等の事業を下支えする施策が講じられている。

第２次補正予算では10兆円の予備費が計上されてお

り、国において今後も中小企業者等の事業継続のため、

適切な施策が実施されると認識している。

不要不急の事業の見直しで

【江上議員】3項目目です。感染拡大防止のための財

源をどうするか、です。財政調整基金が残り少なくなっ

てきました。しかし、コロナ禍は、続きます。軽い症

状と思っていてもあっという間に死に至るという大変

怖い感染症です。本来、感染拡大防止のために自粛を

求め、市民の収入が減っているのですから、事業者等

に対する損失補償を国が行うべきです。そのことは引

き続き求めていきます。そのうえで、施策への財源の

確保が問題です。

そこで、財政局を所管する副市長に質問します。名

古屋市としても、国の臨時交付金の活用や、基金の活

用、市民税減税の見直し、そして、今年度の事業の中

で不要不急の事業を見直してでも、市民の命を守るた

めの施策のために財源を確保するお考えはありますか。

お答えください。

決算剰余金など適時適切に財源確保する

（副市長）

【副市長】新型コロナウイルス感染症対策は、数次の

補正予算を編成して、国や県の交付金・補助金などを

できる限り活用するとともに財政調整基金の取り崩し

で対応してきました。

今回、国の第二次補正予算において地方創生臨時交

付金が増額された。加えて、例年の状況を踏まえると、

決算剰余金も一定程度見込まれる。

これらを踏まえたうえで今後も、適時適切に財源確

保に取り組んでいく。

市民の命と暮らし、営業を守るため全力を

（要望）

【江上議員】市民税減税や不要不急の事業の見直しに

ついて、直接回答はありませんでしたが、あらゆるコ

ロナ対策のための財源を確保するためには、あらゆる

見直しに取り組む必要があります。伊東副市長の回答

にあった「適時適切に財源確保に取り組んで」いくと

いう中に、これらも含んでいるものと私は思っており

ますので、その理解でまいりたいと思います。

治療薬やワクチンができるまでは不安が続きます。

市民の不安解消に全力を尽くすとともに、市民の命、

暮らし・営業を守ることに全力を尽くすことを求めて

質問を終わります。
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ための財源確保を



名古屋都市高速道路の新洲崎ＪＣと
黄金ＩＣに新たな出入り口を設置す
る変更には反対

【江上議員】日本共産党名古屋市議団を代表して、反

対討論を行います。

名古屋駅への自動車呼び込みは市の
方針にも反する、時代逆行の計画

第1の理由は、名古屋都市高速道路の理念に反し、

都心域に自動車を流入させる計画だからです。

変更は、名古屋駅東西への自動車アクセス強化のため

です。「通過交通を都心から排除しよう」という理念

から全く逆に都心域に流入させるもので理念そのもの

を覆すものです。

再度の移転など住民犠牲を押し付け

第2の理由は、住民の理解と納得を得ていないから

です。

名高速の建設に対し、市民の反対運動をうけ、名古屋

市議会、愛知県議会は「住民の理解と納得を得る」こ

とを含め3条件8項目を求めています。

黄金インターの場合、中川区九重町、百船町は、40

年前の都市高建設で154軒が移転を強いられ、今回

34軒が強いられます。うち５軒は、再度の移転です。

「立ち退くのは嫌だが、どうしてもというなら、移転

先、その後の面倒もきちんと見てくれることが条件だ。

高齢者の一人暮らしに貸すアパートはない」、「騒音・

振動などに不安、環境対策が必要だ」の声を聞きまし

た。2月10日の都市計画審議会では、計画への意見が

５３通あり、「住民の理解と納得を得る」ことを委員

が求め、審議会会長も「住民の理解と納得をいただけ

るように丁寧なご対応を審議会としても、ぜひお願い

したい」と発言しています。

市の答弁は、「引き続き丁寧に説明する」というもの

で、「住民の理解と納得」は得られていません。

570億円もの投資はやめよ

理由の第3は、市民犠牲の事業に5７０億円もの巨額

投資を行うからです。

以上で討論を終わります。
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議案に対する反対討論（7月6日）

市民犠牲を二度も押しつける都市高速
道路の拡張計画は許せない

江上博之議員

名古屋高速道路の整備計画の変更

・新洲崎ＪＣと黄金ＩＣに新たな出入り口を設ける

・概算で570億円増（1兆6900億円 → 1兆7470億円）

・完成予定年度：2020年度 → 2027年度



住民に寄り添うなどの点では意義が
あるが、なぜ800万円特例値なのか
【田口議員】日本共産党市議団が実施している新型コ

ロナに関する市民アンケートでは、窮状を訴える声と

ともに、国会議員の歳費や地方議員の報酬の削減を求

める声が寄せられています。国会議員が歳費を２割削

減し、いくつかの指定都市も含めて少なくない地方議

会でも、報酬の一時的な削減を行いますが、これは、

議員が国民・住民に寄り添い、気持ちを一つにして、

コロナ危機に立ち向かうという点で意義があると考え

ます。

本条例案は、コロナ禍のもとで、議員報酬を特例的

に制度値から半減の８００万円に引き下げるというも

のです。まず、お尋ねしたいのは、どうして８００万

円なのかという点です。

現行の特例値は、月額報酬を制度値から１５％削減

していますが、これは、それまでの８００万円から、

市民の声も聞かないで、１４５５万円へと一気に引き

上げたものであり、いまでも市民は厳しい視線を向け

ています。わが会派は、まずは引き上げ前の８００万

円に戻し、その上で、新たな報酬額については、市民

参加の第３者機関を設置し、民意を聴取しながら検討

し決定することを求めてきました。わが会派が、８０

０万円という特例値を提示しているのは、議員報酬額

の議論を出発点に戻すという立場からのものです。

減税ナゴヤは、昨年６月定例会に８００万円を恒久

化する条例案を提出しました。８００万円を制度値と

する根拠については、当時の議会で議論させていただ

きましたが、本条例案は特例で一時的なものです。そ

こで今回は、特例値を８００万円とする根拠をお尋ね

します。

昨年、制度値が否決されたので、
2011年に可決した特例値で提案
【鈴木議員】昨年６月定例会に、制度値を800万円と

する条例案を提出したが、可決には至らなかった。今

回は、「自ら身を切ることで、コロナ禍で苦しんでい
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議員提出議案に対する質疑（6月26日）

報酬８００万円特例条例案。コロナ禍
のもと、市民の気持ちに寄りそって

田口一登議員

参考：提案趣旨説明

【鈴木孝之議員】ウイズコロナ時代の新しいマナーを守っ

て感染拡大を防いでくださっている市民のみなさま、日々

現場でご尽力いただいている医療・介護従事者・市職員

をはじめとする関係者のみなさまに、この場をお借りし

て、深く感謝申し上げます。

このコロナ禍により社会経済の低迷がさらに長期化す

ることが懸念されている今、市民に広がる多大な不安や

経済的損失を少しでも払拭できるよう、市民生活への可

能な限りの支援が求められています。

また、本市では今のところ急激な感染拡大の兆候は見

られないとのことですが、検査体制や医療体制の充実な

ど、第２波・第３波への備えも急務です。

先日の提案理由説明におきましても、市長からは「名

古屋市職員一丸となって、引き続き、新型コロナウイル

ス感染症対策と社会経済の再生に全身全霊で取り組んで

いく」と決意表明がなされたところです。このような状

況下において、市民の代表である市会議員として何がで

きるのか。自ら身を切ることで、苦しんでいる市民のみ

なさまに寄り添い、ともにコロナと戦い抜く決意を示す

ことではないでしょうか。

ひいては、財政調整基金が年度末には5000万円まで激

減する見込みの本市の財政状況において、報酬削減分を

コロナ対策の一部に充てることにもつながります。

以上、本年8月より令和５年３月末までの間、議員報

酬を年額800万円とする条例案を提出するものです。



る市民のみなさまに寄り添い、ともにコロナと戦い抜

く決意を示すこと」を第一の目的としており、可決さ

せたいとの思いから、平成23年に全会派共同で議員提

出議案として提案し、全会一致で可決したことのある

「特例値800万円」として提案した。

昨年、共産党提案の800万円特例条例
に減税は反対した。今回提案では制度
値1633万円に戻らないといえるのか
【田口議員】昨年の２月定例会でわが会派は、１年間

は８００万円に引き下げるとともに、第３者機関で民

意を聴取しながら新たな報酬額を検討するという条例

案を提出しました。これにたいして減税ナゴヤは、総

務環境委員会で「特例値はどこまでいっても特例値で

あり、制度値である１６３３万円に戻る可能性は否定

できない」と言って反対しました。この言葉を今回は

そっくりお返ししたい。

特例値はどこまでいっても特例値であり、制度値で

ある１６３３万円に戻る可能性は否定できないのでは

ありませんか。お答えください。

1633万円に戻る可能性は否定でき
ない（鈴木）
【鈴木議員】期間が定められた特例条例案である以上、

期間が過ぎれば自動的に制度値である1633万円に戻る

可能性は否定できない。

市民参加の第３者機関を設置し、民
意を聴取しながら報酬額を検討する
考えはないのか
【田口議員】制度値の１６３３万円に戻さないように

するためには、特例で８００万円に引き下げている間

に、制度値を引き下げれば済みます。しかし、新たな

報酬額については、民意を聴取し、市民の理解と納得

を得て決めなければなりません。河村市長も、昨年の

２月定例会で、「議会みずからが名古屋市議会基本条

例第１６条に基づき、参考人制度や公聴会制度等を活

用しながら、報酬について市民にしっかり説明をし、

市民の理解と納得を得て決めていかなければならない」

と述べるとともに、「議会がやられて、市民の皆さん

の納得ができる、了解のできる金額が出てきたら、…

…それは従うことになります」と答弁し、議会が民意

にもとづく報酬額を決めたら、市長も従う意向を表明

しました。

そこで、提案者にお尋ねします。議員報酬の制度値

については、市民参加の第３者機関を設置し、民意を

聴取しながら検討するお考えがありますか。第３者機

関という場合、議会基本条例で例示された公聴会制度

も含めて、見解を伺います。

広く市民の意見をうかがうことは
重要（鈴木）
【鈴木議員】制度値については提案した際に議論した

いと思いますが、例えば公聴会制度なども含め、どう

いった形での聴取が望ましいかについては今後検討し

たいと思いますが、広く市民のみなさまのご意見をう

かがうということに関しては重要であると考えていま

す。

場当たり的で、以前の800万円にした
いとしか聞こえない。市民の声を聞い
て報酬額の提案をするべき（意見）
【田口議員】意見を申し上げます。

１点目。特例値を８００万円とする根拠については、

平成２３年に全会一致で可決したことがあるからとの

答弁でした。これは、平成２８年４月に引き上げられ

た特例値を、引き上げ前に戻すという考えにほかなら

ないと理解させていただきます。

２点目。「特例条例案である以上、期間が過ぎれば

自動的に制度値である１６３３万円に戻る可能性は否

定できない」と答弁されましたが、このことを理由に、

昨年２月定例会では共産党市議団の８００万円特例条

例案に減税ナゴヤは反対されたのです。この反対理由

が、自分たちが特例条例案を出す際に跳ね返ってくる

ことを考えなかったのですか。場当たり的だと言わな

ければなりません。

３点目。制度値の議論にあたっては、「広く市民の

意見を伺うことは重要である」と答弁されました。民

意を聴取する仕方については、私たちが提案した市民

参加の第三者機関もあれば、議会基本条例で例示され

た公聴会制度もあります。「どういった形での民意の

聴取が望ましいかは、今後検討したい」とのことです

ので、今後は、あなた方が、民意を聴取する手続きを

伴わないで制度値を提案することはありえないと受け

止めました。

以上で質問を終わります。
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提案理由での事実誤認を認めながら
条例案に固執

【田口議員】私は、日本共産党市議団を代表して、減

税日本ナゴヤ提出議案に対し、反対する立場から討論

を行います。

わが会派は、議員報酬を特例的に８００万円に削減

すること自体を否定するものではありません。反対す

る理由は、提案趣旨説明をめぐる齟齬によって議会を

混乱させたにもかかわらず、提案者が本案に固執して

いるのは、自らの政治的思惑を優先するパフォーマン

スと言わざるをえないからであります。

制度値を決める条例の提案時には市民
意見を聞く姿勢を示した事には共感

私は、本会議などでの私の質問にたいして減税ナゴ

ヤが、今後は民意を聴取する手続きを伴わないで報酬

の制度値を提案することはありえないとの認識を示し

たことから、本案に賛同できると考えていました。

減税ナゴヤの説明で議会が混乱、賛同
できない事態に

ところが、本案が付議された総務環境委員会での質

疑が終結した後に、本会議での提案趣旨説明における

財源に関わる部分について、提案者の中から「誤解を

与えるところもある」との発言があり、この部分の議

事録削除を申し出たのに、翌日には取り消し、議会を

混乱させました。提案趣旨説明の内容について提案者

の間で事前の意思統一がなされておらず、問題となっ

た箇所にたいする認識もバラバラであることも明らか

になりました。

削減より政治的思惑を優先

提案理由に齟齬があることが判明した議案は、取り

下げて出し直すのが筋ではありませんか。提案者の議

案にしがみつく姿勢は、「コロナで苦しむ市民に寄り

添う」という言葉とは裏腹に、報酬８００万円を弄ぶ

ものと言わざるをえません。

以上で討論を終わります。

減税ナゴヤの幹事長が交代

減税ナゴヤは賛成討論にたちませんでした。自・民・

公は反対討論（２分）より長い時間を使っての委員長

報告の中で、減税会派に対する批判と「反対理由」を

説明し、単独での討論は行いませんでした。

この間の委員会での減税議員の対応をめぐり、減税

の大村議員が幹事長・議運理事を辞任しました。
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議員提出議案に対する討論（7月6日）

減税ナゴヤの報酬８００万円条例案は

政治的思惑を優先するパフォーマンス
田口一登議員

報酬問題での日本共産党の考え
議員報酬は特例的に800万円に戻し、新たな報

酬額（制度値）は市民参加の第三者機関で議論

して決めるというのが日本共産党市議団の立場

です。800万円から1450万円に引き上げられて以

降、増額された手取り分は使わずに寄付する態

度で臨んでいます。
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１ 当局当初提案 25件（補正予算：3件 条例案：5件、一般案件：16件、承認：1件）

議 案 名
各会派の態度 結

果 備 考
共 自 民 減 公 無

2020年度名古屋市一般会計
補正予算（第5号）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

補正額79億6,937万円。新型コロナウイルス感染症への対応として観光消費喚
起事業3.2億円、児童生徒用タブレット端末の購入41億円など79億円、グルー
プホーム整備補助3,400万円。国庫73億円、県費5億円、財政調整基金など。

2020年度名古屋市基金特別
会計補正予算（第4号）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決補正額4億8,917万9千円。財政調整基金の一般会計への繰り出し。

2020年度名古屋市公債特別
会計補年予算（第1号）

○ ○ ○ ○ ○ 可
決補正額800万円。グループホーム整備助成の財源

名古屋市瑞穂公園条例の一
部改正

○ ○ 〇 〇 ○ ○ 可
決

瑞穂公園の使用料を利用料金とし、指定管理者の規定を改正入。2023年4月1日
施行

名古屋市市税条例等の一部
改正

○ ○ 〇 〇 ○ ○ 可
決

地方税法の一部改正等によるもの。個人市民税（未婚のひとり親を寡婦・寡夫
控除の対象に加える等）、法人市民税（大企業優遇の連結納税制度をグループ
通算制度へ移行する等）、固定資産税（実際の所有者の申告を制度化、課税標
準特例の割合の改）軽自動車税（環境性能割の臨時的軽減の延長）など

名古屋市保健衛生関係手数
料条例の一部改正

〇 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の改正に
伴うもの

名古屋市入学準備金条例の
一部改正

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決入学準備金の延滞利息の割合を年５パーセント→年３パーセント。8月1日から

名古屋市地区計画等の区域
内における建築物の制限に
関する条例の一部改正

○ ○ 〇 〇 ○ ○ 可
決

平針黒石第二地区整備計画区域等の建築制限に関する対象区域の追加。牛島南
地区計画、大井町地区計画、徳重駅周辺地区計画及び錦二丁目７番地区計画の
変更、平針黒石第二地区計画の都市計画決定に伴う、規定の整理。

指定管理者の指定の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市総合体育館の指定期間を1年延長。2016年4月1日～2021年3月31日を～
2022年3月31日に

指定管理者の指定の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市体育館、露橋、稲永、天白、北、千種、東のスポーツセンター７館の
指定期間を1年延長。2016年4月1日～2022年3月31日に

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

上社レクリエーションルームの指定期間を1年延長、2016年4月1日～2022年3月
31日に。黒川スポーツトレー二ングセンターも1年延長し2018年4月1日～20
22年3月31日に。

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決名古屋市港サッカー場の指定期間を1年延長 2016年4月1日～2022年3月31日に

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

港、名城、熱田、楠、富田の５プールの指定期間を2016年4月1日～2022年3月
31日に、南陽プールの指定期間を2018年4月1日～2022年3月31日にそれぞれ1年
延長。

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決名古屋市緑寿荘の指定期間を1年延長し2011年4月1日～2022年3月31日に。

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

名古屋市青少年交流プラザの指定期間を2017年4月1日～2022年3月31日に1年延
長

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決名古屋市国際展示場の指定期間を2018年4月1日～2022年3月31日に1年延長

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決名古屋市民会館の指定期間を1年延長し2016年4月1日～2022年3月31日とする

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

名古屋市芸術創造センターの指定期間を1年延長2016年4月1日～2022年3月31日
に

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

名古屋西、港、名東、北、緑、東、熱田の７文化小劇場の指定管理を2016年
4月1日～2022年3月31日に、昭和文化小劇場を2016年12月1日～2022年3月31月
に1年延長する

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決名古屋市音楽プラザの指定期間を1年延長、2016年4月1日～2022年3月31日に

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

名古屋市民ギャラリー矢田の指定期間を1年延長、2016年4月1日～2022年3月
31日に

指定管理者の指定の変更 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決名古屋市旧川上貞奴邸の指定期間を1年延長し2016年4月1日～2022年3月31日に

〇＝賛成 ●＝反対 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党

主な議案に対する会派別態度(7月6日）
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続き

議 案 名
各会派の態度 結

果 備 考
共 自 民 減 公 無

損害賠償の額の決定 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

2019年7月に中区栄の市道で街路樹の枯れ枝が落下、走行中の自動車が破
損した事件の損害賠償の額を116万円余に決定

整備計画の変更に対する同
意

● 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

名古屋高速道路の整備計画の変更。新洲崎ＪＣと黄金フルインター化。概
算で570億円。完成予定年度を2020年度から2027年度に変更

名古屋市介護保険条例の一
部を改正する条例の制定に
関する専決処分

〇 〇 〇 〇 ○ ○ 承
認

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた者に対し、保険料を減免するた
めの条例改正を5月26日に専決処分

２ 追加議案 7件（補正予算案２件 人事案件５件）

議 案 名
各会派の態度 結

果 備 考
共 自 民 減 公 無

2020年度名古屋市一般会計
補正予算（第4号）

〇 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

補正額37億7,807万円。コロナ感染症対策で指定避難所衛生用品等の備蓄、
民間病院経営維持資金貸付金、ＰＣＲ検査前処理自動化機器の購入、ひと
り親世帯臨時特別給付金の支給（23億円）、学校の感染対策の強化等。国
庫34億円、県費4億円など

2020年度名古屋市一般会計
補正予算（第4号）

〇 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決補正額2億5,000万円。財政調整基金の一般会計への繰り出し

名古屋市選挙管理委員及び
補充員の選挙

定数４。各会派推薦の
候補５名による投票。
67票（欠席1）

選
挙

選挙管理員：堀場章（18）佐橋典一（17）西尾たか子（14）加藤倫子
（13）高木輝雄（５）。
補充員：櫻井治幸（18）前田孝之（17）小島七郎（14）村瀬桃子（13）原
山剛三（５）。＊自民21票のうち3票が公明に配慮され減税より多数に。

固定資産評価員の選任 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 同
意

前任者の辞職に伴い後任者を選任する。加納理行（北区、1958年生。財政
局税務部長、税務監。退職後丸八信用組合常務理事）

固定資産評価審査委員会委
員の選任

〇 〇 〇 〇 ○ ○ 同
意

任期満了に伴うもの。任期は３年だが、３年に一度の評価替えの審査なの
で３期９年の任期を通例にしている。水野豊秋（1955年生、尾張旭、一級
建築士、３期目）國島章民（1964年生、東区、不動産鑑定士、３期目）田
島拓（1970年生、岡崎市、不動産鑑定士、３期目）中村貴之（1958年生、
天白区、弁護士、３期目）服部千鶴（1968年生、昭和区、弁護士、新）。

農業委員会委員の推薦 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 同
意

石田正彦（1957年生、西区、農地利用最適化推進委員）岩田公雄（1955年
生、港区、農業委員会会長）川本美幸（1946年生、守山区、保健所、農協
非常勤理事）小嶌盛夫（1947年生、緑区、区画整理綜合事務所）近藤正俊
（1952年生、天白区、認定農業者）清水久一（1949年生、港区、農地利用
最適化推進委員）成田秋義（1947年生、緑区、ブドウ生産組合）丹羽貴之
（1946年生、港区、農協非常勤理事）布目巳佐子（1948年生、中川区、Ｖ
ＡＣ、会長代行）原田晴充（1952年生、緑区、認定農業者）阪野文明
（1950年生、天白区、天白農協園芸推進会長）二村利久（1949年生、中川
区認定農業者、農業共済理事）箕浦基伸（1956年生、守山区、森林公園協
会）安井勝春（1947年生、港区、土地改良区理事、農地利用最適化推進委
員）横井昭男（1947年生、中川区、県職員、冨田土地改良区理事長）横井
唐一郎（1953年生、北区、農業委員会事務局、土木局参事、みどりの協会）

人権擁護委員の推薦 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 同
意

任期満了14名の後任。明石雅世（1960年生、東区、民生・児童委員、再）
今川郁子（1954年生、西区、小学校長、新）早川香代子（1954年生、西区、
民生・児童委員、新）柘植みどり（1952年生、中村区、保護司、民生児童
委員、再）金森泰博（1957年生、中村区、市民経済教人権施策推進室長、
なごやかハウス施設長、新）若杉美代子（1959年生、中区、幼稚園、ＮＰ
Ｏ理事、再）松山基紀（1949年生、昭和区、中学校長、教育新聞、再）伊
藤修（1949年生、熱田区、養護学校、保護司、再々）大橋勝（1947年生、
中川区、中学校長、教育スポーツ協会専門監、再々）松岡敬治（1952年生、
中川区、保護司、新）岩田竜司（1964年生、港区、５期目）福井静子
（1949年生、南区、校長、教育センター、再々）加藤友之（1951年生、南
区、土木局参事、みどりの協会、再）高橋美佐枝（1954年生、天白区、再）

３ 議員提出案件 １件（条例案１件）

議 案 名
各会派の態度 結

果 備 考
共 自 民 減 公 無

名古屋市議会の議員の議員
報酬及び費用弁償等に関す
る条例の一部改正

● ● ● ○ ● ○ 否
決

議員報酬の年額を特例値で800万円にする。8月から任期終了まで。800万
円の根拠はなく、コロナ禍のもとで市民に寄り添うため、財調も5000万円
になってしまうので少しでも市政に生かすため。

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党
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請願・陳情審査の結果（2020年7月6日）

新規請願（２月定例会で受理され、閉会中に審議された請願）

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度 結

果
委員会

共 自 民 減 公 無

令和２年
第１号

地下鉄大須観音駅西
側にエレベーターを
設置することを求め
る請願

大須観音駅西側
にエレベーター
の設置を求める
会（809名）

１ 地下鉄大須観音駅西側にエレベーター設置を。 動向を見守る 保
留

土交
2020.
5.14

令和２年
第２号

2014年の2月定例会
の附帯決議に基づき
市長が表明した市道
弥富相生山線の道路
事業廃止を尊重する
ことを求める請願

相生山緑地を考
える市民の会

１ 2014年の2月定例会の附帯決議に基づき、市
長が表明した市道弥富相生山線の道路事業廃止
を尊重する。

○ ● ● ○ ● ○
不
採
択

土交
2020.
5.14

令和２年
第３号

子どもと保護者が安
心できる少人数学級
の実現を求める請願

北区住民
（5,846名）

１ 小中高校の全学年に正規の教員配置で少人数
学級を早急に順次拡大する。 動向を見守る 保

留

教子
2020.
5.14２ 特別支援学校を増やす。

令和２年
第４号

北部地域療育センター
の公設・公営の継続
を求める請願

北部地域療育セ
ンターを守る会
（7,448名）

１ 北部地域療育センターは公設公営の運営を。 ○ ● ● ● ● ●
不
採
択教子

2020.
5.14

２ 地域療育センターの常勤小児科医や小児整形
外科医などの医療スタッフ・療育スタッフはは、
名古屋市が責任を持って確保と育成を。

動向を見守る 保
留

令和２年
第５号

加齢性難聴者への補
聴器購入費の助成を
求める請願

心地よい聞こえ
を支える会
（3,324名）

１ 中等度以上の加齢性難聴者に補聴器購入費助
成制度を。

動向を見守る 保
留

財福
2020.
4.30

２ 加齢性難聴の早期発見に必要な聴覚検査を。

３ 加齢性難聴と補聴器に関する相談体制を専門
医等の協力を得て設ける。

令和２年
第６号

所得税法第56条の廃
止を求める意見書提
出に関する請願

愛知県商工団体
連合会婦人部協
議会（789名）

１ 所得税法第56条の廃止の意見書を。 ○ ● ● ● ● ●
不
採
択

総環
2020.
4.30

令和２年
第７号

台湾の世界保健機関
年次総会へのオブザー
バー参加等の支持に
関する意見書提出を
求める請願

守山区住民
１ 台湾の世界保健機関及び年次総会へのオブザー

バー参加を支持し、これに協力する意見書を。
○ ○ ○ ○ ○ ○

採
択

総環
2020.
6.15

保留請願（２月定例会以前に受理され、閉会中に審議されている請願）

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度 結

果
委員会

共 自 民 減 公 無

令和元年
第２号

政治倫理条例の制定
を求める請願

議員の資質を考
える市民の会

1 議会運営委員会の意見交換会におけるふじた和
秀議員の暴言についての真相究明を

慎重に審査する 保
留

総環
2020.
4.282 政治倫理条例を制定し、政治倫理審査会の設置

とあらゆるハラスメント行為の禁止規定を

令和元年
第３号

政務活動費の使途の
公開を求める請願

市民の会なごや
1 政務活動費の収支報告書、会計帳簿、領収書の
インターネット公開を

慎重に審査する 保
留

総環
2020.
4.28

令和元年
第４号

地下鉄東山線本山駅
に早期にエレベーター
を設置することを求
める請願

地下鉄東山線本
山駅に早期にエ
レベーターの設
置を求める会

1 地下鉄東山線本山駅に早期に地上に通じるエレ
ベーターを設置する

様子を見守り
慎重に審査する

保
留

土交
2020
5.14

令和元年
第５号

千種図書館の早期移
転を求める請願

千種図書館を考
える会

１(1) 耐震性の安全・安心な建物を

動向を見守る 保
留

教子
2020.
5.14

(2) バリアフリーに

(3) 常設の自習室や会議室、親子でくつろげる
部屋、機器活用スペース等の設置を

(4) 駅に近い場所に設置する

(5) ワークショップ等を開く

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党 無：無所属の会
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保留請願（続き）

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度 結

果
委員会

共 自 民 減 公 無

令和元年
第６号

名古屋市生涯学習センターの体
育室へのエアコンの設置等を求
める請願

新日本スポー
ツ連盟愛知県
連盟

1 守山を除く名古屋市生涯学習センター
の体育室にエアコンの設置を

様子を見守る 保
留

教子
2020.
5.142 生涯学習センターのトイレを洋式でシャ

ワー機能付きに取り換える

令和元年
第７号

名古屋市の小学校の給食費を無
償にすることを求める請願

新日本婦人の
会天白支部

1 小学校の給食費を無償にする 様子を見守る 保
留

教子
2020.
5.14

令和元年
第８号

名古屋市会の議会運営委員会の
視察先での暴行等の真相究明と
再発防止策を求める請願

名古屋市政を
考える市民の
会

1 2018年11月19日の議員による暴言・暴
行等の疑惑は議会の責任で事実確認し、
内容の公表を。ハラスメント防止策の
議会としての対応策を示す

慎重に審査する 保
留

総環
2020.
4.28

令和元年
第10号

名古屋市の全ての小・中・高等
学校の学校図書館に、一校専任
で、専門性を有する学校司書の
配置を早急に進め、さらに、正
規職員化することを求める請願

名古屋市の図
書館を考える
市民の会

1 全ての小・中・高等学校の学校図書館
に、一校専任で、専門性を有する学校
司書の配置を早急に進め、さらに、正
規職員化する

慎重に審査する 保
留

教子
2020.
5.14

令和元年
第11号

子どもたちが健やかに育つため
に名古屋市の保育・子育てを豊
かにすることを求める請願

北区住民

2 休日保育実施施設の数を増やす

様子を見守る 保
留

教子
2020.
5.14

3 病児・病後児デイケア事業の利用料を
下げ、第２子以降の減免を

4 病児・病後児デイケア事業実施施設を
未実施の地域に開設する

5 一時保育事業を拡充する

7 保育所に送迎用駐車場を確保する

令和元年
第13号

名古屋市の療育施策及び児童発
達支援センターの充実を求める
請願

南区住民
（5714名）

1 発達センターあった・ちよだの改築は
地域療育センターとして整備を。

動向を見守る 保
留

教子
2020.
5.14

2 児童発達支援センターに通う住民税課
税世帯の０歳児～２歳児も無償化に。

3 児童発達支援センターの給食費は現行
負担の維持を。

令和元年
第14号

あいちトリエンナーレ2019の開
催に係る2019年度の名古屋市負
担金の支払いを求める請願

天白区住民
1 あいちトリエンナーレ2019の開催に係
る2019年度の名古屋市負担金を必ず支
払うこと。

動向を見守る 保
留

経水
2020.
4.23

令和元年
第15号

子どもたちが健やかに育つため
に公的保育制度の堅持を求める
請願

天白区住民

3 公私間格差を是正する制度を守る。

動向を見守る 保
留

教子
2020.
5.14

4 ゆとりある子育てが行える社会に。

5 (1) 保育士等の大幅な処遇改善を。

(3) 産休・育休代替職員の処遇改善と
人員確保を。

(4) 各区での職場説明で人材確保を。

7 (2) 保育所の送迎用駐車場の確保を。

(4) 幼児教育・保育の無償化の財源及
び保育所における人員の確保の徹底を。

(5) 24時間利用できる保育所の増設を。

8 (1) 学童の国庫補助基本額を増額し登
録児童数を補助の算定根拠に。

(2) 土地や建物の確保は市が責任を持
ち、専用室建替時の代替施設に必要な
経費の全額保障を。

(4) 利用者がいる限り補助を。

(5) 学童保育の質を確保する。

9 (1) 産休・育休あけ保育所等入所予約
事業施設を増やし適切な職員配置を。

(2) 病児保育を天白区内に。

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党 無：無所属の会
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保留請願（続き）

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度

結
果

委員会
共 自 民 減 公 無

子どもたちが健やか
に育つために公的保
育制度の堅持を求め
る請願（続き）

天白区住民

(4) 障害児も兄弟姉妹が同一保育所に。

動向を見守る 保
留

教子
2020.
5.14

(5)ア 高等特別支援学校の建設を早く。

イ 全保育所で障害児の受入れを。

ウ 障害児保育の補助金増額を。

令和元年
第16号

小学校給食調理業務
の民間委託撤回と給
食の充実・安全を求
める請願

名古屋の学校
給食をよりよ
くする会
（4492名）

3 食物アレルギー対応の充実と対策を教育委員会と学
校全体が一体となって進める。

動向を見守る 保
留

教子
2020.
5.145 衛生管理のため、食材の冷却器等の温度管理ができ

る最低限の設備を整える。

令和元年
第17号

国民健康保険制度、
高齢者医療制度及び
介護保険制度の改善
を求める請願

名古屋の国保
と高齢者をよ
くする市民の
会（131名）

1 国保料の大幅な引き下げを。

動向を見守る 保
留

財福
2020.
4.30

2 国保料の減免制度を拡充し、自動的に減免を。

3 国に国保料の均等割をなくすよう求め、当面、市と
して18歳までの均等割免除を。

5 介護保険料及び介護保険利用料の独自減免制度の新
設を。

6 利用期間を制限せず、必要なサービスを受けられる
よう、市として責任を持つ。

7 後期高齢者医療と介護保険の自己負担を２割に引き
上げないよう国に求める。

令和元年
第18号

敬老パスの早期の利
用拡大と利用回数制
限を導入しないこと
等を求める請願

敬老パスの充
実を求める名
東の会

1 早期に名鉄、JR、近鉄、名鉄バスへの利用拡大を。 慎重に審査する 保
留

財福
2020.
4.30

2 利用回数制限を導入しない。 〇 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲打
切

3 上飯田連絡線の償還払い方式の改善を。 趣旨実現 打
切

令和元年
第19号

敬老パスの早期の利
用拡大と利用回数制
限を導入しないこと
等を求める請願

敬老パスの充
実を求める千
種の会（24名）

1 早期に名鉄、JR、近鉄、名鉄バスへの利用拡大を。 慎重に審査する 保
留

財福
2020.
4.30

2 利用回数制限を導入しない。 〇 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲打
切

3 上飯田連絡線の償還払い方式の改善を。 趣旨実現 打
切

令和元年
第20号

敬老パスの早期の利
用拡大と利用回数制
限を導入しないこと
等を求める請願

敬老パスの充
実を求める守
山の会（8名）

1 早期に名鉄、JR、近鉄、名鉄バスへの利用拡大を。 慎重に審査する 保
留

財福
2020.
4.30

2 利用回数制限を導入しない。 〇 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲打
切

3 上飯田連絡線の償還払い方式の改善を。 趣旨実現 打
切

令和元年
第22号

全ての子どもたちに
豊かな育ちを保障し、
名古屋の保育・子育
てを豊かにすること
を求める請願

あいち保育団
体連絡協議会

2 保育士不足の処遇改善を。

動向を見守る 保
留

教子
2020.
5.14

5 民間社会福祉施設運営費補給金制度の堅持を。

令和元年
第23号

名古屋市の療育施策
及び児睾発達支援セ
ンターの充実を求め
る請願

児童発達支援
センター保護
者会連盟

2 住民税課税世帯の３歳未満児の無償化を。

慎重に検討する 保
留

教子
2020.
5.143 児童発達支援センターの利用者負担が、幼児教育・

保育の無償化に伴い負担増とならないように。

陳情

陳情
番号

陳情名 陳情者 陳情項目
各会派の態度

結
果

委員会
共 自 民 減 公 無

令和２年
第１号

情報公開制度の審査
請求に係る審査の促
進を求める陳情

天白区住民
1 名古屋市情報公開審査会の委員及び審査会を増やし
て対処を。

ききおく
経水
2020.

令和２年
第２号

生活保護制度におけ
る収入認定等に関す
る陳情

北海道旭川市
住民

1 生活保護法第63条に基づく費用返還について、精神
的苦痛に対する損害賠償である慰謝料の一定額を収
入認定除外とする。

ききおく
財福
2020.
4.30

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 -：委員会に議席無し 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党 無：無所属の会
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陳情続き

陳情
番号

陳情名 陳情者 陳情項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 減 公 無

令和２年
第３号

ＮＨＫから国民を守る党が最
重要課題としているＮＨＫと
反社会勢力のつながりについ
て名古屋市に対応を求める陳
情

春日井市住民

1 ＮＨＫの委託会社社長がＮＨＫ受信
契約者の名簿を悪用した事件を検証
し、市の施策の点検及び再発防止策
の検討を。

2 ＮＨＫとの契約・集金に関する注意
点等の講習会の実施を。

3 ＮＨＫ会長に事件の記者会見を実施
させる。

ききおく
都消
2020.
5.14

令和２年
第４号

名鉄名古屋本線の呼続駅南か
ら本星崎駅北までの間のシー
ルドトンネルによる地中化等
を求める陳情

南区住民

1 名鉄名古屋本線の山崎川から天白川
までの間の連続立体交差事業につい
て、呼続駅南から本星崎駅北までの
間をシールドトンネルで地中化に。

2 呼続駅を現在計画中の位置から北へ
移設し、山崎川の上の橋上駅に。

3 本星崎駅を現在計画中の位置から南
へ移設し、県道諸輪名古屋線の上の
高架駅に。

ききおく
都消
2020.
5.14

令和２年
第５号

弥富相生山線道路計画の廃止
を求める陳情

相生山の自然を守
る会

1 弥富相生山線道路計画の廃止を。 ききおく
土交
2020.
5.14

令和２年
第６号

市道弥富相生山線の道路事業
の廃止に関する陳情

天白区住民
1 相生山緑地を横断する市道弥富相生

山線の道路事業の廃止を。
ききおく

土交
2020.
5.14

令和２年
第７号

憲法第25条を守り、障害者権
利条約に基づいた障害者福祉
施策の実現を国に要望するこ
と等を求める陳情

ゆたか福祉会労働
組合

1 障害者権利条約の内容に沿った障害
者福祉施策の実現を国に強く要望す
る。市として独自に障害者の権利を
守り生活を支える施策を推進する。

2 福祉労働者の労働環境・労働条件の
抜本的な改善につながる施策を。

3 2021年度の障害福祉サービスの報酬
改定は、成果主義でなく、真に利用
者の社会参加や作業活動の充実、生
活の安定につながる見直しを。必要
な職員を確保して十分な支援ができ
るよう、基本報酬の引上げを。

ききおく
財福
2020.
4.10

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公：公明党 無：無所属の会
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請願・陳情 2020年6月定例会に受理されたもの

６月定例会では下記の請願を受理。7月以降の閉会中委員会で審査が行われます。

◆請願
請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

令和2年

第8号

2020年

6月24日

消費税の減税を求める意見

書提出に関する請願
守山区住民

江上博之 岡田ゆき子 さいとう愛子 さはし

あこ 田口一登(以上共産)

国民は新型コロナウイルスの影響による問題及び政府による自粛要請に対応し、特に中小企業経営者及び被雇用者は経

済的負担に耐え抜く努力を行っている。しかし、国民の所得低下や雇用の不安定化等は避け難い状態となっている。

令和元年10月に税率が8％から10％に引き上げられた消費税の影響もあり、同月から同年12月までの四半期実質GDP成長

率は、年率でマイナス7.1％という大幅な減退となっている。新型コロナウイルスの影響による新たな経済危機の状況にも

鑑み、生活者目線に立って、消費税の減税を行うことが必要である。

社会保障の原資は、着実な経済成長がもたらす果実であり、国民所得を引き上げ、雇用を創出し、生活環境を改善する

ものである。それらの結果として感染症対策を支える公衆衛生が改善し、高齢者・障害者等の福祉の財源も充実する。

消費税の減税は、地方財源に影響を与えることも想定されるため、消費税の減税に伴って国が地方公共団体に対する財

政措置を行うことも重要である。

ついては、貴議会が次の事項を内容とする意見書を国に提出されるようお願いする。

１ 消費税率を引き下げること。

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

令和２年

第９号

2020年

7月2日

市民・納税者の苦悩に少し

でも寄り添うため、少なく

とも新型コロナウイルス感

染症が収束するまでの間、

議員報酬を年間800万円と

することを求める請願

市民の会

なごや

江上博之 岡田ゆき子 さいとう愛子 さはし

あこ(以上共産) 浅井康正 大村光子 河本

ゆうこ 佐藤ゆうこ 沢田ひとみ 鈴木孝之

田山宏之 手塚将之 豊田薫 中川あつし

増田成美 余語さやか（以上減税）前田え

み子(無会)

新型コロナウイルス感染症が全国に拡大し、令和2年4月には国において緊急事態宣言が発出され、不要不急の外出自粛

要請や広範な業種への休業要請が行われた。緊急事態宣言は解除されたが、様々な活動の制約によって我が国の社会経済

は劇的なダメージを受けた。突然の解雇、職場の閉鎖・倒産、仕事そのものの消滅・削減、減産による自宅待機・一時帰

休、休校による出勤不能等、市民は多大なる負担を背負わされた。今、市民は、老若男女を問わず、あらゆる階層の人々

が感染拡大の第2波への恐怖と生活の危機に襲われ、今日明日をどう生きていけばよいのか、との不安に直面している。

名古屋市議会では、自民、民主、公明の３会派が、平成28年3月8日、議員報酬の特例値を年間800万円から約655万円も

大幅に引き上げ、年間約1455万円とする条例案を提出し、委員会の審査すら行わず本会議で採決を行い、賛成多数で可決

した。その後、平成31年3月15日には、市長提案の制度値を年間800万円とする条例案を否決し、現在も議員報酬は年間約

1455万円となっている。そもそも、平成23年に名古屋市議会議員の議員報酬が年間800万円となったのは、市民の強い意志

で達成された議会リコール後の出直し選挙の結果を受け、議員全員の賛成による全会派一致で決定されたものである。

また、平成29年4月の名古屋市長選挙でも、議員報酬は市民並に戻す、800万円を軸に市民の意見を聞き皆様が納得する

議員報酬とする、との公約を掲げた河村市長が圧勝したことからも、市民の意志は明白である。

言うまでもなく、議員報酬は、市民・納税者が必死に働いたお金である血税から支払われている。しかるに、現下の市

民の塗炭の苦しみを無視した年間約1455万円もの議員報酬は、到底市民・納税者の理解を得られるものではない。現在、

緊急事態宣言が解除されたとはいえ、市民は、新型コロナウイルス感染症の恐怖と生活の危機にいまだ直面している。

今、国難とも言える状況の中で、続々と企業の役員が従業員の苦難を共に背負わんと自ら報酬を引き下げている。企業

でも、社会でも、リーダーの身の処し方が厳しく問われており、今こそ苦しんでいる市民の心に寄り添った行動が求めら

れている。市民の指導者と呼ばれている民選の議員が、率先垂範、市民の先頭に立って範を示すとき、それがまさしく今

である。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

１ 市民・納税者の苦悩に少しでも寄り添うため、少なくとも新型コロナウイルス感染症が収束するまでの間、議員報酬

を年間800万円とすること。
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◆陳情

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

令和２年

第９号

2020年

6月17日

名鉄名古屋本線の呼続駅南から本星崎駅北までの間のシール

ドトンネルによる地中化等を求める陳情
南区住民

名鉄名古屋本線の山崎川から天白川までの間の連続立体交差事業については、現在、鉄道を高架化する計画が進められ

ている。しかし、埋蔵文化財の保護、用地買収・工期の最小化、最大勾配の緩和、騒音・日照・景観・地域分断について

の問題解消、名鉄名古屋本線桜駅・地下鉄桜通線桜本町駅間の地下連絡の実現、災害時避難場所等広域スペースの確保等

の理由により、名鉄名古屋本線の呼続駅南から本星崎駅北までの間をシールドトンネルにより地中化してほしい。特に、

用地買収については、トンネル化する場合、立坑分のみ用地買収が必要となるのに対し、高架化する場合、仮線一線分の

用地買収が必要となる。また、工期及び工費については、トンネル化する場合、距離、駅数等の条件がほぼ同じである地

下鉄桜通線野並駅・徳重駅間の延伸に要した工期が５年に設計期間を加えた期間で、工費が徳重車庫分を含めて約672億

円であったのと同程度になると思われるのに対し、高架化する場合、工期は35年、工費は640億円になると思われる。さ

らに、最大勾配については、トンネル化する場合は8‰、高架化する場合は20‰になると思われる。

また、呼続駅南から本星崎駅北までの間の地中化の実現に向けて、地下のトンネルへの勾配の緩和、利用者の利便性の

向上等の理由により、本星崎駅を移設してほしい。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

１ 名鉄名古屋本線の山崎川から天白川までの間の連続立体交差事業について、呼統駅南から本星崎駅北までの間をシー

ルドトンネルにより地中化すること。

２ 本星崎駅を現在計画中の位置から南へ移設し、県道諸輪名古屋線の上の高架駅とすること。

陳情番号 理年月日 陳情名 陳情者

令和２年

第10号

2020年

6月24日
カーペット・じゅうたんの廃止を求める陳情 天白区住民

委員会室、本会議場等では、カーペット・じゅうたんが使用されている。

冬は暖かく、夏は涼しく、靴底から落ちた栄養で、ノミ、シラミ、ダニ、ムカデ、クモ、コロナウイルス等が繁殖して

いると思われる。

ついては、よりよい環境にするため、次の事項の実現をお願いする。

１ 委員会室、本会議場等のカーペット・じゅうたんをやめること。



日本共産党をはじめ各会派から提案された７件について、議会運営委員会理事会で協議が行われ、３件が修正や調整のう

え成立しました。日本共産党の提案した２案件は否決されました。5月臨時会で受理され総務環境委員会で審査し、採択され

た請願に基づく意見書も追加で採択されました。

《採択された意見書》

北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決に関する意見書

北朝鮮による日本人拉致問題は、重大な人権侵害であるとともに、我が国に対する主権の侵害であり、国の責任において

解決すべき喫緊の課題である。

北朝鮮は、平成14年に開催された日朝首脳会談において拉致を認め、被害者５人の帰国が実現した。

しかしながら、それ以外の被害者については、今日まで、詳細な実態調査や真相究明が行われておらず、帰国に向けた進

展が全くない状態が続いており、いまだ北朝鮮に取り残されたままとなっている。このほかにも、いわゆる特定失踪者の方

を含め、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない行方不明者が数多く存在している。

拉致問題については、事件の発生から既に40年以上が経過し、被害者及びその家族の高齢化が進んでいる。再会がかなわ

ぬまま亡くなられる家族もいる中で、北朝鮮に残されて

いる被害者の心情や健康状態、肉親との再会を切なる思いで待ち続ける家族の心痛を察すると、もはや一刻の猶予も許され

ない状況にある。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、次の事項を実現するよう強く要望する。

１ 北朝鮮による拉致被害者の早期全員帰国に向けて、あらゆる手段の検討を行い、全力で取り組むこと。

２ 特定失踪者の方を含め、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない行方不明者についての調査・事実確認を引き続き徹

底して行い、拉致の事実が確認され次第、被害者として認定し、早期帰国の実現を図ること。

３ 拉致問題を決して風化させないとの決意の下、さらなる国民的機運の醸成を図るため、教育現場を含めた様々な場にお

ける啓発を一層強化すること。

悪質クレーム対策の推進を求める意見書

外食産業、小売業等のサービスを提供する現場で、人格を否定する暴言や謝罪要求、威嚇・脅迫など、明らかに社会通念

上許される範囲を超えた悪質クレームが深刻な問題となっている。

平成29年版過労死等防止対策白書によると、外食産業の労働者のうち、顧客からの理不尽な要求・クレームに苦慮するこ

とが「よくある」、「たまにある」と回答した者の割合が44.9％に上ると報告されている。

このような状況の中で、平成30年12月に開催された厚生労働省の第12回労働政策審議会雇用環境・均等分科会において、
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意見書・決議

意見書案に対する各会派の態度 2020年6月29日議会運営委員会理事会

件 名
原案
提出

各会派の態度
結果

共 自 民 減 公

北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決に関する意見書（案） 自 ○ ○ ○ ○ ○ ◎

悪質クレーム対策の推進を求める意見書（案） 民 ○ ○ ○ ○ ○ ◎

新型コロナウイルス感染症をめぐる差別の防止を求める意見書（案） 減 ○ ● ○ ○ △ ×

新型コロナウイルス感染症対策における障害者・高齢者福祉の現場への対応の充実を
求める意見書（案）

減 ● ● ● ○ ● ×

選択的夫婦別姓制度についての詰論を求める意見書（案） 公 ○ ○ ○ ○ ○ ◎

新型コロナウイルス感染症に対する検査・医療体制の強化を求める意見書（案） 共 ○ ● ● ● ● ×

コロナ禍における景気回復のための対策推進に関する意見書（案） 共 ○ ● ● ● ● ×

台湾の世界保健機関年次総会へのオブザーバー参加等の支持に関する意見書（案） ※ 〇 ○ ○ ○ ○ ◎

※請願採択に伴い議運で発議
・結果の◎（ゴチック青字）は可決された意見書。×は一致しなかった意見書。意見書名を修正した場合は修正後の件名を掲載。
・議運理事会での態度です。○＝賛成 ●＝反対 △＝修正。
(会派名 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 減：減税日本ナゴヤ 公:公明党 )



顧客等からの著しい迷惑行為については、「相談対応等の望ましい取組を明確化し、関係省庁と連携して周知・啓発を図る

ことが適当である」との報告がまとめられた。

しかしながら、令和２年６月５日に公布されたハラスメント対策に関する法律には、悪質クレーム対策が盛り込まれてい

ない。また、直近では、新型コロナウイルス感染症が猛威を振るう中で、国民の必要最低限の生活を維持するために営業を

続けていた小売業の現場において、店員が顧客からの暴言や、いわれのない偏見・差別に悩まされる事態も生じている。

悪質クレームは、労働者の心身に深刻な影響を与え、被害を受けた当事者のみならず、職場全体の就労環境や事業者の経

済活動を害し、社会に悪影響を及ぼすおそれがある。そのため、悪質クレーム対策は、喫緊の課題として早急に取り組む必

要があるが、労働者や事業者だけで講ずるには限界があるため、国が主導して推進することが必要不可欠である。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、悪質クレームについてのさらなる実態把握・調査研究を行うとともに、ガ

イドラインの策定や法整備を含めた対策の検討、消費者に対する啓発等を推進するよう強く要望する。

選択的夫婦別姓制度についての議論を求める意見書

現行の民法の下では、婚姻に際して、夫婦のいずれか一方が姓を改めることとされている。これに対し、希望すれば婚姻

後も夫婦がそれぞれ婚姻前の姓を称することができる選択的夫婦別姓制度の導入を望む声がある。

選択的夫婦別姓制度の導入については、家族の在り方に深く関わる問題であるため、国において対応を検討している状況

が続いており、平成27年の最高裁判決においても、「夫婦同氏制の採用については、嫡出子の仕組みなどの婚姻制度や氏の

在り方に対する社会の受け止め方に依拠するところが少なくなく、この点の状況に関する判断を含め、この種の制度の在り

方は、国会で論ぜられ、判断されるべき事柄にほかならない」と付言されている。しかし、現在のところ、国会での審議に

は至っていない。

一方、平成30年２月に内閣府が公表した「家族の法制に関する世論調査」においては、選択的夫婦別姓制度の導入に４割

が賛成、５割が反対しており、反対の中にも、旧姓を通称として使用できるように法律を改めても構わないという意見があ

るなど、国民の間にも様々な意見が存在している。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、選択的夫婦別姓制度について、国民の間に様々な意見があることを踏まえ、

戸籍制度等の社会的な影響範囲も含めて深く慎重に議論するよう強く要望する。

台湾の世界保健機関年次総会へのオブザーバー参加等の支持に関する意見書

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大を受け、世界保健機関（ＷＨＯ）はパンデミックに当たると表明し、全ての国が

積極的な対策を講じなければ、死者数が数百万人に上る可能性があると警告している。さらなる感染拡大を防止し世界の人

命・健康を守るためには、国際的な連携及び情報共有が必須であり、決して地理的空白を発生させてはならない。

ＷＨＯへの正式な参加が認められていない台湾は、平成21年以後８年連続でＷＨＯ年次総会にオブザーバー参加し、保健

衛生分野において国際貢献してきたが、平成29年からはオブザーバー参加もできていない。

この度の新型コロナウイルスの対応をめぐっても、ＷＨＯは、台湾で新型コロナウイルスの感染者が確認されているにも

かかわらず、台湾の参加を認めていないため、感染例や予防措置の詳細について情報共有がなされていない状況である。

台湾は、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）蔓延の経験を基に、その後優れた防疫システムを構築しており、感染防止に

貢献できる医療水準も有することから、ＷＨＯ及び年次総会へのオブザーバー参加は、新型コロナウイルスの早期終息の一

助になり得ると考える。

本市には、台湾の方々が多く居住しており、仕事や観光で年間推計20万人以上もの方との交流もある。さらに、令和元年

10月には台中市とパートナー都市協定を締結しており、今後も都市間交流の加速が見込まれているところである。

新型コロナウイルスのさらなる感染拡大を防ぎ、世界の人命・健康を等しく守るためには、全世界が一致団結して協力体

制を築いていく必要がある。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、台湾の世界保健機関及び年次総会へのオブザーバー参加を支持し、これに

協力するよう強く要望する。

《日本共産党の提案で、採択されなかった意見書》

新型コロナウイルス感染症に対する検査・医療体制の強化を求める意見書（案）

新型コロナウイルス感染症対策としての国の緊急事態宣言が5月25日に解除された。しかし、20日間近く感染者の発生が見

られなかった北九州市において、医療従事者等に新たな複数の感染者が確認されており、引き続き、新型コロナウイルス感

染症の拡大への警戒が必要である。感染の有無を調べるＰＣＲ等の検査体制の充実や患者の急増に地域で対応できる医療体
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制等の確保など、大都市を中心に第２波、第３波への備えが急がれる。

現在、各地方公共団体でＰＣＲセンターの設置が進み、全国で100か所近くに設置されているが、必要とされる水準に至っ

ているとは言えない。新型コロナウイルスは、無症状の感染者からも広がるおそれがあり、次の感染拡大を防ぐためには、

速やかにＰＣＲ検査を行う体制づくりが欠かせない。

また、検査で陽性と判明した感染者に地域で対応できる医療体制の確保が求められているが、新型コロナウイルス感染症

の拡大の影響による医療機関の経営悪化が深刻化している。病院団体の調査によると、新型コロナウイルス感染症の患者を

受け入れた病院では院内感染を防ぐための支出が増えたことや、一般患者の手術制限や延期、ほかの病気の患者による受診

控えが大きく影響し、４月の赤字が平均１億円に及ぶとされている。また、８割の診療所で外来患者が前年より減少してお

り、医療機関の閉鎖や縮小という悪循環に陥るリスクも膨らんでいるとの報道もなされている。

新型コロナウイルス感染症への対応を行いながら、通常の医療体制を維持するためには、医療機関への思い切った財政支

援が不可欠であり、新たな検査体制を構築するためにも、思い切った予算を投ずる必要がある。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、新型コロナウイルス感染症から国民の命と健康を守るため、次の事項を実

現するよう強く要望する。

１ ＰＣＲセンターの増設と運営を支援し、速やかに検査できる体制を整えること。また、感染者が発生した医療機機関や

介護施設などが通常業務を再開する際に、関係者等の検査を行うことができるよう、検査体制を整えること。

２ 唾液によるＰＣＲ検査や抗原・抗体検査の導入促進など、検査数の大幅な拡大と検査現場の安全性の確立を進めるとと

もに、都市部での抗体保有状況等を把握するための疫学調査を早急に行うこと。

３ 感染症患者を受け入れる医療機関への空床確保支援等の支援策を抜本的に拡大すること。

４ 地域で通常の医療体制を維持するため、医療機関に対して、受診控えによる減収補償や経営支援などの対策を講ずるこ

と。

５ 院内感染対策に必要不可欠な防護服等の物資を国の責任で供給すること。

６ 公立・公的医療機関等の再編統合計画は一旦中止し、必要な医療体制を維持すること。

コロナ禍における景気回復のための対策推進に関する意見書（案）

5月25日に国の緊急事態宣言が全国において解除となった。新型コロナウイルス感染症の拡大を抑え込むことができている

のは、医療従事者が昼夜を問わず献身的に奮闘していることと、多くの国民が休業要請や自粛要請に応えた成果である。し

かし、感染は完全には収まっておらず、今回の教訓を踏まえて、第２波への備えを急ぐことが必要である。

これまでの様々な活動の自粛により、地域経済は深刻な影響を受けており、雇用・経済・国民生活の回復や健康維持など

には莫大な費用が必要になる。

国では特別定額給付金事業が開始され、地方公共団体では新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、

地域の特性に応じた独自の支援策を行っているところである。しかし、国民の暮らしや企業の経営の立て直しには相当な時

間が必要であるため、国民が「新しい生活様式」を不安なく選択できるよう、国による財政措置が強く求められている。

国の第２次補正予算には、新型コロナウイルス感染症対策のため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の

２兆円の増額や、感染症対策に備えた予備費の大幅な積み増し、家賃支援給付金の創設や雇用調整助成金の１日当たりの上

限額を１万5000円に引き上げることなどが盛り込まれている。

しかしながら、感染拡大により特に大きな影響を受ける事業者に対して支給されている現行の持続化給付金は、事業者に

とって十分な支援とは言えない。

疲弊した国民の暮らしを支え、経済を立て直すには、経済的損失の大小で支援の線引きをすることなく、手続の簡素化等

によるスピード感を持った対策が求められる。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、次の事項を実現するよう強く要望する。

１ 消費税率の引下げや一時的な税率０％の適用などによる消費の喚起と家計の支援を行うこと。

２ 電気、ガス、水道など公共料金を一定期間、国の負担で直接事業者に支払うなど、国民の暮らしや企業の経営を支援す

ること。

３ 持続化給付金を増額し、支給要件の緩和や事業所単位での支給を行うこと。また、大きな影響を受けた事業者にとって

十分な支援となるよう複数回支給すること。
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・名古屋港管理組合議会6月定例会が6月10日に行

われました。

・当局提案の議案は補正予算案２件と監査委員の

選任同意案２件で、その他、議長・副議長選挙

や委員会の選任などの議会人事を行いました。

・江上議員は企画総務委員会と全議員参加の港湾

機能継続特別委員会に所属します。

・補正予算２件と工事契約１件が提案され可決さ

れました。
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名港管理組合議会2020年６月定例会について

名古屋港管理組合議会 2019年6月定例会 議案一覧

議案名
名古屋市会選出 県議会選出

結果 概要
共 自 民 公 減 自 新 公

監査委員選任の同意（組合議会議員） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意
議選枠の監査委員。丹羽ひろし市会議員（自民・名東区）。
会派人数のバランスから黙認。

監査委員選任の同意（名古屋市監査委員） ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意
山本正雄（1960年生、岐阜市、2020年3月名古屋市総務局長
を退職、同年6月名古屋市監査委員）

議長・副議長の選挙 投票を行いました。
議 長：杉浦 孝成 （県・自・北区）
副議長：藤沢ただまさ（市・自・南区）

令和２年度名古屋港管理組合一般会計補正
予算

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
補正額9億7900万円。コロナ感染対策で休業した水族館等の
収入の減少に伴う指定管理料と今後の備えとして予備費を
1億7000万円を積みなして2億円に。歳入は基金と繰越金

令和２年度名古屋港管理組合基金特別会計
補正予算

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
補正額8億Ⅸ00万円。水族館振興基金を取り崩して一般会計
に繰り出す。

工事請負変更契約の締結について（大江ふ
頭岸壁改良工事（その５））

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
工事施工に伴う現状不一致等により金額を9億3112万1916円
から9億9986万9716円に、工期を6月30日から12月21日に変更

〇＝賛成 ●＝反対 ／ 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ 新：新生あいち

主な議案に対する会派別態度(名港議会６月定例会）

名古屋港管理組合議会での議長・副議長選挙の様子。
左：投票、右：開票状況

議長選挙の結果 副議長選挙の結果

○杉浦孝成（県・自・高浜市） 27票 ○藤沢ただまさ（市・自・南区） 29票

江上博之（市・共・中川区） １票 江上博之（市・共・中川区） １票

藤沢ただまさ（市・自・南区） １票

杉江繁樹（県・自・常滑市） １票

○：当選者。議員30名。投票総数30票起立採決の様子

大江ふ頭護岸工事

名古屋港管理組合でのコロナ感染症対策の取り組み

【厚生労働省名古屋検疫所等との連携】船舶代理店及び厚生労働省名

古屋検疫所等からの情報を名古屋港保安委員会（関係行政機関及び

関係団体等35機関で構成、本組合が事務局）の構成機関に伝達し、

共有する。

【にぎわい施設の休館】名古屋港水族館、名古屋港ポートビル（展望

室・海洋博物館）、南極観測船ふじ、名古屋港ポートビル1階ロビー

及び休憩コーナー、ポートハウス、ジェティウエスト、ゴルフ場

（ウッドフレンズ名古屋港ゴルフ倶楽部）

【緊急経営支援策】中小企業の名古屋港利用における使用料等の納付

猶予

・2020年4月～9月までに生じた港湾施設使用料、入港料、水域占用料、

土地等の行政財産使用料及び普通財産貸付料の納付期限を6か月間猶

予

【イベントの中止】海の日みなとまつりや花火大会などを中止



一、後期高齢者医療広域連合議会臨時会が、7月

16日午前10時からメルパルク名古屋で開催されま

した。

一、５月の各自治体での議員の所属委員会等の変更

伴い、各自治体から選出される後期高齢者医療広

域連合議会の議員も変わり、議会人事とこの間の

コロナ対策のため等の専決処分の議案が審査され

ました。

一、日本共産党からは、岡田ゆき子名古屋市会議員

伊藤建治春日井市議の２人が広域連合議員に選出

されています。

一、連合長は昨年５月から河村名古屋市長が、副連

合長は今年２月から竹本豊川市長が就任していま

す。議長には丸山議員（尾張旭市）、副議長に伊

東議員（東栄町）が選任されました。議選の監査

委員に服部議員（一宮市）を選出しました。識見

の監査委員は後藤道夫氏（元名古屋市職員）が継

続して就任しています。

一、議案４件は専決処分で、2020年度補正予算案が

2件、条例改正案が２件でした。

一、岡田ゆき子議員がマイナンバー普及促進のため

の専決補正予算案に対し質疑を行い、反対討論を

行いました。

一、日本共産党は、専決補正予算案１件に反対、他

の議案には賛成しました。
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後期高齢者医療広域連合議会( )

後期高齢者議会臨時会について

愛知県後期高齢者医療広域連合議会7月臨時会（2020年7月16日）

議案

各議員の態度

結果 内容
共産党 他議員

監査委員の選任（識見） ○ ○ 可決
後藤道夫（名古屋市、1950年生。緑区区民福祉部長、愛知県国保連
合会代表監事、再任）。

監査委員の選任（議選） ○ ○ 可決 長谷川由美子（名古屋市議、北区、公明党）

愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢
者医療に関する条例の一部を改正する条例
の専決処分

○ ○ 可決
新型コロナ感染症に感染した被用者に傷病手当を支給。労務できな
くなった日の３日目から労務出来なかった期間。過去３か月の給与
収入の日割額×2/3×日数。財源は特別調整交付金

2020年度愛知県後期高齢者医療広域連合後
期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）
の専決処分

○ ○ 可決 補正額387万2千円。傷病手当金。特別調整交付金で予算措置。

2020年度愛知県後期高齢者医療広域連合一
般会計補正予算（第1号）の専決処分

● ○ 可決
補正額390万4千円。保険証更新時にマイナンバーカード交付申請勧
奨リーフを追加封入する業務費。財源は特別調整交付金。

愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者
医療に関する条例の一部を改正する条例の
専決処分

○ ○ 可決
新型コロナの影響で収入減少した場合の保険料減免の申請期間を延
長。

態度：○＝賛成 ●=反対 日本共産党以外の全議員は同じ態度でした。

後期高齢者広域連合での議案に対する態度（2020年7月16日）

2020年
7月16日



リーフレットの具体的な記載内容
はなにか

【岡田議員】一般会計補正予算案（第1号）は、被

保険者に送付する被保険者証の発送の際リーフレッ

トの追加封入業務にかかわる委託料を予算措置する

ものです。３点質問します。

追加封入するリーフレットとは、2021年3月から

マイナンバーカードが健康保険証として利用できる

ことを知らせるものだと聞いています。その具体的

な内容をお聞きします。

保険証としての利用方法や事前登録が
必要なことなど（課長）

【管理課長】今回送付したリーフレットは、国が作

成した原稿を用いて印刷したもので、その内容は、

タイトルを「2021年３月（予定）からマイナンバー

カードが健康保険証として利用できるようになりま

す！」として、

・保険証としての利用方法

・利用するには事前に登録が必要なこと

・12桁の数字は使用しないこと

・よくある質問への回答

などを記載している。

国の通知は法律上どういう効力が
あるのか
【岡田議員】このリーフレットの被保険者への発送

については、国から通知が発出されています。広域

連合は国からの通知を受けて、発送業務を業者に委

託するということですが、この通知の取り扱いは、

地方自治法上どういう種類の通知にあたりますか。

従うべき法律上の義務があるのですか。

国の通知は「技術的な助言」、オンラ
イン資格確認の一環（課長）

【管理課長】令和２年２月27日付けで厚生労働省・

総務省・内閣府の連名により「オンライン資格確認

等の実施を踏まえたマイナンバーカードの取得促進

等について」が発出され、被保険者証の年次更新時

にマイナンバーカード申請書類・リーフレット・返

信用封筒の三点を同封し、取得勧奨を行うよう依頼

があったものです。

今回の国からの通知は、地方自治法第245条の４

第１項等に基づく「技術的な助言」として行われて

おり、地方公共団体の事務に関し、地方公共団体に

対する助言として、客観的に妥当性のある行為を行

い、又は、措置するように促したり、又は、それを

実施するために必要な事項を示したりするものです。

オンライン資格確認の導入に向けた事務が今後進め

られていくので、オンライン資格確認ではマイナン
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後期高齢者議会 一般会計補正予算案への質疑（7月16日）

専決処分の一般会計補正予算案（第1号）
について

マイナンバーカード取得促進のための
リーフレットは必要ない

岡田ゆき子議員

保険証更新時に同封されるマイナンバーカード普及促進リーフ



バーカードが健康保険証として使用可能になること

を知らせる趣旨から、被保険者証の年次更新にリー

フレットを同封した。

リーフレットの発送時期はいつか
【岡田議員】リーフレットが追加封入される被保険

者証の発送時期はいつですか。

被保険者証は各市町村が７月１０日に
郵便局に持ち込んだ（課長）
【管理課長】被保険者証の発送は、各市町村が７月

10日㈮に各郵便局へ持ち込んだ。簡易書留による郵

送なので、遅くとも７月下旬までには届く予定。

複雑な業務に対する市町村との協
議状況はどうしているか（再質問）
【岡田議員】答弁では、リーフレットを入れた被保

険者証の発送はすでに始まっているということでし

た。すると、被保険者は、リーフレットを見て、マ

イナンバーカードが必要だと理解するでしょう。現

在も交付率は１６％程度ですから、大半はマイナン

バーカードの取得から始めることになります。とこ

ろが、マイナンバーカードの取得だけでなく、保険

証として利用するための初回登録が必要です。それ

も、オンライン上の作業しかできません。厚労省の

担当者でさえ「手続きは複雑な仕組み」だと言われ

ました。

インターネット環境のない高齢者は多いでしょう

から、市町村に問い合わせや手続きのお願いなど集

中することが予想されます。名古屋市の場合、マイ

ナンバーカード取得のための人員と、7月から開始

したマイナポイント登録に関わる支援員を配置した

ようですが、健康保険証の登録に関する問い合わせ

や作業を支援する体制はありません。広域連合が広

報を始めるのですから、それらの対応について市町

村はどうしていくのか、市町村との協議状況をお聞

きします。

４月の市町村担当課長会議で協議した
が意見はなかった（事務局長）
【事務局長】市町村との協議状況は、本年４月、新

型コロナウイルス感染症の影響により資料送付の形

式で開催した市町村担当課長会議で、今回のリーフ

レットを被保険者証の年次更新に同封することを情

報共有し、協議事項としたが、特に意見はなかった。

各市町村は、国からの技術的助言で示されている

「初回登録等の手続支援の取組」や「国保・後期担

当部局とマイナンバーカード交付担当部局との役割

分担」に関する内容を踏まえ、適切に取り組まれる

と認識している。

医療機関との協議状況はされたの
か（再質問）
【岡田議員】このリーフレットが配布されれば、ま

ず、被保険者は通っている医療機関や薬局でマイナ

ンバーカードが使えると思ってしまう。しかし、医

療機関等は、マイナンバーカードを認証するための

端末機を購入しオンライン回線工事を行う必要があ

ります。また、医療機関の受付では、被保険者が端

末操作が上手くできないであるとか、初回登録をし

ていないマイナンバーカードを間違って持ってきて

しまったりすれば、それらの説明や援助などを医療

機関窓口で対応できるのか、また端末の設置は任意

ですから、設置していない医療機関にマイナンバー

カードを持って受診してしまう場合も考えられます。

混乱が起きるのではないか。誰が責任を持つのか。

リーフレット発送によって、影響を受ける医療機関

と協議がされているのか、状況をお聞きします。

医療機関との特別な協議は行わない
（事務局長）
【事務局長】今回送付したリーフレットには、マイ

ナンバーカードの健康保険証としての利用に関する

内容が記載されているが、その内容は後期高齢者医

療だけではなくすべての医療保険の被保険者に関す

る一般的な内容ですので、リーフレットの送付に当

たり、医療機関等との特段の協議は行っていません。

リーフレットの送付時期を再考す
べきだった（再々質問）
【岡田議員】マイナンバーカードが健康保険証とし

て利用できる仕組みには、多くの問題があると思い

ます。連合長にお聞きします。

市町村から、特に意見はなかったという答弁です

が、4月時点の課長会議は、まさにコロナ禍で通常

の会議として開催できない中にあり、それどころで

はないという認識ではないですか。

特別定額給付金のマイナンバーカードを使ったオ

ンライン申請では、役所の窓口に申請や更新を求め

て人が集中し３密状態で大変でした。そのうえ、オ

ンラインシステムはトラブルが度々起きました。役

所窓口で同様のことは起きないと言えるでしょうか。

被保険者にとって、マイナンバーカードを身分証と

して取得したとしても、複雑でわかりにくい初期登
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録をしてまで保険証としてマイナンバーカードを持

つことにメリットがあるのかも疑問です。

最も大きな問題は、医療機関や薬局の納得と理解

が得られているかということです。医療機関はコロ

ナ禍で厳しい経営に直面しています。人員の確保も

大変です。いくつかの医療機関に直接聞きましたが、

「マイナンバーカードがどの医療機関でも保険証と

して使えるとも読めるキャッチフレーズは問題だ」

という意見です。端末機の設置と配線工事費にまず

費用がかかり、その上、マイナンバーカードの紛失

や取り違えが起こった場合は、従来の保険証以上に

混乱するかもしれないといいます。設置は任意です

ので、設置しないという選択ができるのですが、ど

の医療機関でも利用ができるように読めるリーフフ

レットの配布は、現場に混乱を持ち込むことになる

というのが医療機関などの見方ではないかというこ

とでした。

医療機関等、関係団体と協議していないという答

弁でしたが、これは問題です。協議しないでリーフ

レットを配布始めるというのは、手順として丁寧さ

に欠けるのではないですか。少なくない医療機関か

らは、拙速に配布しないでほしいという声もあるが、

確認していない。ちなみに、名古屋市国保は、医療

機関の団体などの意見を参考にリーフの配布は当分

見合わせる予定と聞いています。

改めて聞きますが、先ほどの答弁で、リーフレッ

トの発送に関する国からの通知は、法的義務はない

技術的助言に当たるということです。広域連合や市

町村の判断に委ねられているもので、この現状を見

ても、急いでリーフレットを配布する必要はなかっ

たのではないですか。

しょうがないで最低限のことはやって
おこうかということ（連合長）
【連合長（河村市長）】このマイナンバーカード言

うのは誤解されておりまして、圧倒的に時代遅れの

産物でございまして、今回の10万円の給付で皆さん

ようわかった。先代が住基ネット、あれ、私は大反

対しておりましたけれども。私が新進党、民主党に

おった頃は反対だったんですけれども、私がおらん

ようになったら急に賛成になったと。まぁ無茶苦茶

な話ですけれども。大体住基ネットで3,000億から

一兆円無駄遣いしたと言われております。そういう

ことをやっておったもんだで、その間にアメリカは

いわゆるGAFA、グーグルとかは、ああいうのはいり

ませんわね、全然そんなものは。そちらの方に負け

てしまったと。結論的には、いうこともないですけ

れどもそうなってしまったと。

まぁ国からの助言です。で、だけどまぁしょうが

ないで、最低限のことはやっておこうかと。まぁそ

ういうことでございます。

【岡田議員】令和2年度広域連合一般会計補正予算

第1号の専決処分について反対の立場で討論します。

政府は、マイナンバーカードの普及を促進させるた

めの対策を本格化させています。

専決処分である本補正予算は、マイナンバーカー

ドの普及促進のため、「マイナンバーカードが健康

保険証として利用できる」ことを、被保険者に広く

知らせるリーフレットを送付する経費を、計上した

ものです。

しかし、マイナンバーカードの普及は、全国でも

取得は16％程度にとどまっています。マイナンバー

カードの取得や健康保険証として利用するためのオ

ンライン登録も、被保険者にとっては複雑で大変わ

かりにくく、たとえ取得したとしても、持ち歩くこ

とによる紛失や取り違え等のリスクの方が、かえっ

て高まるだけであり、窓口の混乱も起きかねません。

被保険者にとって、マイナンバーカードを健康保険

証として利用するメリットはありません。

医療機関や薬局は、コロナ禍で経営がこれまでに

なく厳しくなっています。そのうえ、マイナンバー

カードを利用するためには、一部補助があるとして

も新たなインフラ整備とその費用を負担しなければ

なりません。紛失や漏洩の問題、保険証とマイナン

バーカードの患者が混在し煩雑になることは否めま

せん。来年3月からは、従来通り、健康保険証を用

いて支払基金のオンラインシステムにより、即時に

資格確認できる予定ですから、マイナンバーを導入

するメリットがどれほどあるのか、との意見がある

のも当然です。

広域連合は、そうした医療機関の意見を聞くこと

なく、拙速にリーフレットを送付すべきではありま

せんでした。広域連合の責任が問われます。
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（反対討論）健康保険証で支払基金のオンラインシステムから即時に資
格確認できる予定だ。マイナンバーを導入するメリットはなくムダだ

岡田ゆき子議員



２月議会以降、６月議会終了までに市議団が行った申し入れや見解、声明、談話などは次の通りです。

１ 新型コロナウイルス感染症に関する情報提供の改善についての申し入れ（4月1日）

２ 新型コロナウイルス感染症の影響から市民のいのちと暮らしを守るための緊急要請（4月9日）

３ 新型コロナウイルス感染症の影響から市民のいのちと暮らしを守るための緊急要請（追加）（4月28日）

４ 安心安全な学校再開にあたっての申し入れ（5月26日）

５ 新型コロナウイルス感染症を踏まえた災害対策の強化についての申し入れ（5月28日）

６ 一刻も早い特別定額給付金の支給を求める緊急要請（6月23日）

７ 2019年度政務活動費の収支報告書と領収書の公開について（6月30日）

新型コロナウイルス感染症に関する情報提供の改善について（申し入れ）

2020年4月1日
防災危機管理局長 渡邊正則様
健康福祉局長 山田俊彦様

日本共産党名古屋市会議員団
団長 田口一登

新型コロナウイルス感染症が世界的に広がり、市民不安が増大しています。中小企業は経営の危機に直面し、多くの非正規

雇用労働者やフリーランスで働く人たちは収入が絶たれ、生活が脅かされています。市民の不安を少しでも解消するために、

不安に対する正確な情報提供が求められています。

新型コロナウイルス感染症とは何か。生活に困っているがどうしたらいいか。事業が立ち行かない。さまざまの不安に対し

て、現時点で設置されている国、県、市、関連機関の制度を市民にわかりやすく情報提供する市のホームページの一層の改善、

相談窓口の設置が緊急に求められています。

そこで、下記の改善を申し入れます。

記

１ 名古屋市のホームページで、「新型コロナウイルス感染症に関する情報はこちら」から、市民や事業者に対して、新型コ

ロナウイルス感染症に関係する項目を整理し、正確に、わかりやすくお知らせすること。

２ 暮らしと営業に深刻な危機を抱えた市民に対し、ワンストップで相談できる窓口を設置すること。

新型コロナウイルス感染症の影響から市民のいのちと暮らしを守るための緊急要請

2020年4月9日
名古屋市長 河村たかし 様

日本共産党名古屋市議団
団長 田口一登

新型コロナウイルス感染の拡大が続き、名古屋市内の感染者は168人となりました。

愛知県大村知事は、県内の感染者が増えているとして、明日にも県独自に「緊急事態宣言」を出すとし、また、政府に対し、

緊急事態宣言の対象区域に指定するよう要請を行いました。

今後、不要不急の外出や移動の自粛をもとめることとなり、市民の暮らし、営業は一層厳しくなると考えられます。

新型コロナウイルス感染症による危機から、市民のいのちと暮らし、営業を何としても守るために、自治体としてあらゆる

対策を躊躇なく最大限のスピード感をもって行うことが求められます。以下、市民のいのちと暮らしにかかわる施策について、

緊急に申し入れます。

記

１ 感染防止対策として「自粛要請と一体に補償を行う」ことを基本方針に据えるよう国に求めるとともに、市として「新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」も活用した補償の仕組みを検討すること

２ 南・緑区のデイサービス休業要請期間中の損失については国、市の責任で全額補償する具体的内容を明らかにし、早急に

補償すること

３ 感染拡大防止を目的に中止した名古屋市が主催、共催するイベント等については、予定した公演料等を全額補償すること

４ 休業要請を受けた業者に対して休業補償をすること。また苦境に陥っている事業者に対し家賃・リース料など固定費を補

助すること
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５ 国民健康保険被保険者の傷病手当金の対象を事業主、家族従業員に拡大すること

６ 感染の影響による収入減、失業などで市営住宅の家賃負担が困難な世帯に対し、家賃減免を行うこと。また、雇い止め、

企業倒産などで、住居の退去を余儀なくされた方に対し、市営住宅の入居のあっせんを行うこと

７ 学校給食が唯一のまともな食事となっている子どもたちを救うため、学校給食を再開し、必要な子どもに食事を提供する

こと

新型コロナウイルス感染症の影響から市民のいのちと暮らしを守るための緊急要請

2020年4月28日
名古屋市長 河村たかし 様

日本共産党名古屋市議団
団長 田口一登

新型コロナウイルス感染の拡大が続き、昨日までに名古屋市内の感染者は２６７人です。

愛知県は4月10日、県独自に「緊急事態宣言」を出し、政府も、緊急事態宣言の対象区域を全国に広げ、不要不急の外出や

移動の自粛をもとめました。

市民の暮らし、営業は一層厳しくなっています。

新型コロナウイルス感染症による危機から、市民のいのちと暮らし、営業を何としても守るために、自治体としてあらゆる

対策を躊躇なく最大限のスピード感をもって行うことが求められます。以下、市民のいのちと暮らしにかかわる施策について、

緊急に申し入れます。

記

１ 自主的に休業する理美容業界に対する休業協力金を、市としても支給すること。

２ 上下水道料金の支払い猶予や減額、免除を行うこと。

３ 特別定額給付金10万円は速やかに給付すること。

安心安全な学校再開にあたっての申し入れ

2020年5月26日
名古屋市教育委員会教育長 鈴木誠二 様

日本共産党名古屋市議団
団長 田口 一登

貴職が、日ごろから子どもたちの教育行政に尽力されていること、とりわけ、未曾有の危機といえる新型コロナウイルス感

染拡大を防止するため、子どもたち、保護者、教職員の思いに応えて奮闘されていることに敬意を表します。

教育委員会は、市内の感染状況等をふまえ、6月１日から、教育活動を再開するとしました。文部科学省は、地方自治体に

は「一切気を緩めることなく、『新しい生活様式』の考え方を踏まえつつ、感染防止対策を徹底したうえで、学校における教

育活動を段階的に開始する」ことを求め、感染リスクがゼロにならないということを受け入れつつ、「『密集』の回避」のた

めに、「人との間隔は、できるだけ２メートル開けることを推奨」しています。

また、長期休み後はこれまでも登校できない子どもたちが増える傾向にあったことをふまえると、子どもたちの不安に寄り

添った一層の配慮がもとめられています。

学校再開にあたって、以下のことを申し入れます。

記

１、小中全学年に対し子ども同士の身体的距離を十分確保すること。そのために１必要な教員数を確保し、学級を分割するこ

と。

２、保健室の通常利用とは別に、感染が疑われる発熱等の体調不良の子どもたちに対応できる静養室を確保し、あわせて養護

教諭を補助する人を配置すること。

３、休業が長期にわたったことで心のバランスを崩している子どもたちに教員がしっかり寄り添った対応をすること。小学校

にスクールカウンセラー等の配置を行うこと。

４、授業時数を確保するために、夏休み・冬休みを短縮するなどが予定されているが、過度に授業時数のみを求めず、教える

内容を精選すること。

５、新学習指導要領で今年度から新たに履修することとされた小学校外国語教育・道徳教育・プログラミング教育については、

見直し、基礎基本の教科を重点とした内容に編成し直すよう文部科学省に働きかけること。
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新型コロナウイルス感染症を踏まえた災害対策の強化についての申し入れ

2020年5月28日
名古屋市長 河村たかし 様

日本共産党名古屋市会議員団
団長 田口一登

市民の命と暮らしを守るための新型コロナウイルス感染症への数々の対応に心から敬意を表します。緊急事態宣言は解除さ

れましたが、今後も感染症拡大による第二波が懸念されることから、巨大地震や津波、台風や高潮、豪雨などの自然災害と感

染症、いわゆる複合災害への備えが急務となっております。

国から、避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について示されており、本市においても、新型コロナウイルス

感染症対策の教訓をいかして、感染症対策を踏まえた避難所運営などの災害対策の改善や強化をすすめる必要があると考えま

す。

そこで、あらためて避難計画を見直し、感染防止を盛り込んだ災害対策を早急に具体化し、市民に周知することが大切です。

伊勢湾台風や東海豪雨を経験した名古屋市だからこそイニシアチブを発揮し、「救助実施市」として、さらなる防災対策の

強化をすすめ、市民の命と安全の確保に万全を期すことを求めます。

以下、具体的な要望を申し入れます。

記

１ 避難所での密閉・密集・密接を避けるため、多様な形態の避難所をできるかぎり多く確保すること。

1）指定避難所の小中学校では体育館に加えて、エアコンが設置された普通教室の積極的活用

2）旅館、ホテルの宿泊施設や民間企業の会議室、研修センターなどの利用協力

3）大学、高校、専門学校へ避難者の受け入れのはたらきかけ

4）車中泊やテント泊が必要となった場のために学校のグラウンドや大規模店舗の駐車場の活用

２ 避難所における基本的な生活衛生環境の抜本的改善を強力にすすめること。

1）一人あたりのスペース４㎡（対人２メートル）の確保や間仕切り、パーテーションの設置などによるスペースの確保を

新たな基準とする

2）ＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）＋Ｓ（消毒液）など資機材確保のためにも幅広く事業者との協定をむすぶ

３ 感染症を踏まえた指定避難所運営マニュアルの改正を急ぎ、広く市民への周知をはかること。

４ 避難者のためのマスク、アルコール消毒液、非接触型体温計および避難所運営者のためのゴーグル、高性能マスク、使い

捨て手袋、ガウン、飛沫防止シートなど感染症対策に必要な備蓄物資を拡充すること。

５ 感染者の早期発見と予防のために、避難者の健康状態の確認と避難所などの衛生状態をチェックし、必要な改善を指導で

きる保健師など保健所業務の人的体制を抜本的に強化すること。感染者の隔離および医療機関などへの移送に必要な体制を

確立すること。

６ 感染者の隔離を行うために、今回の事態で確保した感染症対策病床や軽症者の療養施設を当面維持し、計画的に増やすこ

と。

７ 感染予防対策や健康管理の知識や技術を学んだ健康危機管理サポーターの育成をすすめること。

一刻も早い特別定額給付金の支給を求める緊急要請

2020年6月23日
名古屋市長 河村たかし 様

日本共産党名古屋市議団
団長 田口一登

名古屋市の特別定額給付金申請書の郵送が終了し、給付金の支給が市民の大きな関心事となっています。23日付け一般紙で

は、名古屋市は19日時点で給付率が4.7％にとどまっているとし、全国の給付率51.1％（3016万世帯）に比べて、かなり遅れ

ていることを指摘しています。この事態を受け、市は職員体制を強化する方針を示しました。

党市議団が行った市民アンケートでは、「定額給付金が遅い」「名古屋はなぜ遅いのか、今どんな状況なのか」「生活が立

ち行かない」などの切実な声が多く寄せられています。そもそも「特別定額給付金事業は、感染拡大防止に留意しつつ、簡素

な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行う」ものであり、多くの市民は緊急事態宣言下で支給されるものと考えていたと

思います。生活費や家賃、ライフラインの支払い等に定額給付金を充当しなければならないギリギリの生活を余儀なくされて

いる市民がいることに、市は最大限の配慮をすべきです。
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他都市では何としても市民に早く給付金を届けるとして、首長が指導力を発揮し、あらゆる手立てを講じてきており、早期

の給付と同時に、給付状況の公表、給付番号を使って個別に給付状況の追跡が出来るようにＨＰの工夫もされるなど、不安の

声にこたえる対策を立てています。

以下、給付金を一刻も早く給付し、市民に安心していただくために緊急に申し入れします。

記

１、申請書受理後の書類の開封、確認、銀行照会などを迅速に行い、返信から2-3週間後に給付を終えるという期限を厳守す

るために、必要な人員体制をつくること

２、人員確保には、市役所、区役所、市事業の委託業者等も総動員し、短期間に集中して作業を進めること

３、給付状況が市民に分かるよう、給付率を行政区毎に公表する、給付状況を市民が個別に追跡できるようにするなど情報公

開を進めること。また、市民からの問い合わせに対してはＨＰ上の「よくある質問」に随時アップし、できる限り疑問や不

安にこたえること

2019年度政務活動費の収支報告書と領収書の公開について

2020年6月30日
日本共産党名古屋市議団

名古屋市会は6月30日から、2019年度の政務活動費の収支報告書および領収書の公開を行いました。日本共産党名古屋市議

団は、昨年度に引き続き、主な支出内容、政務活動費報告書（調査・研究報告書、研修報告書、要請・陳情活動報告書）を公

開します。今後とも市民に対して開かれた議会活動に力を尽くします。

日本共産党名古屋市議団の2019年度政務活動費の概要は次の通りです。

１ 収支の概要

2019年度は、支給額33,000,140円（利息含む）に対し30,313,718円を支出し、市に2,686,422円を返還します。

２ 支出等の主な特徴

（１）執行率について

2019年度の政務活動費の執行率は、91.9％で、8.1％を市に返還します。前年度の執行率は、72.9％でした。

（２）広聴広報費

市政懇談会（3回）や市議団ニュースの発行（敬老パス特集号は全戸配布）等に支出。名城公園への県立体育館移設及び

旧西区役所跡地利用に関するアンケート調査をそれぞれ行いました。また、2年に1度党市議団が実施している全世帯対象の

市政アンケートの準備として資材関連費（アンケート用紙・返信用封筒作成経費等）を支出しました。

2020年度からアンケート調査に係る支出は「調査研究費」として処理する予定です。

（３）調査研究に係る経費

調査研究に係る支出のうち、主に視察に係る旅費交通費を「調査研究費」に、調査研究のための資料の購入費を「資料購

入費」、議員の調査研究・広報・資料作成を専任で補助する政務活動補助員の人件費を「人件費」として処理しています。

３ 党市議団の政務活動費にかかわる情報公開について

（１）日本共産党名古屋市議団は、収支報告書・主な支出内容、領収書に加え、視察や研修などの報告書を自主的に議長に提

出し、市民が閲覧できるようにしています。

（２）日本共産党名古屋市議団ホームページでは、収支報告書や主な支出内容、出納簿を公開しています。また、ご連絡いた

だければ市議団控室で領収書や視察・研修などの報告書を閲覧していただくことができます。

４ より開かれた議会活動をめざし改革を前進させます

日本共産党名古屋市議団は政務活動費の「使途の透明性を確保する」（議会基本条例第17条第1項）ために、出納簿につ

いてもウェブサイト公開を求めるとともに、按分の根拠の明確化や、実態に応じた按分が困難な場合の上限設定など「使途」

の厳格化、同支出に係る報告書の提出・公開などを実現するため全力を尽くします。
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資 料

資料１ 2019年度政務調査費の収支報告と領収書の公開（7月1日）

資料２ 名古屋市のコロナ感染症に対する支援策（7月15日）

資料３ この間の主な新聞記事

名古屋市議会の2019年度政務活動費収支報告が5月7日に議長に提出され、

6月30日に公開されました。

日本共産党は、交付額3,300万円に対して支出3,031万円余、執行率は約92％

で、268万円余を返還しました。４月に市議選があり、４月分は１２名、５月

以降は５名の活動の結果です。日本共産党名古屋市議団ではホームページ上に

収支報告書や会計帳簿を公開しています。

2019年度 政務活動費の収支報告書（日本共産党）

(収入の部) (円)

科 目 収入済額

政務活動費 33,000,000

利 息 140

合 計 33,000,140

(支出の部）（円）

科 目 決算額 摘 要

調査研究費 82,350
コミュニティ活性化施策調査（新潟市）、名古屋城全体整備検討会議傍聴・小学校統合説明会傍聴等
市内25件

研修費 330,526
市町村議員研修会（自治体研究社・東京）、地方議員セミナー（保育研究所・東京）、地方議員社会
保障研修会（大阪社会保障推進協議会・大阪）等の参加費・旅費交通費。

広聴広報費 10,106,149
市政アンケートの用紙・返信用封筒作成、名城公園への県立体育館移設に関するアンケート、旧西区
役所跡地に関するアンケート、市政懇談会（6/5、11/8、2/12）、市議団ニュース（№264～266及び
行政区版）発行、ホームページWEB更新・サポート料等

要請陳情活動費 155,188 省庁交渉２回（10/18厚生労働省・文部科学省・文化庁、3/18厚生労働省・内閣府）

会議費 0

資料作成費 11,000 本会議質問用パネル作成

資料購入費 730,801
各種新聞購読料、月刊誌「保育情報」「社会保障」「自治と分権」「日本の学童保育」などの購読料、
教育・福祉・介護・地方自治・まちづくり・ジェンダー関連書籍代、新聞記事検索サイト利用料

事務所・事務費 3,200,865
議員控室のパソコンリース及びレンタル料、パソコン周辺機器、電話使用料、コピー機、コピー用紙
ほか文具代の按分経費。議員事務所の家賃の按分経費（請求額の50％、但し上限5万円）

人件費 15,696,839
政務活動補助員の給与・一時金・通勤費及び社会保険料などの事業主負担分（4～6月5名、7月4名、8
～3月は5名）

合 計 30,313,718 （収入支出差引残額）2,686,422円 ※残額は市長に返還します。
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政務活動費の会派別収支報告書（2019年度）

日本共産党 自由民主党 名古屋民主 減税日本ナゴヤ 公明党 無所属の会

収
入

政務活動費 33,000,000 126,500,000 102,000,000 77,500,000 66,500,000 3,000,000

利息 140 0 0 191 158 0

合計 33,000,140 126,500,000 102,000,000 77,500,191 66,500,158 3,000,000

支
出

調査研究費 82,350 8,228,808 12,635,400 580,330 2,354,499 51,635

研修費 330,526 305,943 358,420 654,990 30,390 15,400

広聴広報費 10,106,149 18,291,780 24,776,479 7,099,393 4,605,074 8,400

要請陳情活動費 155,188 199,830 22,580 0 297,840 0

会議費 0 132,725 0 41,340 90,920 0

資料作成費 11,000 2,535,311 462,636 81,458 660,536 10,142

資料購入費 730,801 2,368,661 2,661,838 1,436,924 2,458,334 28,259

事務費・事務費 8,200,865 35,921,199 31,911,344 13,857,044 7,990,778 256,196

人件費 15,696,839 56,557,137 28,117,156 6,603,020 7,567,438 0

合計 30,313,718 124,541,394 100,945,853 30,354,499 26,055,809 370,032

残余 2,686,422 1,958,606 1,054,147 47,145,692 40,444,349 2,629,968

支出率 91.9% 98.5% 99.0% 39.2% 39.2% 12.3%

議員数（2019年4月～
2020年3月）

定数75→68

12→5 22→21 18→17 7→14→13 12→11 0→1

10月：前田離団 10月～

新型コロナウイルス感染症に関連する主な支援策について(7月15日現在）

区分 対象 支援策 内容 問い合わせ先

個
人
・
世
帯
の
方

給
付

全ての方 特別定額給付金 一律1人当たり10万円を給付
名古屋市特別定額給付金コー
ルセンター：050-3085-7656

児童手当を受給
されている方

子育て世帯への臨時特別給
付金

児童手当（特例給付の方は除く）の令和2年4月
分の対象となる児童1人につき、1万円を給付※
令和2年3月末に中学校を卒業した児童も対象

専用ダイヤル
公務員以外：052-972-4393
公務員用 ：052-325-2941

ひとり親世帯の
方

ひとり親世帯臨時特別給付
金

児童扶養手当受給世帯等や収入見込額が児童扶
養手当受給対象となる世帯に5万円を支給。※第
2子以降1人につき3万円を加算※児童扶養手当受
給世帯等で収入が減少した世帯には5万円を加算

「ひとり親世帯臨時特別給
付金」コールセンター（厚
労省）
:0120-400-903

解雇等により住
宅を失った（失
う恐れのある）
方

住居確保給付金
住宅を失っている方又は住宅を失うおそれのあ
る方を対象として、賃貸住宅の家賃を支給

各名古屋市仕事・暮らし自
立サポートセンター

援
助

市営住宅の提供
解雇等により住宅の確保が困難となった方に対
して、市営住宅を提供（有償）

名古屋市住宅供給公社管理
課

学校・保育所へ
通う子どもがい
る方

就学援助
市立小中学校又は国立小中学校へ就学させるの
にお困りの方に、給食費や学用品費などの費用
を援助する制度

教育委員会事務局学事課
：052-972-3217

名古屋市奨学金（高等学校
等給付型奨学金）

市内在住の高校生のうち、保護者等の年収見込
額が市民税所得割非課税相当となる方に奨学金
を給付（公立60,000円、私立72,000円）。

教育委員会事務局学事課
：052-972-3385

市立高等学校入学料・授業
料免除

市立高等学校の入学料または授業料の免除
入学・在学する市立高等学
校

利用者負担額（保育料）の
日割り計算による減額

保育所等の利用を自粛した保護者に対し保育料
の日割り計算による減額を実施（対象期間：4月
から5月）

子ども青少年局保育企画室
：052-972-2528

高等教育の修学支援制度
国の家計急変の事由に該当する場合、授業料等
減免及び給付型奨学金の申請を受付

各学校日本学生支援機構奨学金
（貸与型奨学金）

日本学生支援機構の定める家計急変の事由に該
当する場合に、貸与型奨学金の申請受付

大学等授業料減免制度
各学校で定める家計急変の事由に該当する場合
に、授業料減免の申請受付

全ての水道利用
者の方

水道料金の減額
水道の基本料金を2か月分免除。※水道料金の請
求から基本料金の額を差し引く方法で実施する
ため、申込手続は不要

上下水道局各区担当営業所
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新型コロナウイルス感染症に関連する主な支援策について(２）

区分 対象 支援策 内容 問い合わせ先

個
人
・
世
帯
の
方

援
助

介護保険料の納
付が困難な方

介護保険料の減免
一定の収入減少等の要件に該当する場合に、保
険料の減免を実施

各区役所福祉課・各支所区民
福祉課福祉係

国民健康保険料
の納付が困難な
方

国民健康保険料の減免
一定の収入減少等の要件に該当する場合に、保
険料の減免を実施

国民健康保険料お問い合わせ
センター：0570-007-584。
各区保険年金課・各支所区民
福祉課保険係

後期高齢者医療
保険料の納付が
困難な方

後期高齢者医療保険料の減
免

一定の収入減少等の要件に該当する場合に、保
険料の減免を実施

各区保険年金課・各支所区民
福祉課保険係

個人市民税の納
付が困難な方

個人市民税の減免
所得の大幅な減少が見込まれる方などに対する
個人市民税の減免の実施

各市税事務所

貸
付

収入が大きく減っ
た方

緊急小口資金（特例貸付）
(外部リンク)

緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった世
帯に対し、少額の費用を貸付する制度

各区社会福祉協議会
総合支援資金（特例貸付）
(外部リンク)

失業等により日常生活全般に困難を抱える方に
対し、生活支援金を貸付する制度

期
間
の
延
長
等

税金の申告・納
付が困難な方

個人市民税・県民税の申告
期限の延長

4月17日以降であっても引き続き申告を受付

各市税事務所

納税の猶予制度
給与が大幅に減少した等の事情により市税の納
付が困難となった方に対する納税の猶予

公共料金の支払
いが困難な方

上下水道料金の支払猶予制
度

上下水道料金のお支払いが困難な世帯等に対す
る支払猶予（状況に応じて最長で令和2年12月末
まで）

上下水道局各区担当営業所

住民票、戸籍、
マイナンバーに
関する手続きを
したい方

住民基本台帳（住民票）の
届出期間の延長

転入・転居・世帯変更等の住民票の異動手続き
について、異動した日から14日を経過した後で
も手続きできるよう届出期間を延長

各区役所市民課・各支所区民
生活課市民係

マイナンバーカード交付期
間の延長

マイナンバーカードの受取について、当分の間、
交付通知書に記載された期限を経過した後でも
受取できるよう受取期間を延長

電子証明書の更新手続き
電子証明書の更新手続きについて、電子証明書
の有効期限経過後も更新手続きが可能

郵
送
請
求

郵送による転出届 転出届は、郵送によることが可能

住民票・戸籍などの証明書
の郵送請求

住民票・戸籍などの証明書の請求は、郵送によ
る請求が可能

証明書交付センター
052-683-9532

手
数
料
免
除

融資や貸付等の
手続きのために
証明書が必要な
方

住民票・戸籍などの証明書
の交付手数料の免除

融資や貸付等の支援制度の手続きに必要な住民
票・戸籍などの証明書の交付手数料を免除

各区役所市民課・各支所区民
生活課市民係

所得証明・納税証明などの
市税に関する証明書の交付
手数料の免除

融資や貸付等の支援制度の手続きに必要な市税
に関する証明書の交付手数料を免除

各市税事務所

区分 対象 支援策 内容 問い合わせ先

事
業
者
の
方

相
談

経営等について
ご相談したい方

経営相談
中小企業診断士などの資格を持つマネージャー
が、創業、経営など経営について無料の窓口相
談を実施（要予約）

名古屋市新事業支援センター
または各区保険年金課・各支
所区民福祉課保険係

金融相談窓口
資金繰り・融資などに関して、専門の相談員が
相談を受付

経済局中小企業振興課
052-735-2000

給
付

休業にご協力い
ただいた理美容
事業者の方

理美容事業者への休業協力
金

県が基本的に休止を要請しない施設のうち、自
主的に休業した理容事業者・美容事業者に対し
て、一事業者あたり10万円を交付

理美容事業者休業協力金コー
ルセンター:052-746-8214

休止要請しない
施設で事業を継
続されている方

ナゴヤ新型コロナウイルス
感染症対策事業継続応援金

県が基本的に休止要請しない施設のうち、消費
者と対面して商品等を提供する事業を継続する
中小企業者等に交付（一事業者10万円）

名古屋市協力金・応援金コー
ルセンター:052-228-7007

自粛により売り
上げが半減した
方

持続化給付金(外部リンク)
ひと月の売上が前年同月比で50％減の場合、中
小法人等は200万円、個人事業者等は100万円
（昨年1年間の売上からの減少分を上限）を給付

持続化給付金事業コールセン
ター:0120-115-570

家賃の支払いが
困難な方

家賃支援給付金(外部リン
ク)

地代・家賃（賃料）を支払う事業者のうち、令
和2年5月から12月の売上が、1か月で前年同月比
の50％減の場合または連続する3か月の合計が前
年同月比で30％減の場合、法人（資本金10億円
未満）は最大600万円、個人事業者は最大300万
円を給付

家賃支援給付金コールセンター
0120-653-930
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新型コロナウイルス感染症に関連する主な支援策について(３）

区分 対象 支援策 内容 問い合わせ先

事
業
者
の
方

給
付

従業員へ休んで
いただく方

雇用調整助成金（コロナ特
例）(外部リンク)

事業主が雇用の維持を図るための休業手当に要
した費用を助成

学校等休業助成金・支援金、
雇用調整助成金コールセンター
0120-60-3999（厚生労働省）

従業員に子ども
がいる方

小学校休業等対応助成金
小学校等が休校で労働者が有給休暇取得の場合、
1日当たり8,330円（令和2年4月1日以降に取得し
た休暇は15,000円）を上限に賃金相当額を助成

フリーランスで
子どもがいる方

小学校休業等対応支援金
小学校等が休校で休業したフリーランスの方に
1日当たり4,100円（令和2年4月1日以降は、7,500
円）（定額）を助成

民間児童福祉施
設や私立幼稚園
等の方

ナゴヤ新型コロナウイルス
感染症対策子ども・子育て
事業応援金

開所要請に応じた民間児童福祉施設等及び県の
預かり保育等実施要請に応じた私立幼稚園に対
し、一施設あたり5万円を交付

教育委員会:052-972-3219。
子ども福祉課:052-972-2520。
保育企画室:052-972-2524。
放課後事業推進室:972-3092

留守家庭児童育
成会の方

新型コロナウイルス感染症
対策臨時休業時特別開所助
成

小学校の臨時休業期間中、午前中から開所した
場合、1日当たり32,000円を助成 子ども青少年局放課後事業推

進室
052-972-3092新型コロナウイルス感染症

対策利用料減免助成

本市からの要請に基づき利用を自粛した保護者
の利用料を減免した場合、1日当たり日割り計算
による利用料を上限に利用料の減免額分を助成

援
助

全ての水道利用
者の方

水道料金の減額 水道の基本料金を2か月分免除。申込手続は不要 上下水道局各区担当営業所

活動を自粛して
いるアーティス
ト等の方

ナゴヤ文化芸術活動緊急支
援事業

活動を自粛しているプロのアーティスト等の支
援として、ウェブサイトで公開する映像作品を
募集し、一人あたり10万円を補助
※募集を一旦中止しています。

観光文化交流局文化振興室
052-972-3172

融
資

資金繰りのため
融資を受けたい
方

セーフティネット保証4号・
5号／危機関連保証

売上高が減少している中小企業者が、資金繰り
支援を受けるため、対象中小企業者であること
の認定の受付

経済局中小企業振興課：052-
735-2100

経営安定資金（環境適応資
金）

経営環境が急激に悪化している中小企業者の資
金繰りを支援するため、融資制度の拡充

融資制度にかかる保証料免
除

新型コロナウイルス感染症対策の４メニュー
（限度額8,000万または1憶円）を利用する方に
対し、概ね3年間分の信用保証料を免除）。
※ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策事業継
続資金と併用可能

ナゴヤ新型コロナウイルス
感染症対策事業継続資金

実質無利子・無担保・保証料減免・据置最大5年
かつ長期借入を低金利とした融資制度（限度額
4,000万円）
※融資制度にかかる保証料免除と併用可能

新型コロナウイルス感染症
特別貸付(外部リンク)

貸付上限：直接貸付6億円（別枠）（中小企業事
業）8千万円（別枠）（国民事業）。
貸付期間：運転15年以内,設備20年以内（うち据
置期間5年以内）。
前年もしくは前々年同月比で売上が5％以上減少

日本政策金融公庫
平日 0120-154-505
土日祝日

0120-112476（国民）
0120-327790（中小）衛生環境激変対策特別貸付

(外部リンク)

貸付上限：衛生環境の激変事由ごとに別枠1,000
万円（旅館業は別枠3,000万円）。
貸付期間：運転7年以内（うち据置期間2年以内）。
前年もしくは前々年同月比で売上10％以上減少

商工中金・危機対応融資
(外部リンク)

貸付上限：6億円。
貸付期間：運転15年以内,設備20年以内（うち据
置期間5年以内）。
前年もしくは前々年同月比で売上が5％以上減少

商工組合中央金庫
0120-542-711

新型コロナウイルス感染症
対策民間病院経営維持資金
貸付金

資金繰りが悪化している第二次救急医療を担う
病院等を運営する医療法人（従業員301人以上）
に対する無利子・無担保の融資。
償還期間：10年以内（うち据置期間3年以内）。
貸付上限：5億円（本市2.5億、県2.5億）

健康福祉局保健医療課
052-972-2623

期
間
の
延
長
等

税金の申告・納
付が困難な方

個人市民税・県民税の申告
期限の延長

4月17日以降であっても引き続き申告を受付

各市税事務所法人市民税及び事業所税の
申告納付期限の延長

決算作業が間に合わず、期限までに申告納付が
困難な場合等に、申告納付期限を延長

納税の猶予制度
事業継続が困難となった等の事情により市税の
納付が困難となった方に対する納税の猶予

公共料金の支払
いが困難な方

上下水道料金の支払猶予制
度

上下水道料金のお支払いが困難な事業者等に対
する支払猶予（状況に応じて最長で令和2年12月
末まで）

上下水道局各区担当営業所
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新型コロナウイルス感染症に関連する主な支援策について(４）

区分 対象 支援策 内容 問い合わせ先

事
業
者
の
方

支
援

飲食店を営まれ
ている方

飲食宅配サービス利用促進
事業

飲食宅配代行事業者と連携し、市民のデリバリー
サービスの利用を促進し、飲食店の事業継続を
支援

経済局産業企画課
052-972-2412

宿泊施設受入環
境の支援を受け
たい方

宿泊施設における受入環境
の支援

旅館・ホテル等の宿泊施設が実施する客室や共
用部のバリアフリー化改修等のインバウンド受
入環境整備の取り組みを支援

観光庁観光産業課
03-5253-8330

障害福祉サービ
ス事業所等を運
営されている方

障害者就労継続支援B型事
業所工賃支援

生産活動事業収益が減少している障害者就労継
続支援事業所（B型）の工賃支払いの補助

健康福祉局障害者支援課
052-972-2584障害者就労継続支援事業所

生産活動支援

生産活動事業収益が減少している障害者就労継
続支援事業所（A型・B型）の設備整備や新たな
販路拡大等に要する経費の補助

契
約

本市の事業を受
注している方

工事及び工事に関連する業
務の一時中止措置等

工事及び工事に関する業務の一時中止等の申出
があった場合、必要に応じて一時中止等の措置
を実施 各発注担当課

契約における納期等の変更
の対応について

納期等の見直しの申出があった場合、必要に応
じて、納期の見直し等の措置を実施

手
数
料
免
除

融資や貸付等の
手続きのために
証明書が必要な
方

住民票・戸籍などの証明書
の交付手数料の免除

融資や貸付等の支援制度の手続きに必要な住民
票・戸籍などの証明書の交付手数料を免除

各区役所市民課・各支所区民
生活課市民係

所得証明・納税証明などの
市税に関する証明書の交付
手数料の免除

融資や貸付等の支援制度の手続きに必要な市税
に関する証明書の交付手数料を免除

各市税事務所

区分 対象 支援策 内容 問い合わせ先

そ
の
他
窓
口
等

寄
附

新型コロナウイ
ルス感染症対策
への寄附をお考
えの方

ナゴヤ新型コロナ対策でら
ハートフル基金

新型コロナウイルス感染症対策の推進を目的と
した寄附を募集

財政局資金課:052-972-2308

窓
口

外国人の方
外国人市民への多言語情報
発信、相談窓口(外部リン
ク)

名古屋国際センターにおいて、外国人相談窓口
を運営し、必要に応じて適切な専門機関を紹介。
あわせてウェブサイト、フェイスブックにて、
９言語（日、英、ポ、ス、中、ハ、フィ、ベ、
ネ）及び「やさしい日本語」による情報提供を
実施。また、区役所・支所とセンターをつなぐ
タブレット端末によるテレビ電話やトリオホン
（三者通話）による通訳を実施

名古屋国際センター
052-581-0100

不安や疲れを感
じている方

名古屋市新型コロナウイル
スこころのケア相談

不安や緊張が強い、イライラする、眠れない、
同じことを繰り返し考えるなど、メンタルヘル
スの不調を感じている方を対象に電話相談を実
施

専用ダイヤル
(平日の午前8：45から正午、

午後1：00から5：00）
052-483-2185

（平日の午後5：00から10：00）
052-212-9780

還
付
等

市の施設使用の
取り止め等を行っ
た方

施設使用料等の還付
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止す
るために、施設使用の取り止め・延期を行った
場合の施設使用料等の還付

各施設所管課
市の施設を借り
受けて事業を行っ
ている方

使用料・貸付料の支払の猶
予

使用料・貸付料の支払が困難である場合、その
支払を猶予

休館期間中の使用料・貸付
料の減免・還付

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止す
るために休館した施設については、休館期間中
の使用料・貸付料を減免・還付

受講予定の講座
が中止になった
方

講座受講料の還付
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止す
るために、各講座担当課が講座を中止した場合
の受講料の還付

各講座担当課

期
間
の
延
長
等

防犯カメラ等の
補助申請をお考
えの団体

防犯カメラ、防犯灯LED化
に対する補助の延長

各種補助を受けるためのエントリー期限を延長
スポーツ市民局地域安全推進
課：052-972-3128防犯灯電灯料に対する補助

の延長
補助を受けるための申請期限を延長
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2020年3月23日
毎日新聞

2020年3月5日
中日新聞

2020年3月6日
中日新聞

2020年3月28日
中日新聞

2020年3月28日 中日新聞

2020年3月25日 中日新聞
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2020年3月28日 読売新聞

2020年5月21日 中日新聞夕刊

2020年5月21日
中日新聞

2020年5月15日 朝日新聞

2020年3月25日 朝日新聞

2020年3月24日 朝日新聞

2020年3月25日 読売新聞
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2020年4月9日 中日新聞夕刊

2020年4月2日 中日新聞夕刊

2020年5月11日 中日新聞

2020年3月14日
中日新聞

2020年6月14日 毎日新聞



名古屋市政資料№207 （2020年6月定例会）

- 61 -

2020年6月19日
中日新聞

2020年7月10日
中日新聞

2020年4月1日 中日新聞

2020年4月12日 読売新聞

2020年4月18
日 日経新聞
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2020年7月7日
中日新聞

2020年6月19日 中日新聞

2020年6月18日 中日新聞

2020年4月25日 朝日新聞

2020年5月26日 朝日新聞

2020年6月16日 毎日新聞
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2020年6月28日
朝日新聞

2020年7月4日
中日新聞

2020年7月4日
中日新聞

2020年5月12日 朝日新聞

2020年5月13日 中経新聞 2020年6月25日 中日新聞

2020年5月18日
日経新聞
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2020年5月29日
毎日新聞

2020年6月12日
中日新聞

2020年6月18日 中日新聞

2020年7月4日
中日新聞

2020年5月21日 中日新聞

2020年7月7日 中日新聞
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2020年4月25日 読売新聞

2020年4月28日 毎日新聞

2020年4月24日中日新聞

2020年6月29日 読売新聞
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(北区)

岡田ゆき子
℡ 915-2705

(中川区)

江上博之
℡ 363-1450

(緑区)

さはしあこ
℡ 892-5190

(名東区)

さいとう愛子
℡ 704-1928

(天白区)

田口かずと
℡ 808-8384

ご意見・ご相談はお気軽にどうぞ

日本共産党名古屋市会議員団
〒４６０－８５０８

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 名古屋市役所内
℡ 052（972）2071 fax 052（972）4190 mail.dan@n-jcp.jp

ホームページをご覧下さい http://www.n-jcp.jp/
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2020年５月臨時会

６月定例会

NO.207 2020年7月22日


